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１ 構造分析（一）――『農業問題』初版

とその問題点

⑴ 初版と改訂版の「はしがき」

ここで考察の対象とする大内の著作は主とし

て『農業問題』（初版，1951 年４月，岩波全書）

と『農業問題』（改訂版，1961 年４月，岩波全

書）であるが，初版を対象としておこなわれた

論争も逸するわけにはゆかない。この論争は鈴

木鴻一郎の「日本農業と『価値法則』」
(1)
と大島
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⑴ 鈴木鴻一郎『日本農業と農業理論』，1951，御茶の水書房，所収にして初出。
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清の「わが国小作料は差額地代第二形態か」
(2)

によって挑まれ，大内はこれにたいして「価値

法則と日本農業」
(3)
をもって応えた。さらに

『農業問題』初版の一年前に出版された『日本

農業の財政学』
(4)
の序章と第１章は学界デ

ビュー作『日本資本主義の農業問題』（1948 年

４月，日本評論社）においては大内理論の中枢

の位置にありながらなお本格的に論じられてい

なかった農産物価格の形成論理を中心にその他

重要問題についてやや詳しく展開しているもの

なので，逸することはできない。もちろんこの

ほかにも当時から重要な研究結果を発表してい

たし，その後はいうに及ばない。その点につい

ては必要に応じてとりあげるが，きわめて不十

分にしかできなかった。

この大内の『農業問題』の初版と改訂版とは

のちにみるように大内日本農業論の骨格を形成

するものといっていいのであるが，初版は 1951

年に，改訂版は 1961 年に出版された。しかし

この時期の大内は農業問題の研究のみをしてい

たわけではない。もともと日本資本主義の農業

問題というとらえ方がしめすように，この時期

にも日本資本主義の全体にも研究の視野を広げ

ていた。いま当面の農業問題解明に直接的，間

接的に関連する，1960 年代初めごろまでの共著

をふくむ著書だけをみてもその活動状況はおよ

そつぎのごとくである。『農業問題』初版以前

には，さきにみた処女作以外にも『日本農業の

論理』，『日本農業の財政学』があることはすで

にみたが，宇野弘蔵・鈴木鴻一郎・斉藤晴造・

大内力著『日本における農業と資本主義』（1948，

実業之日本社）が出版されているが，その主役

は宇野弘蔵であって，重要な問題提起の書であ

る。そのほかに大内が共著者の一人になってい

るものに梶西光速・大島清・加藤俊彦・大内力

著『日本における資本主義の発達』，上・下（1951，

東京大学出版会），その同じ人たちによる『経済

問題の基礎知識』（1952，暁教育図書）がある。

さらに大内力『農業恐慌』（1954，有斐閣）は単

著であるが，梶西光速・大島清・加藤俊彦・大

内力著『日本資本主義の成立』（Ⅰ．1954，Ⅱ．

1956，東京大学出版会），武田隆夫・遠藤湘吉・

大内力著『近代財政の理論―その批判的解明―』

（初版，1955，改訂版，1958，時潮社），林茂・

小西四郎・大内力著『現代史―日本の百年―』

（上・下，1957，毎日新聞社），梶西光速・大島

清・加藤俊彦・大内力著『日本資本主義の発展』

（Ⅰ．1957，Ⅱ．1957，Ⅲ．1959，東京大学出

版会）と共著がつづき，大内力『肥料の経済学』

（1957，法政大学出版局），同『農家経済』（1957，

中央経済社）は単著であり，金沢夏樹・福武直・

大内力著『日本農業の基礎知識』（1958，東京大

学出版会）の共著，大内力『地代と土地所有』

（1958，東京大学出版会）は単著であり，梶西

光速・大島清・加藤俊彦・大内力著『日本資本

主義の没落』（Ⅰ．1960，Ⅱ．1961，Ⅲ．1963，

Ⅳ．1964，Ⅴ．1965，Ⅵ．1967，Ⅶ．1968，Ⅷ．

1969．東京大学出版会），といった共著がつづ

く。さらに編著書ながら重要なものに『農業史』

（1960，東洋経済新報社）がある。以後 60 年代，

70 年代を通して多数の研究業績を世に送り出

している
(5)
。そして 1978 年度末に東京大学を
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⑵ 法政大学経済学会『経済志林』，法政大学経済学会，23 巻１号，1955 年１月。

⑶ 東京大学社会科学研究所『社会科学研究』，６巻３号，1956 年７月，のち大内力『地代と土地所有』，1958，東

京大学出版会，に収録。

⑷ 大内力『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版部。

⑸ その主なものをあげると，単著『日本経済論』（上，1962，下，1963，東京大学出版会），同『アメリカ農業論』

（1965，東京大学出版会），同『「経済学」批判』（1967，日本評論社），同『日本における農民層の分解』（1969，

東京大学出版会），同『農業経済学序説』（1970，時潮社），同『国家独占資本主義』（1970，東京大学出版会），同



定年退職したあとも，大内経済学の集大成とも

いうべき『大内力経済学大系』全八巻
(6)
を世に

送り出した。最後の巻は没後三ヵ月後に出版さ

れた。

以上にみたような横にも縦にも尋常ではない

大内の研究業績をいわば背景において，ここで

とりあげるのは『農業問題』初版である。まず

「はしがき」で，なにが問題であり，それをど

う説くべきかを明らかにしている。まず問題は

資本主義の「多くの国において農業が完全に資

本家的生産によって支配されるようにはならな

いで，むしろ中間段階たる小農民が数多く残存

していることが注目されなければならないので

ある。そしてこのような小農民が資本主義の発

達につれていかに変質してゆくかを明かにする

ことにこそ農業問題研究のキイポイントがあ

る」
(7)
という。いいかえれば資本主義一般の農

業問題ではなく，各国の資本主義の歴史的に規

定された特殊性に着目し，そこにおける農業問

題を解明すべきだというのである。そうするこ

とによって「資本主義社会一般における農業問

題の本質をも理解することができるようにな

る」
(8)
。そして解明の方法には二つあって，「ひ

とつは，たとえばイギリス，アメリカ，フラン

ス，ドイツ，ロシア，日本といったような幾つ

かの異った資本主義の型に着目し，それらの国

で，重商主義，自由主義，帝国主義といった資

本主義の各発展段階におうじて，どのような農

業問題が発生しているかを明らかにし，その相

互の比較をつうじて農業問題の本質を把握す

る，という方法であり，他は日本の農業問題を

とくにとりあげ，それを日本資本主義の発達と

の関連において分析することによって農業問題

の本質を明らかにする，という方法である」
(9)
。

ところが前者のような研究は著者の研究の都合

からいっても，また本書のようなコンパクトな

書物には不適当なので，放棄したという。

このように本書が日本資本主義自体がかかえ

る農業問題の解明を目的にしていることが簡明

に語られている。ただし農業問題のとらえ方

が，あらゆる資本主義に共通するものとしては

とらえられていないが，日本資本主義の発生か

ら現代にいたる全過程に存在するものとして農

業問題をとらえ，その解明を課題だとしている

ことには注意しておかなければならない。のち

に問題にするが，『農業問題』改訂版の「初版は

しがき」
(10)
では，「資本主義社会一般における

農業問題の本質をも理解することができるよう

になる」という文章はそのまま再録されている

が，さきに引用した初版の「それらの国で，重

商主義，自由主義，帝国主義といった資本主義

の各発展段階におうじて，どのような農業問題
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『現代日本経済論』（1971，東京大学出版会），同『経済学における古典と現代』（1972，東京大学出版会），同『現

代アメリカ農業論』（1972，東京大学出版会），編著『現代資本主義の運命』（1972，東京大学出版会），単著『日本

農業論』（1978，岩波書店），同『信用と銀行資本』（1978，東京大学出版会），同『国家独占資本主義・破綻の構造』

（1983，御茶の水書房），である。なお編著書にはここでは一書しかあげていないが多数ある。

⑹ 第１巻『経済学方法論』は 1980，第２巻『経済原論』，上，1981，第３巻『経済原論』，下，1982，第４巻『帝

国主義論』，上，1985，第５巻『帝国主義論』，下，1985，第６巻『世界経済論』，1991，第７巻『日本経済論』，上，

2000，第８巻『日本経済論』，下，2009 である。いずれも発行所は東京大学出版会である。

⑺ 大内力『農業問題』，1951，岩波全書，「はしがき」，４ページ。

⑻ 同，５ページ。

⑼ 同，５ページ。

⑽ 改訂版なのにどうして「初版はしがき」となづけたのかはわからないが，改訂版までが「初版」という意味なの

であろうか。



が発生しているかを明らかにし，その相互の比

較をつうじて農業問題の本質を把握する，とい

う方法」という部分は「それらの国で，重商主

義，自由主義，帝国主義といった資本主義の各

発展段階におうじて，どのように農業が発達し，

その結果農業問題を発生せしめるにいたったか

を世界史的類型として明らかにし，それによっ

て農業問題の本質を把握するという方法」
(11)
と

いうように微妙に変わっている。変化は初版で

は「資本主義の各発展段階におうじて，どのよ

うな農業問題が発生しているかを明らかにし，

その相互の比較をつうじて農業問題の本質を把

握する」というところが改訂版では「どのよう

に農業が発達し，その結果農業問題を発生せし

めるにいたったかを世界史的類型として明らか

にし，それによって農業問題の本質を把握する」

というように変わっているのである。初版では

農業問題は資本主義の各発展段階に発生するの

であり，「その相互の比較をつうじて」農業問題

の本質を把握する，という主張になっているが，

改訂版では農業問題は一定の資本主義国の発展

過程において「どのように農業が発達し，その

結果農業問題を発生せしめるにいたったかを世

界史的類型」のちがいという観点から農業問題

の本質を把握する，という主張になっている。

前者においては農業問題は資本主義の各発展段

階に応じて存在するというように読めるが，後

者においては資本主義の発展とともに農業も発

展するが，その後『世界史的類型』差をもった

農業問題が発生するというように読める主張に

なっている。このばあい農業問題が発生するの

が資本主義の発展の三段階のどの段階であるか

はしめされていないが，資本主義の発展過程に

おける一定の段階であるという意味であろう。

だが改訂版では先に引用した文章の１ページま

えに初版にはない新たな見解がしめされてい

た。まず初版では「農業問題が経済学の一部門

として研究されなければならないのは，それが

資本主義の種々な発展段階におうじて，また各

国の資本主義の異った構造的特質におうじて，

それぞれ異った形態をとりつつ発生してくるか

らである」
(12)
と，ここまでは初版も改訂版も同

じであるが，このあと初版では「なかんずくこ

こでは，多くの国において農業が完全に資本家

的生産によって支配されるようにはならない

で，むしろ中間段階たる小農民が数多く残存し

ていることが注目されなければならないのであ

る。そしてこのような小農民が資本主義の発達

につれていかに変質してゆくかを明らかにする

ことにこそ農業問題研究のキイポイントがある

わけである」
(13)
となっている。ところが，改訂

版では「なかんずくここでは，多くの国におい

ては，その資本主義がもっとも順調に発展した

自由主義段階においてすら，農業は，完全に資

本家的生産によって支配されるようにはなら

ず，むしろ中間段階たる小農民を数多く残存せ

しめていたこと，そして資本主義がそのほんら

いの発展傾向を失う帝国主義段階にはいると，

農業の資本家的発展もおこなわれえなくなり，

かえって小農民の存在が強化されるようになる

ことが注目されなければならない。けだしそこ

にこそ資本主義にとって解決しえない問題とし

ての農業問題の本質があるのだからである」
(14)

というように変わっている。つまり改訂版では

大内が農業問題とは帝国主義段階の問題である

ことを明らかにしたのちに，先進国イギリスと
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⑾ 大内力『農業問題』，1961，改訂版「初版はしがき」，５ページ。

⑿ 大内力『農業問題』，1951，初版「はしがき」，４ページ。

⒀ 大内，前掲書，初版，４ページ。

⒁ 大内，前掲書，改訂版，「初版はしがき」，４ページ。



後進国ドイツをとりあげ，「それらの国で，重商

主義，自由主義，帝国主義といった資本主義の

各発展段階におうじて，どのように農業が発達

し，その結果農業問題を発生せしめるにいたっ

たか」
(15)
を究明することが農業問題解明の課題

であるといっているのは，読み方によっては初

版「はしがき」に引っ張られた後退ともうけと

れる。あるいは後年，大内が主張するようにな

る発展段階論のなかには先進国，後進国問題を

入れなければならないという思いがあったのか

もしれないが，それをおいて問わぬとすれば，

「初版はしがき」もなお不明確さを残している

といわなければならない。しかしいずれにせよ

課題の設定そのものが対象自体の性格に規定さ

れているのが経済学の科学としての特殊性に由

来しているのであって，『農業問題』初版の「は

しがき」から改訂版の「初版はしがき」への変

化は著者の農業問題にたいする科学的認識の進

歩を意味しているのである。もともといわゆる

農業問題なるものは純粋資本主義に基礎を有し

ながらそれ自体は抽象的思惟の世界にしかあり

えない原理論のみをもってこれを解明すること

ができない特殊歴史的な具体性をもつものだっ

た。純粋資本主義を対象とする原理論において

非商品経済的諸要因は本筋の論理には登場しな

いのであって，したがって商品経済的行動をと

ることもあれば，とらないこともあるといった

小生産者は存在する余地がないのである。

⑵ 農産物価格の形成

大内の『農業問題』初版は全六章からなりたっ

ている。第一章「序説」，第二章「農業経営と農

家経済」，第三章「農産物価格の形成」，第四章

「土地所有と地代」，第五章「農業金融と財政投

資」，第六章「農業恐慌と農民層の分解」である。

このうち大内理論の独創性がもっともでている

のは三，四および六章と考えられるのでこれを

とりあげる。のちにみる「論争」でも三章四章

がとりあげられている。そこでまず第三章「農

産物価格の形成」であるが，その「二 農産物

価格決定の特殊性」のなかのつぎの文章に注目

しなければならない。すなわちこういってい

る。「農業にも資本主義的経営が支配的におこ

なわれており，かつ地代がここでは差額地代の

みであると仮定するならば，農産物の市場価格

は，限界地もしくは，限界投資の生産物の生産

価格（費用価格＋平均利潤）によって，いいか

えれば何ら地代をふくまない農産物の価格に

よって規制され，地代はただより優良な条件の

もとで生産されしたがってより小さい個別的価

格をもつにすぎない農産物についてのみ問題に

なりうるにすぎない，という点である。そして

以下でとくにわれわれが問題にしなければなら

ないのは，日本のばあいのように，家族労働に

よる小農経営が支配的であるばあいには，右の

ような資本家的経営のもとにおいて認められる

一般法則が，どのような修正をうけつつ適用さ

れるか，という問題なのである」
(16)
と問題を設

定する。ついでこの一般法則が「価値法則」で

あることをつぎのように明らかにする。「小農

経営が支配的におこなわれていても，農業をと

りまく社会が資本主義社会であり，かつ農業が

深く資本主義社会のなかにまきこまれていれ

ば，農産物の価格がまったく法則性をもたず，

偶然的に決定されるということはありえない。

周知のように，人間の社会はすべてその総労働

力を，その社会の必要とする割合でさまざまの

生産部門に配分しなければ存立しえないもので

あるが，資本主義社会はこのような労働力の配

分を意識的計画的に遂行しうる機構をもってい
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⒂ 同，５ページ。

⒃ 大内，前掲，『農業問題』，初版，117∼118 ページ。



ないので，むしろ商品交換関係をつうじて，い

いかえれば価格の変動をつうじて，このような

労働力の配分を規制するものが価値法則である

といっていい
(17)
。そこで農業も，それがたとえ

資本家的経営によって担当されてはいないにし

ても，すでにそれが資本主義社会の社会的分業

の一分肢となっており，したがって資本主義社

会はこの部門にも，一定の労働力を配分しなけ

れば存立しえない条件がつくりだされているな

らば，やはり何らかの形で価値法則の支配をう

けないわけにはゆかないのである。ただここで

は，経営が資本家的原則，すなわち平均利潤の

確保，という原則によって支配されていない，

ということのために，一定の偏寄をうけた形で

価値法則が自己を貫いてゆくにすぎない」
(18)
と

いう。

正確を期するために長文の引用となった。対

象が資本家的農業経営ではなく，小農的経営で

あることを断っているが，価値法則のやや直接

的適用になっている点が問題である。ここで大

内が価値法則による労働力配分の原理が実現さ

れているといっていることにも疑問をもつ。こ

こで労働力配分の原理なるものを賃銀労働者の

ばあいと同様に小農のばあいにおいても自家農

業労働によってえられる価値生産物のうち生産

手段の価値と地代部分の価値とをのぞいた部分

を賃銀労働者の労賃とみなし，これを自己労働

力の価値として，それを基準として労働力移動

や農業生産の増減を調節するものとみなしてい

いかどうかが問題である。もちろんそういう方

向への運動が展開されることは事実であるが，

農民のばあい労賃という形態をとらないことに
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⒄ ここには大内自身の注がついていて，それにたいしてマルクス「クーゲルマン宛の手紙」からの引用ページ数

がしめされているが，問題はそれにつづくつぎの文章にある。すなわちこうである。「念のために注意しておけ

ば，価値法則をこのように労働力配分の原理としてとらえることは，むろんただ価値法則の一面をとらえたにす

ぎない。このような法則性は資本主義社会では直接的に把握することはできないのであり，むしろわれわれは価

値が一定の形態としてあらわれる点をとらえ，その展開を追求することによって価値の本質にいたる以外には方

法はないのである。そのいみで，価値法則をたとえば商品交換を規制する法則として理解することもできるので

ある」（『農業問題』初版，119 ページの注〔17〕）といっているが，私がここで問題にしたいのは価値法則を適用

しうるかどうかの問題ではなく，価値法則が貫徹しているということが原理論におけるばあいと同じ意味あいで

貫徹しているということであれば，疑問が残るのである。農業が小農民によって担われていても，価値法則が何

らかの形で作用していることは間違いないが，小農制においては「一定の偏寄をうけた形で価値法則が自己を貫

いてゆく」というとき，その「一定の偏寄」とはここでは「生産価格の法則」の代わりに，あたかも「費用価格の

法則」にとって代わったかのごとくに説かれているが，かりにそうだとすれば「費用価格の法則」なるものがあり

うるのだろうか。生産価格を構成するCやVは生産資本，可変資本として資本概念であるが，費用価格に擬制化

されたC，Vは資本ではないし，Vにいたっては貨幣でさえない。大内は注 17 で「価値法則をこのように労働力

配分の原理としてとらえることは，むろんただ価値法則の一面をとらえたにすぎない」というが，農民において

も労働力配分の原理は貫徹しているかのように説いている。しかしその V水準はいちじるしく低いものであっ

て，とうてい価値法則が貫徹しているとはいえないものである。構造的過剰人口としての Vでしかないのであ

る。価値法則も費用価格実現もくずれた形で作用しているにすぎない。宇野弘蔵は「価値法則は，『労働による価

値の決定』が根本であって，『等価交換』と『労働の配分』とはその展開による効果と考えてよい。もともと，商

品交換は異なった使用価値の等価交換を形態上の原則とするものであって，一社会に全面的に行なわれる商品経

済は，その生産に要する労働によって決定される価値によってその商品交換を規制せられるとともに，これによっ

て社会的労働を各種の使用価値の生産に配分することになる」（『宇野弘蔵著作集』第２巻，以下たんに②と表記

する。〔経済原論Ⅱ〕，1973，岩波書店，254 ページ）といっている。賃銀労働者の労働として等質なのである。

⒅ 大内，前掲，『農業問題』，118∼119 ページ。



よる「誤差」自体が大きいいみをもつのではな

いかと思われる。小農経営は賃銀労働者とは異

なって，小生産者的性格に由来する構造的制約

をうけている。そればかりではない。日本資本

主義が後進国的性格をもち，さらに帝国主義段

階にあるということは，農民自体がたんに景気

循環にともなう相対的過剰人口として存在する

というのではなく，構造的慢性的過剰人口とし

て存在していることを意味している。そういう

現状分析的特殊条件を考慮するならば，小農経

済においても「一定の偏寄をうけた形で価値法

則が自己を貫いてゆく」といったのでは法則貫

徹と「一定の偏寄」との次元の相違，いいかえ

れば前者が原理論的アプローチであるのにたい

して後者は段階論的，現状分析的アプローチで

あるということが軽視されていることが問題な

のである。

ここで原理論において価値法則が貫徹すると

いうことと段階論なり現状分析なりにおいて価

値法則が「一定の偏寄」をうけて「貫徹する」

ということとが次元の異なる問題であることを

明確にしておくことが必要であろう。この問題

に関連するものとして大内は，『農業問題』初版

の一年前に出版された『日本農業の財政学』
(19)

でつぎのようにいっている。少し長い引用にな

るが，重要なのであえてする。「具体的な日本

の資本主義社会を分析するということになれ

ば，たんに抽象的な経済理論だけですべてを片

ず（原）けてしまうわけにはゆかない。経済理

論の前提とするような純粋な資本主義社会はど

こにもないことはまえにもふれたが，とくに日

本のような後進資本主義国においては，多くの

他の条件がさまざまな形で経済法則に影響を与

え，一定のモディフィケイションを強制するか

らである。このようないわば撹乱的諸条件は

多々考えられるが，すくなくともつぎの二つの

問題は重要であろう。第一には理論経済学が基

本的な階級として資本家と労働者のみを考えて

いるのにたいして，現実の資本主義にはそれ以

外の中間階級が多々存在していること。ことに

日本農業においては農民はほとんどすべてが単

純商品生産者のような形態をとつている。した

がつて農産物の価格決定にあたつても，地代の

決定にあたつても，経済法則は一定のモディ

フィケイションをうけることになる。第二に

は，理論経済学が捨象している国家権力が存在

し，それがその政策活動をつうじて経済的諸条

件に変化を与えていること。もちろん……国家

権力は万能ではない。けだし第一に国家権力は

階級的な作用以外にはもちえないが，この階級

関係はほかならぬ経済的条件によつて規定され

るものだから，国家権力の発動の方向は経済的

条件によつて決定され，けつして恣意的にでは

ありえないから。また第二に，国家権力はけつ

きよく経済発展の方向およびいみ（原――犬塚）

において作用するばあい以外には効果をもちえ

ない」
(20)
と。この主張はむろんいわば方向とし

て正しいものであり，私もそこに大きな示唆を

えたのであるが，疑問がないわけではない。原

理論世界に存在しないものは農民や政策だけな

く，ここには登場しない生産力水準の問題もあ

るが，それはともかくとして，農民経済の分析

においては農産物価格が生産価格にはきまらず

に，費用価格によって規定されることを明確に

したのは大内の功績であるが，特殊性はそれだ

けではなく，V（労働力の価値）やC（生産手段

の価値）や R（地代部分）においてその量的規

定が阻害されていることが大内にあっては軽視

されているように思われる。そしてその諸範疇

の量的変化の運動も法則の範囲を超えることも
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⒆ 大内力『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版会。

⒇ 大内，前掲書，16∼17 ページ。



あるという点が無視されているように思われ

る。たとえばときとして老人や子供といった非

労働力が農作業等に駆り立てられたり，機械や

牛馬が「資本」としてではなく資産とみなされ

たり，農産物の価格がさがっているときにか

えって生産を増加させたりするという，非資本

家的商品経済的行動をすることをどうみるかと

いう問題である。V や C や R に擬制化された

ものが，その擬制元の形態を内在的にとってい

ないために，擬制化されたものがその形態の範

囲を超えて，運動してしまうのである。たんな

るモディフィケイションではないのである。農

民には小生産者的性格がまつわりついているの

であって，それが価値法則から離間する運動を

ときとして起こす点が軽視されているのではな

いかと思われる。のちに問題にするが大内の農

民層分解論によれば農民層は両極分解する運動

を展開しているのであるが，それがそのままあ

らわれず，下向運動は零細農民として貧困化し

つつ滞留するといった認識になっているので

あって，その底で大内は一方であくまで非正常

型の両極分解説にこだわっているのであるが，

他方で農民の賃労働者化が思うようにすすまな

いことをうまく説明できないでいるように見受

けられる。要するに農民にあっては V も C も

Rも不全の形態であることが見逃されているの

である。もうひとつ政策の役割も軽く扱われて

いるのではないだろうか。上部構造としての政

策は下部構造に規定されているので，下部構造

のゆるすかぎりで効果をもつにすぎないという

考えのようである。それはわるくすると，商品

経済史観に陥ることになりかねない。下部構造

の自立性はいわば純粋資本主義のなかでのみ通

用することなのである。所有権はこれを認める

という上部構造はじつは下部構造の反映なので

あって，それゆえに資本主義経済は自立しうる

のであるが，重商主義段階や帝国主義段階では

すでに下部構造が自立しえなくなっているので

ある。そのためにどうしても特殊政治的上部構

造によって補完されざるをえないのである。唯

物史観にいう下部構造の自立性は純粋資本主義

を前提にして論証されると考えるべきなのであ

る。したがってたとえば帝国主義段階において

は上部構造は下部構造に一方的にしたがうとい

うことではなくて，下部構造に一定の作用をお

よぼし法則の展開を修正または阻害するのであ

る。上部構造が下部構造に一定の作用をおよぼ

しうることを前提にしなくては歴史過程の解明

は不可能になる。上部構造は下部構造に規定さ

れるだけだといったのでは歴史過程は解明され

ないことになる。

原理論的抽象理論と現状分析的具体理論との

次元のちがいを無視して価値法則が段階論や現

状分析においても貫徹するという説は割と広く

支持されているのであって，森恒夫によっても

主張されている。森は宇野の主張の独特の解釈

をもって自説を展開しているのであり，さらに

またその宇野の主張はことさらに難解な表現に

なっているので，最初に両者の問題の箇所を一

括してかかげておくことにする。森が問題とす

る宇野の文章は二つあって，

a．「個々の国々の資本主義の発展は，先ず資本

主義自身の世界史的発展段階の必然性によつて

――それはいわば原理論的必然性が，さらに歴

史的に制約されてあらわれるのであるが，それ

によつて――規定されるのであつて，直ちに原

理論的に解明されるものではない」
(21)
。

b．「原理論的に必然的法則として把握された

ものも，……（原）段階論的規定の内に，資本

主義の世界史的必然性として具体化される」
(22)
。
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� 宇野弘蔵『経済政策論』，1954，弘文堂，21 ページ。なお念のためにいえば，――内の二つの「それ」は「資本

主義自身の世界史的発展段階の必然性」のことをさしている。



森の文章

「宇野氏が，原理論的法則性と段階移行の歴

史的必然性との関連を全く無視されているわけ

ではない。宇野氏によれば，資本主義の世界史

的発展段階の必然性は『いわば原理論的必然性

が，さらに歴史的に制約されてあらわれるので

あ』り，また『原理論的に必然的法則として把

握されたのも，……（原）段階的規定の内に，

資本主義の世界史的必然性として具体化され

る』（宇野『経済政策論』二一，二七頁）のであ

る。その含意はつぎのように考えられる。原理

論的法則は，現実の歴史過程では原理論の展開

で捨象された具体的諸条件のなかでのみ貫徹す

るのであり，そうした経済法則と現実の歴史的

諸条件との絡み合いをとおしての原理論的法則

の貫徹が，資本主義の段階変化を必然にするの

である」
(23)
。

こう対照してみると，森の宇野説理解が正し

くないことが明確であるように思われる。森が

宇野説を「原理論的法則」が「歴史過程」の「具

体的諸条件のなかでのみ貫徹する」とか，「原理

論的法則の貫徹が，資本主義の段階変化を必然

にする」ということを主張していると理解した

のは誤りであって，宇野は原理論的必然性が歴

史過程では歴史的に制約されて，あるいは段階

論的規定をうけてあらわれる，といっているの

である。原理論と段階論とには内的関係がない

とはいえないが，前者自体から後者がでてくる

必然性は，鈴木・岩田理論とは異なって，ない

のである。宇野の 1954 年版『経済政策論』での

主張は，「原理論的に必然的法則として把握さ

れた」法則が段階論や現状分析という場におい

ては，政策や生産力といったそれ自体としては

非商品経済的諸要因や小農民といった非資本家

的商品経済的諸要因による偏畸をうけながらも

一定の作用を展開する，ということにある。

もっとも宇野のこの『経済政策論』の 27 ペー

ジ
(24)
には，大内や森の主張を許すかのような

文章がある。「原理論的規定も歴史的性格をも

たないわけではないが，しかしそれは資本主義

に一般的なるものとしては，恰も永久的に繰り

返えす法則であるかの如きものとして把握され

るし，またかかるものとして段階論的規定の内

にも貫徹されているのである」というのがそれ

である。この文章自体も難解であるが，ここで

宇野が「原理論的規定も……段階論的規定の内

にも貫徹されている」というばあいの貫徹とは

逆説的に貫徹するという意味であろう。もとも

と原理論には存在しない非商品経済的諸要因や

非資本家的商品経済的諸要因が段階論において

は存在するのであって，それらは原理論的諸法

則の展開を多かれ少なかれ阻害または畸形的に

促進するものであるから，貫徹というのはいい

すぎであると私は思う。法則は展開されるが全

面展開とはかぎらないからである。原理論の諸

法則は厳密にいえば段階論や現状分析において

はさまざまに歪められて展開されるというのが

宇野の真意ではないかと思われるのである。歪

められるというばあいには法則展開が阻害され

るということばかりではなく，政策や生産力そ
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� 同，27 ページ。なお（原）とは原文どおりという意味である。

� 森恒夫「論理的展開と歴史的発展は表裏の関係たりうるか」（武田隆夫・遠藤湘吉・大内力編『資本論と帝国主

義論――鈴木鴻一郎教授還暦記念――』，下，1971，東京大学出版会，所収），21∼22 ページ。

� この宇野の 1954 年版『経済政策論』の 27 ページの全体が 71 年改訂版では削除されている。しかしこの 27 ペー

ジの文章も間違っているわけではない。ただつぎの文章は誤解を招くのではないだろうか。「勿論，原理論的規

定も歴史的性格をもたないわけではないが，しかしそれは資本主義に一般的なるものとしては，恰かも永久的に

繰り返えす法則であるかの如きものとして把握されるし，またかかるものとして段階論的規定の内にも貫徹され

ているのである」（27 ページ）というのがそれである。



の他によって段階とびこえといった促進される

ばあいもあることに注意しなければならない。

法則がそれ自身に特殊歴史的展開をなすといっ

たのでは鈴木・岩田理論になるであろう。価値

法則は原理論という場においてのみ必然性とし

て貫徹しうるのであって，現実においては多か

れ少なかれその貫徹は阻害をうけるのである。

農民経済における「労賃」擬制化は賃銀労働者

の労賃の阻害形態なのであって，その点の解明

こそが重要であると思われるのである
(25)
。

ここでふたたび『農業問題』（初版）に帰る。

日本の農産物価格形成にも価値法則が貫徹して

いるとしたのち，つぎのようにその形成論理を

説いてゆく。大内はこういっている。ふたたび

長い引用になるが，以下の議論の中枢部分をな

すものなので，煩をいとわず引用しよう。「小

農民的生産が支配的におこなわれていても，も

し農産物価格が他の資本家的商品の価格と同じ

ように，地代をふくまざる農産物の生産価格で

決定されるならば，農民の手には彼が前貸しし

た不変資本部分を差し引いたのちになお彼の自

分自身の労働にたいする労賃部分と，自分の資

本（原注１）にたいする利潤部分とが所得とし

て実現される。また，より優れた条件のもとに

投下された資本の生産物からは，このほかにな

お差額地代部分が生ずる。この部分は，もし彼

が小作農であれば地主に支払われなければなら

ないが，彼が自作農であればそれも一種の超過

利潤として彼自身の所得となるであろう。かく

して，農産物価格が生産価格の水準に決定され

るならば，マルクスが，小農が，『自分自身のた

めに労働し自分自身の生産物を売るとすれば，

彼は第一には，自分自身を労働者としてもちい

る自分自身の雇用者（資本家）とみなされ，ま

た，自分自身を自分の借地農業者としてもちい

る自分自身の土地所有者とみなされる。彼は賃

労働者としての自分には労賃を支払い，資本家

として自分には利潤を請求し，土地所有者とし

ての自分には地代を支払う。』（原注２）といっ

ているような事実がつくりだされることになる

わけである。むろんこのばあい農民の手にはた

だひとつの所得が実現されるだけであり，この

三つの部分が別々に独立の範疇として実現され

るわけではない。けれども，農民をとりまく社

会において，この三つの所得範疇がおのおの独

立のものとしてあらわれてくれば，そして農民

が封建社会におけるように土地に緊縛されて農

業を営むことを強制されてはいないで，ばあい

によっては土地を他人に貸付けて地主になるこ

ともでき，農業を放棄して賃労働者になること

もでき，まためぐまれた条件のもとでは彼の資

本を他の事業に投じて資本家になることさえ可

能である，といった条件がますます強く実現さ

れてくれば。右のマルクスのいうような計算方
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� 後年，大内は純粋資本主義を対象にしている『資本論』は歴史それ自体の分析には直接使えないということを，

ここでの拙論を裏返したかたちで，いいかえれば段階論の必要性として説いている。『資本論』においては「歴史

的叙述も，ここでは，その理論構成にとって必要であり，合目的的である事実のみが抽出され，われわれが純粋資

本主義を，もしくはそのもとで展開される理論を，理解するための材料とされているのであって，もともとそれ

は歴史それ自体の分析でもないし，叙述でもないのである。それをあたかも歴史自体として考え，日本の歴史の

分析に利用しようとしても，そのあいだの視角のくいちがいはどうしても埋めることのできないものである。し

たがって，ここからひきだされる結論も，やはり段階論の必要性ということであろう。『資本論』を歴史書として

利用するのではなく，むしろそれを基準にして，資本主義の生成・発展・変質の歴史過程が段階論として明らかに

されたとき，われわれははじめてそれを日本資本主義分析の基準たらしめうるのである」大内力『経済学におけ

る古典と現代』（1972，東京大学出版会），177∼178 ページ。初出は「『資本論』と日本資本主義」，『経済学論集』，

東京大学経済学会，33-３，1967。さきにみた『農業問題』の論調とは変わっているのである。



法は，家族的小農においても採用されざるをえ

ないものとなってくる。かくて『資本制生産に

よって支配されている社会状態の内部では非資

本家的生産者も資本家的表象によって支配され

る』（原注３）ことになるのである」
(26)
。

これまでの考察は小農を資本家に擬制化する

というケースであるが，その擬制化が実際に可

能となるのは，資本主義の発生，発展期のばあ

いである。しかも明確にそういえるのはイギリ

スのような先進資本主義国のばあいであって，

19 世紀末にようやく資本主義を開始した日本

のような後進資本主義国にあってはきわめて畸

形的なかたちでしか適用しえなかった。しかも

それは明治末までの短期間にしか可能ではな

かったのであり，とくに第一次世界大戦以後は

農業の発展は小農制の枠内での発展に跼蹐する

ようになる。そういうばあいの擬制化はどうな

るかということが問題になる。大内はそれをつ

ぎのように展開する。「小農的経営が支配的に

おこなわれている条件のもとでは，農産物価格
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� 大内，前掲，『農業問題』，初版，120∼121 ページ。この引用文中の（原注１）にはこうかかれている。「ここで

資本というのは，むろんげんみつないみではない。げんみつないみでいえば，資本はむろん他人の労働を支配し

て剰余価値を実現しえなければならないから，小農民のばあいにはなお資本という範疇はないといわなければな

らない。その点くわしくは宇野弘蔵・鈴木鴻一郎・齋藤清造・大内力『日本における農業と資本主義』，一九四八

年，〈実業之日本社〉一〇四頁以下をみよ」〈前掲，大内『農業問題』，121∼122 ページ〉とある。そこでその箇所

をみるとこういう発言がある。「大内 だから（農民が土地を）資本だとして計算するのは，むしろ帳簿上の擬制

をやつていることなんです。もちろんばくぜんとした資産というような考え方は農民にもあると思いますが。/

宇野 逆に農家に商業的な面が多少ともはいるとどうなるか。企業家的な面，これもある程度はいつておると見

なければならぬ。そうすると自分の労力によるとしても，生産の手段は皆労力の対象として資本のような形にな

るわけで，労力も亦働く元手だといういみをもつて来る。たとえば家族労力にしても自分の息子や娘はやはり一

種の元手だというふうな考え方が生じて来るのではないですか。土地も肥料も何もかも全部企業的な面からいう

と漠然とこれを資本化して考えるということにならないですか。こういうことがいえやしないかと思うのです。

つまり企業的な面が一貫していない点にそういう混同があるのではないかと思うのだけれども，農家自身でほん

とうに土地を資本と考えておるかどうかという点はちよつとむつかしいですが，実際はどう考えておるのでしょ

う。/大内 そういう点なら自作と小作でも違う。自作だと先祖伝来の土地を持つているから割合に資本だとい

う感じはないと思うのですが。しかし小作だといやでもおうでも小作料の計算をしなければならないでしようか

ら，よほど土地というものが収益計算の中に入つてくるでしよう。/宇野 自作でも土地を買入れて自分の経営

を拡大しなければならぬという，殊に企業家的な面が多少ともはいつて来ると，自家労力までみな資本に考えて，

そして土地も農具も一緒に生産手段は全部資本だというふうな考え方がはいつて来るのではないかね。/鈴木

今の大内君の場合でも，自作が祖先伝来の土地を持つていてもまわりに企業的な計算をする者がだんだんとでて

くれば，やはり自作も順次にそういうふうに考えることになりませんか。/宇野 それは少し強くみすぎること

になりはしないか。/大内 その場合は，むしろ生活費を得るためのファンドという考え方であつて，ちやんと

した平均利潤なり，あるいは利子なりを生む資本という考え方ではないでしようね。」（前掲，『日本における農業

と資本主義』，106∼107 ページ）となっている。ここの宇野の発言は，必ずしも明確ではないが，よく読むと，農

民の営農目標は土地も労働も農具もまた息子や娘の労働力もいわば資産であって，その資産の増殖にあるといっ

ているように思われる。それは商品経済にまきこまれた小生産者の営業目標である。そしてここでの大内の最後

の発言はそれをセカンドしている発言である。だが先の『農業問題』からの引用文では小農的生産物が生産価格

で決定されるばあいを想定しているのであって，小農は資本家に擬制化されているのである。ただし原注１では

それには無理があることに注意を促しているわけである。小農が資本家に転化しうる条件があるばあいにはたん

なる擬制の話ではなく，法則の実現の話になる。擬制化は法則展開のいわば裏側の話として意味があるのである。

なお原注２と３は『資本論』からの引用箇所を示しているものである。



がこのように生産価格の水準にきまるというこ

とはむしろ例外にぞくする。むろん小農民で

も，なるべく高く彼の生産物を売ろうと努力し

ているわけだから，農産物の需要がひじょうに

大きいばあいにはその価格は生産価格ないしそ

れ以上にも騰貴しうるであろう。が，小農民に

おいては，資本家とちがって，生産価格が実現

されるような必然性は存在しないのである。と

いういみはこうである。資本家的生産において

は，もし農産物価格がその最終投資に平均利潤

を実現しうるほどに高まりえなければ，その資

本は農業からひきあげられ，農産物の供給量が

減少するから，けっきょく農産物価格は平均利

潤を保証する水準，すなわち生産価格の水準ま

で高まらざるをえない。けれども小農的生産に

おいては，価格がそれ以下にさがっても，農民

はすぐには生産をやめるわけにはゆかないので

ある」
(27)
。だが，「ここでは農民には，じつは資

本家に転化する道は事実上ほとんどとざされて

いるのであり，彼は農業をやめて貸付地主化す

るか，賃労働者になるしか道はない。しかも彼

が所有する一町前後の土地では，貸付地主とし

て自立することもできないから，じっさい問題

として農民にのこされている道は，農業を継続

するか賃労働者になるか，という二つしかない

であろう。このような条件のもとで農業生産が

おこなわれていれば，農産物価格が生産価格以

下に低下しても，なお農民が農業によって生活

をささえうるかぎりは，農業生産はつづけられ

る。そこで，ここでは農産物価格の最下限は，

限界生産物の不変資本＋最低生活費，いいかえ

れば，がいしてC＋Vという費用価格の水準に

よって与えられると考えることができる。もち

ろん限界生産物の価格がこの水準にきまり，そ

れが農産物の市場価格を規制するとしても，よ

り有利な条件のもとで生産される農産物には，

一定の，差額地代部分に相当する超過部分が発

生する。この部分は，農民が自作農であれば彼

自身の所得となるし，小作農であれば小作料と

して地主に支払われる。が，いずれにせよ，農

産物価格は，かくして，小農的農業のもとにお

いては，原則として価値ないし生産価格よりは

るかに低い水準に定まり，とくに小作農にはた

だ彼の労賃に相当するものを保証するにすぎな

いことにならざるをえないのである」
(28)
。「だ

が，このように小農的生産関係のもとでは農産

物価格が，最終投資の生産物の費用価格によっ

て規制される，ということについては，もうす

こし立ちいった考察が必要である。……このよ

うな価格決定がおこなわれるのは，農民が賃労

働者に転化しうる，という前提条件があるから

であった。すなわち，かかる条件のもとでは，

もし農産物価格がそれ以下にさがり，農民が，

とくに小作農が小作料を支払ったのちに所得と

して獲得しうるものが，彼が農業外に労働力を

売ったばあいに獲得しうる労賃より以下にさが

るならば，彼は農業をやめて賃労働者になるで

あろう。そうすれば農産物の供給が減じ，価格

は一定水準まで回復することになる。かかる機

構をつうじて，けっきょく農産物価格の水準は

このばあい，費用価格の水準に規制されること

になるわけである」
(29)
。けれどもじっさいには

「生産物価格が費用価格以下になっても，一定

のていどまでは農民は兼業の拡大によってその

不足を補いつつ農業生産をつづけてゆく。むろ

んこの不足がいちじるしく大きくなれば，下層

農家から漸次兼業の比重が増加し，農業生産が

縮少してゆく傾向がすすむわけであるが，それ
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� 大内，前掲，『農業問題』，初版，122 ページ。

� 同，123∼124 ページ。

� 同，125 ページ。



でも，日本のばあいのように，資本主義の側に

おける労働力需要がたえず比較的小さい状態に

おかれているばあいには，むしろ広汎に兼業を

結合しつつこの低価格に耐えてゆくことになる

であろう。こういうわけで，日本では，むしろ

費用価格さえ全部が実現されず，農業所得は労

賃部分を下まわる高さにさえあるていど恒常的

にさがりうることになるのである」
(30)
というの

である。

このあと 1936 年の「農家経済調査」の経営面

積約８反歩の下層小作農の数字をとりあげて，

その農業収入 823 円，これから小作料をのぞく

本来の経費 184 円を差し引いて，629 円の所得

がえられるが，そこから小作料 240 円を差し引

けば 389 円がえられる。これが彼の本来の農業

所得である。彼の家計費は 533 円で，それは「ほ

ぼ最低生活費に近いもの」であって，「これをい

ちおう労賃部分とみなすことができるであろ

う。そうすると，農業所得は，この労賃部分の

73％をカヴァーしているにすぎない。だから，

ここでは農産物価格は C＋Vではなくて，むし

ろ C＋0.73V という水準まで低下していると考

えられるのである。そしてその不足の 27％は

兼業労働によって獲得されているわけであ

る」
(31)
という。これが大内の独創になる農民の

自家農業の実現する労賃部分＝ 0.73V＝農民

の年間家族生活費の 73％論である。そして農

産物価格の決定機構論を欠落させていた講座派

理論のいわば決定的弱点をつぎのように衝くの

である。「このような農家の低所得の原因は，

――……多くの学者はむしろ農家の不生産的経

営，とくに小作料負担が過大である点にその原

因を求めてきたのであるが，そうではなくて，

じつは小農経営が比較的発達した資本主義のな

かにまきこまれることによって，必然的に生ず

る特殊な価格決定の機構にこそ，その主たる原

因が求められなければならない，ということこ

れである。小作料負担はそれがいかに過大にみ

えようとも，ほんらいは自然的条件のよりすぐ

れた資本に生ずる超過利潤にすぎないのであっ

て，むろんそれをも自己の所得となしうる自作

農は，それをなしえない小作農より大なる所得

をえることができるにはちがいないが，それに

もかかわらず小作農の窮乏の原因は小作料負担

の過大にあるのではなく，むしろ小作料をふく

まざる農産物価格がきわめて低位におしさげら

れているためといわなければならないのであ

る」
(32)
といい，最後に「このように低い価格が

農民におしつけられるということは，むろん直

接には小農民相互の競争の結果である。農民も

他の商品販売者と同様に，他の競争者を排除し

て自己の商品を売るためには，一銭でも安くそ

の商品を売らなければならない。このような競

争が強ければ強いほど価格は低くおしさげられ

る傾向をもつ。けれどもむろん競争は価格を無

限におしさげうるものではない。そこには一定

の限度がある。そしてその限度は，うえにみた

ように資本主義社会における一般的な労賃水準

によって規制されるのであり，たとえ現実には

その水準以下にさがりえても，それはいわば誤

差の問題にすぎないのである」
(33)
という補論を

のべて，第三章の二の「農産物価格決定の特殊

性」の項を閉じるのである。

だが，この 0.73V とはなにを意味するのか
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� 同，126 ページ。

 同，127 ページ。漢数字を算用数字になおした。

! 同，127∼128 ページ。

" 同，128∼129 ページ。この文中の「誤差の問題にすぎない」というのは問題であって，実際，論争点のひとつ

になるのである。



は，よく考えてみると必ずしも判然としない。

ここでは農民の Vも賃銀労働者の Vも年間生

活費とされているのであるが，両者の年間労働

日は異なっていて，賃銀労働者にあっては通常

の休日を除く年間の就業日でえた年間の賃銀所

得が V とされていて，それで通常年間の生活

費をまかなっているとされているのにたいし

て，農民にあっては，そのVは賃銀労働者と同

様に年間の生活費とされているが，年間の自家

農業労働日は農閑期があるために通常，賃銀労

働者の年間労働日よりかなり少ない。農閑期が

あるためであるが，その農閑期にも屋内でおこ

なう作業はあるが，通常は本来の農作業はおこ

ないえない。そしてその農閑期に賃労働にでる

機会がないとすれば，賃銀労働者の年間労働日

より少ない年間自家農業日をもって年間の生活

が可能でなければならない。大内の 0.73V 論

はこうした考えを前提にしている。いいかえる

ならば農閑期のアイドル・レーバーも価格とし

て実現されることが前提になっているわけであ

る。いいかえるならば農閑期のアイドル・レー

バーが価格として実現されなければ，一挙に脱

農せざるをえないということになるわけであ

る。そのばあいには農閑期のみにしか兼業労働

として労働力を売ることができないという事情

のもとでは，兼業機会が存在しないときには一

挙に脱農するしかないからである。ところが実

際は 1936 年の「農家経済調査」２種農家群（８

反歩経営）小作農の兼業所得 154 円は家計費

533 円の 28.9％となるが，兼業所得のうち「労

賃俸給収入」をとると
(34)
142 円となって，それ

は家計費の 26.6％になる。まさに農業所得の

家計費充足率（73％）の不足分にほぼ一致する。

ただし戦前の統計においては農家所得には農業

所得，兼業所得以外に家事収入というものが

あって，この年にはその家事収入 26 円がそっ

くり農家経済余剰になっている勘定である。さ

きの「農家経済調査」２種農家群小作農の家計

費にたいする兼業所得の割合をみると，1931 年

が 28.9％，33 年が 25.6％，35 年，24.8％，37

年，31.9％，39 年，32.2％，41 年，31.7％であっ

て，1930 年代はおよそ３割前後に推移してい

て，兼業が農閑期兼業であることを推定させる

数字である。こうしてみると昭和恐慌以後，太

平洋戦争に入るまでは，２種小作農は農閑期に

賃労働兼業にでていたのであり，自家農業所得

と兼業所得とを合して生活を維持していたので

ある。２種小作農はこの統計の初年度 1931 年

から 1940 年度までの農業所得と兼業所得との

合計と家計費とを比べると，10 年間中７年間は

前者のほうが大きいのである。不足の３年間は

1931 年，34 年と 35 年の３年間である。年間労

働日の一部をなす農業労働日の労働による農業

所得と兼業所得とをもって年間の生活を賄いえ

たのであって，そもそもここでは 0.73V 論は

なりたたないのである。昭和初年以来は成立し

えなかったとみなければならない。だがそれ以

前においても，統計のある明治末以降でも全国

の兼業農家率は 1940 年ごろまでは 30％前後に

推移していたのであり
(35)
，明治末以前において
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# 「農家経済調査」（昭和６年∼16 年度）によれば，兼業収入は「兼業生産物収入」「林業収入」「俸給労賃収入」

「財産収入」「その他収入」によって構成されているが，A群（８反歩）農家では自小作別にかかわりなく，「俸給

労賃収入」が最大であるが，ついで多いのは自作農では「財産収入」が，小作農では「兼業生産物収入」である。

$ 加用信文監修農政調査委員会編『改訂 日本農業基礎統計』，1977，農林統計協会，105 ページ，「専業・兼業別

農家数」によれば，兼業農家率は 1907 年（明治 40 年），30.1％，12 年，32.4％，17 年，30.5％，22 年，30.3％，

27 年，29.6％，32 年，27.2％，37 年，25.2％である。戦前において兼業農家率が 30％で，一定階層の農家におけ

る全所得にしめる兼業収入の割合がほぼ 30％だということは，偶然の一致とみなければならないが，そこに戦前

の第１種兼業農家をあてはめてみると，その兼業農家の総所得の 30％は農閑期の兼業所得であったとみることも



もとくに零細小作農においては「兼業生産物収

入」をふくむさまざまな兼業収入に依存してい

たのではないかと推定される。むしろ資本主義

の発展期においてはあるていど規模の大きい農

業経営においてこそアイドル・レーバーが価格

として実現されたにすぎないのではないだろう

か。ただしそのことも下層農家の生産する農産

物が最劣等生産力の生産物としての高い生産費

が農産物価格を規定したということが前提にな

るのである。というのは中層の農家が生産を増

大しようとするばあいには経営面積を拡大しな

ければならず，そのこと自体が困難であるばか

りではなく，雇用労働をいれざるをえないこと

になるはずで，いれれば採算がとりがたくなり，

自家労働を多投するしかなく，それではアイド

ル・レーバーが価格としては実現されなくなる

からである。したがってより下層の農家が家族

労働を自家農業に追加労働として投下するか，

あるいは被雇用兼業への追加就業増加をするか

しかなくなり，ここが価格調節機能を発揮する

ことになるであろう。いずれにせよアイドル・

レーバーが価格として実現されることはなくな

るのである
(36)
。こういうわけで大内のいうアイ

ドル・レーバー価格実現説は早くて明治末，遅

くとも第一次大戦以後は通用しないといってい

いように思われる。そうだとすれば大内がいう

のとは異なって，「やはり農業所得は労賃部分

のただ一部分にすぎないことになるであろ

う」
(37)
という事態ではないのであって，単位労

働時間（通常一労働日）当たりの「労賃相当分」

は社会的には低いものでありながらも実現され

ていたのであって，それが低いのは農民の労働

力価値がもともと構造的過剰人口の労働力とし

て低いからなのである。

⑶ 土地所有と地代

まず土地所有の問題からみてゆこう。大内力

は「資本制的土地耕作は機能資本と土地所有と

の分離を前提とし，土地所有の自己経営を原則

として排除する」というマルクスの文章をしめ

したのち，「このような近代的土地所有にくら

べれば日本の農業がなお資本家的経営を発達せ

しめていないことに対応して，日本の土地所有

も，前近代的な形態を強くのこしているのであ

る。すなわち，そこでは土地の約半分は小農民

によって所有されかつ耕作されているし，また

借地であってもその借り手はけっして農業資本

家ではなく，小農民である。また地主の大きな

部分がみずから農業にも従事しており，した

がって在村地主なのである。このような点から

みれば……日本の土地所有を封建的土地所有と

考えるのは完全に誤謬であるけれども，すくな

くともそれがなお過渡的形態をとっていること

は否定できないであろう」
(38)
といっている。問

題はこの「過渡的形態」ということの意味であ

る。典型的資本主義社会を形成したイギリスに

おいては，土地所有と農業経営とは分離されて

いる。それが資本主義における典型的土地所有
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できよう。

% 1936 年の「農家経済調査」によれば，兼業労働と兼業所得は自小作別にいうと自作農が，１種農家（１町５反

歩程度）でも２種農家（８反歩程度）でも，最小である。自家労働時間（能力換算）はばらばらで自作農がとくに

少ないというわけではない。ところが農業所得は明確に両階層とも自作が最大で，つぎが自小作で，小作が最小

である。自作地地代の多寡による格差である。家計費は自作が最大で，自小作，小作の順に小さくなる。このこ

とから自作農において，アイドル・レーバーが価格として実現されているとみるのは誤りであって，自作地地代

があるかどうかによるのであることは明らかである。

& 大内，前掲，『農業問題』，初版，127 ページ。

' 同，194 ページ。



のあり方だとすれば，日本の農地の約半分は小

農民によって所有されかつ耕作されているし，

借地が資本家的経営によって使用されているわ

けでもなく，農民によって使用されているとい

う意味では，日本の土地所有が「過渡的形態」

にあるといっていいが，しかしそれはたんなる

過渡的形態ではなく，戦前までそれが維持され

てきた。戦後，農地改革以後は過渡的形態から

さらに逆行したともいえる形態に転化された

が，いわゆる封建論者はこの自作農的形態から

出発して本格的に所有と経営とが分離されて資

本家的農業経営の成立を展望するというアナク

ロニズムに陥ったことはすでにみた。むしろ寄

生地主制は解体し自作農体制は維持されなが

ら，1950 年代後半以後の高度成長の時期に従来

の農民的経営より規模の大きい経営体が増加を

みせたが，高度成長の終焉とともにその動きも

衰えをみせている。「農地改革はけっして農業

問題を終局的に解決したものではなく，した

がってまた土地問題さえも，けっしてこれで終

局的に解決されたとはいえないのである。だか

ら農地改革が一義的に進歩的，革命的であると

考えるのはむろんあやまりであり，そこにはた

だ一時的な問題の緩和がみられるだけであると

いわなければならないであろう」
(39)
というのは

事実であるが，土地所有制度は制度なるがゆえ

に固定的性質をもっていることにわれわれはあ

らためて注目せざるをえない。高度成長以来，

土地もち労働者が増加しているのも農地改革の

効果のひとつである。それが工業の大都市集中

化から地方分散化への転換をもたらしたひとつ

の原因でもあった。農地を所有したままこれを

貸し出して所有地を離れて都会に移住すること

が農地法によって禁じられているからである。

そのことが労働力の供給価格を高からしめて資

本構成の高度化をうみ，高度成長をもたらした

一因となったと考えられるのである。大内力は

農地改革直後つぎのような予想をたてている。

すなわち「だから，おそらく何年かのちには，

この改革はむしろ歴史の進行を逆転せしめよう

とした空しい努力にすぎないのであり，資本主

義の発達はそれにもかかわらず小農民を没落せ

しめ，土地を喪失せしめ，それをプロレタリア

化してゆくものだ，ということが，いっそうはっ

きりとわれわれのまえに示されるにちがいない

のである」
(40)
と。資本主義の言葉どおりの「異

常」な発展，農民の土地喪失，プロレタリア化

というこの指摘は当時知るよしもなかった今日

の姿の一面をもののみごとに的中させていたの

である。だが同時にそれは盾の一面でしかな

かったことも事実である。農民の兼業化の進展

によるプロレタリア化は農民の土地もち労働者

化をすすめただけであった。そして資本主義の

「異常」な発展は国家独占資本主義としての発

展にすぎなかった。農業は大勢としては衰退の

道をたどったのである。現実の資本主義社会の

発展はたんなる商品経済の運動によって必ずし

も達成されるものでもないし，一定の目標を立

てて政策を展開すればその目標が実現されると

いうものでもない。その点はしかし最後に論じ

たい。

そこで大内『農業問題』初版第４章「土地所

有と地代」の二「小作関係とその本質」をとり

あげよう。戦前日本の小作関係の特徴として大

内はつぎの５点をあげる。第一は，小作料がき

わめて高率であったこと，第二は，小作料が物

納制であったこと，第三は，減免慣行があった

こと，第四は，小作権が脆弱であったこと，第

五に，地主の高利貸的性格が強かったこと，こ

れである
(41)
。そしてこれらの特質が封建的色彩
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( 同，231 ページ。

) 同，231 ページ。



の強いものであったことはたしかであったとい

う
(42)
。だが「資本主義は農村の封建的な関係を

解体し，農民を土地から切りはなしてプロレタ

リア化しなければそもそも成立しえない」
(43)
の

であり，「日本が明治以来資本主義社会として

発展してきたことを容認する以上，農村に封建

制度がそのまま残存しているなどということは

とうていありえないことである」
(44)
という。う

えの諸特質も「日本の資本主義の特殊性から以

外には説明できない」
(45)
ものとするのである。

そして上記の特質のうちいちばん重要なのは

第一の特質であるとして，それを規定するもの

は小作料が差額地代第二形態のものであること

を主張する。日本の小作料が高率であるという

ことは第一に，「量的に収穫の半分におよぶほ

ど大量である」ことであり，第二に，小作料が

「なにゆえ小作農民の労賃部分にまでくいこむ

ほどの高さをもつのか」
(46)
ということであると

いう。そして「第一の点については，日本のよ

うに農産物価格が低い水準におしさげられる条

件のもとでは，農民はできるだけ大量の農産物

を生産し，販売し，単価の低さを販売量の増大

によってカヴァーしようとたえず努力している

こと，しかも日本の条件のもとでは耕地を外延

的に拡大してこの目的をたっすることは不可能

であるから，農民は第二章「農業経営と農家経

済」でみたように，狭小な土地に惜しみなく労

働と肥料その他の生産手段とを投入し，農業を

いよいよ集約化することによって，いいかえれ

ば反当収量を最大限に高めることによって，こ

の目的を達しようとしていること，に注意すれ

ばたりるであろう」
(47)
という。第二の点につい

ては「日本では，地代をふくまざる生産物がす

でにその価格として剰余価値はむろんのこと労

賃部分さえ全部を実現しえていないこと」
(48)
を

あげている。この第二点については「地代が労

賃部分にくいこんだのではなく，はじめから剰

余価値はむろんのこと労賃の一部分までが価格

として実現されず，無償で社会に贈与されてし

まっているためにほかならないのである」
(49)
と

指摘している。かくて地代が高率であるのは

「日本資本主義の与えられた諸条件のもとで生

産をつづけなければならない小農民が競争の結

果つくりだす低価格の作用なのである」
(50)
と結

論する。

このうち第一の特質の根拠が明らかになれ

ば，以下の諸特質の根拠は容易に解明されうる

として，小作料現物納制は価格変動の危険負担

を一部地主が負担する役割を果たすものであ

り，「ほんらい貨幣地代たるべきものがとらざ

るをえなかった便宜的形態」
(51)
にすぎないとす

る。そしてここでも「小作料が現物形態をとっ
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* 同，196∼203 ページ。

+ 同，203 ページ。

, 同，204∼205 ページ。

- 同，205 ページ。

. 同，205 ページ。

/ 同，207 ページ。

0 同，207∼208 ページ。

1 同，207∼208 ページ。

2 同，208 ページ。もともと小農民の剰余労働の形成する価値は，農民相互の競争によって農民の労働報酬とし

て農民の手許には入りえないで，無償で社会全体のものに，そしてそれは結局資本家階級のふところにはいるの

である。そしてついでにいえば，土地所有者の獲得する地代の源泉は直接生産者としての農民のみでなく社会全

体の農民と賃銀労働者の形成する剰余価値の一部分なのである。

3 同，208 ページ。



ているということは，けっして地代法則が……

一定の偏寄をうけながらも貫かれてゆくことを

排除するものではない」
(52)
とし，「小作料はや

はり農産物価格の一定の水準と農民の一定の生

活水準とを前提として，その量的関係が定まる

のである」
(53)
といっていることは注意しておい

ていい点である。というのは，小作料が現物納

制をとるのは「地主のほうからいっても，いわ

ば細く長く農民から小作料をとりたててゆくた

めには，現物形態を維持せざるをえなかったと

考えられる」
(54)
というのであるが，相手が資本

家であれば「細く長く小作料をとりたててゆく」

などという配慮は不要と考えられるからであ

る。というのは現物納制はやはり農民が構造的

過剰人口として存在していることを前提にして

いるのであり，この構造的過剰人口の存在は原

理論の法則のみでは説きえないことであるから

である。

同様に減免慣行は豊凶作の危険負担の一部を

地主が負担するものであり，第四，第五の特徴

も「小作農が経済的に窮乏しており，農業外の

エンプロイメントがかぎられている条件のもと

では，必然的に発生しうる関係である」
(55)
ので

あって，「要するに日本の小作関係にあらわれ

たもろもろの，一見封建的な特徴もそれはやは

り日本資本主義という，いちじるしく後進的な

資本主義のなかにまきこまれた小農民の地位に

由来するもの」
(56)
であると正しい結論を与えて

いる。だが，大内の現状分析においてはまえに

も引用したように「一定に偏寄をうけた形で価

値法則が自己を貫いてゆく」
(57)
という認識が一

貫して前提されている。「一定の偏寄」と「価値

法則の自己貫徹」とは同じ次元で語られうるも

のであろうか。「一定の偏寄」とは費用価格に

きまるということであるが，費用価格という法

則が原理論にありうるのであろうか。しかも小

生産者の費用価格におけるVも Cも「資本」で

あろうか。とくにこのばあいの V とは自己評

価であって，その実質額は一般的賃銀労働者の

Vからの規制はつねにうけているとはいえ，一

定の格差がつねに存在している。その格差の問

題はまさに V 概念の形態差に由来する現状分

析的問題である。原理論における法則には価値

法則のほかに利潤率平均化法則，人口法則があ

るが，少なくともこのころの大内にとっては利

潤率平均化法則は「原則」とされている。さき

の「一定の偏寄をうけた形で……」という文章

のまえには「ただここでは，経営が資本家的原

則，すなわち平均利潤の確保，という原則によっ

て支配されていないために」という文章がおか

れている。「法則」と「原則」とのちがいが必ず

しも定かではないが，原則は法則ではないとし

ているのであろうと思われる。ただし価値法則

は原則ではなくて法則とされている。そして

「労働力の配分を規制するものが価値法則であ

る」
(58)
といっている。その「価値法則」が「一

定の偏寄をうけた形」で「自己を貫いてゆく」

といったのでは，日本の農民が構造的過剰人口

を形成していることが曖昧になってしまうので

はないであろうか。法則の作用は一定の阻害を
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4 同，209 ページ。

5 同，209 ページ。

6 同，210 ページ。

7 同，209 ページ。

8 同，210 ページ。

9 同，219∼211 ページ。

: 同，119 ページ。

; 同，118 ページ。



うけているのである。

さてここで現実の資本主義社会の歴史過程は

商品経済的要因のみによって解明しうるのかど

うかという問題について考えてみよう。農業問

題に関連することでもあるので，大内にたいす

る疑問を提起しておきたい。大内にあっては資

本主義の発生から自由主義段階までは商品経済

的関係のみで展開できるという独特の考えがあ

る。大内には以前からかかる考えがあるが，の

ちの『大内力経済学大系』第四巻においてより

明確になっているものであって，こういうので

ある。「資本主義の発展はすくなくとも自由主

義段階までは，商品経済的関係が全面的に拡大

し，経済過程を一元的に支配してゆくようにな

る道程として現われる」
(59)
といえるかどうかで

ある。つづいてこういっている。「それととも

に経済過程は他のさまざまの上部構造から自立

し，一個の自律的な運動体となる傾向を強める。

資本主義の純化傾向といわれるのがそれである

ことはいうまでもない。その点をおさえるなら

ば，資本主義の歴史的発展はさまざまの異った

諸条件の制約を受けながらも基本的にはひとつ

の帰着点＝純粋資本主義に収斂しようとする運

動になるのがとうぜんであって，多様な偏倚を

示すのはこの基本的運動の現象形態であって，

背後にある法則性はつねにひとつと考えること

ができよう。ただし帝国主義段階の展開はやや

異質である。それはこういう純化傾向からの逸

脱であり資本主義の変質であるだけに，そこで

は多様化と拡散とが一般的傾向になるといって

いい」
(60)
というのがその説明であるが，疑問の

第一は唯物史観をどうとらえるかという問題で

ある。「経済過程は他のさまざまの上部構造か

ら自立し，一個の自律的な運動体となる」とい

う点である。これによると，経済過程はいつで

も自立的であるというが，それは上部構造と下

部構造とが完全に分離されて経済過程＝下部構

造が純粋商品経済過程として自立しうることを

前提にしているのであって，純粋資本主義の自

立性はそれまで経済過程を制約していた封建的

上部構造が破壊されてはじめて実現しうるので

ある。その封建的諸関係の否定は政治的行為で

あって，経済的行為ではない。商品経済的行為

のみで封建制が崩壊するというのは商品経済史

観である。

この点が大内にあっては無視されているので

ある。第二に，大内は帝国主義段階においては

純化傾向からの逸脱があらわれるということを

いっているのであるが，その逸脱の「多様化と

拡散」のなかには上部構造としての政治の下部

構造への積極的な関与があるはずである。また

しても上部構造の下部構造への干渉が重要なは

たらきをすることになるのである。唯物史観は

すでに前にのべたことであるが，純粋資本主義

の世界においてのみ成立するのであって，その

他では文字通りには明確には現れない。それは

なにを意味するか。経済過程と政治過程とが分

離する社会はほんらいは正常な人類社会ではな

いことを一面ではいみしている，あるいは考え

ようによっては政治が優先する社会こそほんら

いの人類社会であることを逆説的にしめしてい

ると考えられるのである。

日本の小地片分散農地所有制にたいして大規

模農業経営の成立のためにはいかなる条件の構

築が必要かを考えなければならない。そのばあ

い商品経済的条件のみでその目的が達せられる

のは工業の一般的発展があるばあいである。す

なわちそういう条件が実現されるならば，賃銀

労働者への雇用が十分に拡大し，ついには農民

のなかから工業賃銀労働者になるものが出現す
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る。それが大量に出現するならば農民が減少

し，農業経営一戸あたりの経営土地面積の拡大

がもちろん借地という形で実現しうることにな

る。もちろん帝国主義段階においては一般に雇

用の拡大は困難になるのであるが，それも相対

的な問題でもあるのであって，まったく不可能

だというわけではないであろう。われわれはこ

の問題を本論文の最後に考察するつもりであ

る。

⑷ 農民層分解論

農民層分解論については敗戦直後からしばし

ばレーニンによってしめされた「二つの道」の

理論の日本への適用をめぐって盛んに議論が行

なわれた。適用しうるとした論者には神山茂

夫，豊田四郎，菅間正朔が，反対派には信夫清

三郎，小池基之らがいた。ともに講座派理論の

支持者であった。しかしこのレーニンの「二つ

の道」論は農業のブルジョア的発展に「アメリ

カ型の道」と「プロシャ型の道」とがあって，

その構造的差を論じたものである。大内はしか

し，「日本の農業においては，いかなる形におい

ても，農業の内部で資本家的経営が発展してい

る，という事実はみいだされないし，またほん

らい日本の資本主義は，農業にそのような形の

発展をゆるさないような構造をもっている」
(61)

として，日本では「二つの道」論は問題になり

えないとした。事実のうえでも理論のうえで

も，大内のいうとおりなのであって，「二つの道」

をめぐる議論のされ方そのものに，権威主義が

ひそんでいたのである。

戦前期の日本の農民層の分解についての大内

の把握の仕方は，つぎのようである。それは

1∼2町経営層に集中するといういわゆる「小農

標準化」傾向として，ひとまず把握される。「日

本の農業経営は，ほぼ二―三町という，家族労

働力で経営できる最高限（＝小農の最高限）ま

でしか発展する力をもたないこと，そして地主

手作経営でこれより大きな経営がかっ（原）て

存在したばあいにも，それはむしろこの層まで

分解し縮少（原）する傾向を示していること，

かくして，……日本の農業経営は北海道をべつ

とすればほぼ二町歩という線に集中する傾向を

示しながら階級変動をとげていること」
(62)
と

いっていて，この二町歩経営に集中する運動を

つぎのように想定している。まず五反程度の零

細層のうち，小作または小自作は兼業化を深め

て，プロレタリア化してゆく，この零細農家の

自作または自小作は小作地を拡大していわゆる

自小作前進を展開し，二町歩経営に上昇し，以

後自作地を拡大してゆく。だがそのあとは横す

べりをして，土地を購入して，これを小作にだ

し，地主化してゆく。そして他の事業をはじめ

たり株式に投資したりして脱農民化してゆく，

というわけである
(63)
。これがいわゆる「小農標

準化傾向」または「中農標準化傾向」といわれ

ているものである。

だが大内の分解論の事実認識はこれで終わら

ない。この「小農標準化」論はこのかぎりでい

えば，両極分解ではなくて，中間層集中化論だ

からであって，これを大内は両極分解論に鋳造

しなおすのである。それはこうしておこなわれ

る。「標準化された小農層は，技術的いみにお

いてこそ小農ではあるとしても，それがすぐ経

済的ないみにおいても小農であるとはかぎらな

い。むしろ……恐慌期においては，このような

第 16 巻 第１号20

> 大内，前掲，『農業問題』，初版，279 ページ。

? 同，280∼281 ページ。ここで「二町歩という線に集中する傾向」と「ほぼ二一三町という家族労働力で経営で

きる最高限までしか発展する力をもたない」とは平仄が必ずしもあわないので，説明を要するように思われる。

@ 同，282∼283 ページによる。



一―二町層でさえ，農業だけでは家族をささえ

えないという状態におかれることになるのであ

る。だから，恐慌がますます深く農業をとらえ，

かつますます長期化するにつれて，かかる一―

二町層でさえ事実上半プロレタリア化せざるを

えない条件がますます大きくなるのである。し

かもこの層はすでに農業労働で手一杯であるか

ら，兼業への依存が高まれば，どうしても経営

を縮少（原）せざるをえなくなる。それゆえ資

本主義の発達とそれにともなう恐慌の深化は，

ついにはこのような一―二町層をも全面的に崩

壊せしめるにいたるのである」
(64)
というのであ

る。

この主張は「小農標準化」は一時的な現象で

あって，ほんらいは両極分解が基本なのだと主

張しているようにみえる。そしてそういう見解

の延長線のうえでつぎのように両極分解論を展

開してゆく。「われわれはこのよういにして，

一見停滞的な日本の農業においても，たえざる

階級分解がすすんでいることをみいだす。そし

てこの過程をつうじて，大多数の農民は，いよ

いよ小生産者としての資格を喪失し，プロレタ

リアに近づいているのである。……このような

彼の地位の変化は，とうぜん彼の意識にも一定

の変化を与えるであろう。そしてプロレタリ

アートは農民のあいだにますます多くの同盟軍

をみだしうるようになるにちがいない」
(65)
とい

う。

だが大内はこの両極分解説を徹底化させな

い。「だがそれにもかかわらず，農民層はけっ

して急激には分解しつくしはしない。なぜなら

日本の資本主義は，農民を土地から離れては生

活しえないような状態にたえずおいているか

ら，農民は死にものぐるいで土地にしがみつか

ざるをえないし，またこの分解を阻止する政策

もたえずおこなわれているからである。そして

そのかぎりで，農民の小ブルジョア的反動的性

格は容易にはなくならず，プロレタリアートは

むしろそこに敵をすらみいださなければならな

いのである」
(66)
といって，つぎのような結論を

くだす。すなわち「かくて，小農民は，その経

済的基礎が二重であり，小ブルジョアであると

ともにプロレタリアであるのにおうじて，その

階級的意識においても雙面
ヤ ヌ

神
ス

である。そしてか

かるものとして，彼等はむしろ資本主義の存続

するかぎり，生きもえず死にもえないままに存

続をつづけるのである」
(67)
といって擱筆するの

である。結局，農民は両極に分解するのか，し

ないのか判然としていない。一方的に落層プロ

レタリア化であって，しかも多くは途中でとど

まって貧農として滞留するというのである。分

解というからには上昇運動もあるはずである。

その点は黙して明確にはしていない。農家の上

昇運動の一つの結果としては地主自作農化をへ

て寄生地主化が存在するが，それは大内も否定

はしていない。問題は実数でも構成比でも増加

し，それゆえに標準化層とみられた一―二町層

が分解していない点が大内にとっては分解論に

うまく包摂せしめえなかったことにあった。こ

の一―二町層という増加している層はそれより

下層の 0.5-1 町層の上下分解の結果生まれた一

種の上層なのか，それとも本来はこの層こそ上

下に分解すべき層なのであるが，いま一時的に

増加しているが恐慌がくれば減少する運命にあ

るとみるべきなのか，ということにかんして，

大内はすでにわれわれが指摘した注（64）を付し
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た引用文にあるように明確に後者の理解をしめ

しているのである。「……それゆえ資本主義の

発達とそれにともなう恐慌の深化は，ついには

このような一―二町層をも全面的に崩壊せしめ

るにいたるのである」と。

中農標準化傾向の中農を小農というべきかど

うかはこのさいあまり意味のある問題ではな

い。要するに家族のみで経営しうる最上層のこ

となのである。農民層分解論では家族経営とし

ての小生産者が上下に分解してブルジョアジー

とプロレタリアに分解することをもって農民層

分解というのであるから，中農或いは小農とよ

ばれる農民層が上下に分解することをもって農

民層分解と認識されるのはある意味で当然のこ

とである。けれども農民層分解の形態も資本主

義の歴史段階によって変化するのであって，小

生産者としての農民経営体が視野を農業生産内

部にかぎれば，家族で可能な最大の農業経営規

模と半プロレタリア的貧農とへの両極分解も農

民層分解なのである。その上への上昇は自作地

主化をへて完全な寄生地主になり，農業生産者

からは姿を消すことになり，下への下向は半プ

ロレタリア貧農をへて賃銀労働者になって，農

業からは姿を消すわけである。したがって上下

に分解する層は戦前においては 0.5∼1 ヘク

タール層という狭い領域になるわけである。農

業ブルジョアジーへの上昇転化が経済的に閉ざ

されている条件のもとでは農業生産内の分解が

かかるリリパット的になるのは当然のことだと

いっていい。これまでの農民層分解論が公式的

に農業生産内部にかぎってのみ問題とされたの

は資本主義が歴史段階的に一定の変化をしてい

ることを軽視したことに由来するのである
(68)
。

しかし，大内は農民層の分解とは農民層が農

業生産内部でブルジョアジーとプロレタリアと

に上下に分解することであるということにこだ

わって，中農標準化は一時的現象とみなそうと

していたことはすでにみた。ところが，後年，

大内は大枠としての「中農標準化」を認めるこ

とになる。この「中農標準化」は 1920 年代以後

の日本の帝国主義段階に特徴的な現象なのであ

るが，大内は 1930 年代の農民層の分解形態に

ついてこういっている。「三〇年以後は日本で

もやはり総農家数が減り，そのなかで分解基軸

が多少とも上昇し，いわばより大型の，しかし

家族経営にほかならない農家層が増大すると

いった条件ができはじめたのではないかという

ことである。こういう傾向は，四〇年ごろから

戦争のために中断され，また戦後は零細化が極

端にすすんだが，一九五〇年以後ふたたび復活

し，さらに発展をした。こう考えるならば，こ

んにちの日本の農民層の分解は，やはりほかの

資本主義国の動向と脈絡が合っていることが明

らかになるのであり，それは日本的ないみでの

『大型小農化傾向』のあらわれとして理解でき

る」
(69)
というようになっている。この「大型小

農化傾向」というのは「小農標準化傾向」の小

農が大型になったもので，生産力の増大にとも

なって旧来の小農の経営規模が大きくなったも

のにすぎない。農民層分解の形態からみた判断

であって，「小農標準化傾向」と質的には同じも

のとみていいであろう。そうすると『農業問題』

初版のわれわれがすでにみた中農標準化を一時

的な現象とみなし，本来はその中農が分解する
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運命にあるといういわば「正統派」的見解を放

棄したのだろうか。その問題とはべつに，この

「大型小農化傾向」という特質をもつ大型小農

が増大していることと両極分解とはどう整合す

るのだろうか。いいかえれば「小農標準化傾向」

と農民層の両極分解説とは矛盾するのか整合し

うるのかという問題である。大内にあっては従

来は矛盾するものと考えられていた。だがそう

考えたとしても，資本主義のさまざまな，いわ

ば端倪すべからざる発展におうじて，これまで

も農民層は両極に分解することもあれば，遅遅

としてすすまないこともあった。いずれにして

もこれは難問をなしたのであって，それゆえに

こそ大内はさきにみたように『農業問題』初版

で「小農標準化」はいわば一時的現象であって，

結局は両極分解せざるをえないという処理をし

ようとしたのである。そうしてまた多くの論者

も「小農標準化」という事実を認めながらも，

それは両極分解なのか，それともその否定なの

かという問題に応えることを避けてきたので

あった。その問題にいまあえて応えるとすれ

ば，こういうことなのではないかと思う。

それを解決する唯一の道は，この大型小農，

あるいは「小農標準化」で標準化層となった小

農とはすでにのべたように，両極分解運動の農

業生産にあらわれた最上層農であったとみるこ

とができるのではないだろうか。いいかえれば

分解層はその一段下の階層，または諸階層で

あって，最下層は賃銀労働者層に接している零

細小作層というわけである。つまり農業生産の

なかをみれば，上には大型小農，あるいは標準

化運動で形成された小農，下には賃労働兼業農

家層への両極分解であったとみることができる

のである。戦前でいえば従来標準化層といわれ

た自小作一∼二町層
(70)
は農業生産に現れた最

上層であり，いわば最高度に商品経済的に対応

しようとしているが，小生産者的性格をぬぐい

きれないでいる。そしてこの階層以上の層は地

主自作を経て農業生産外にでて地主その他に転

化してゆくわけである。こうみれば零細中間層

減少による，しかり矮小化された両極分解とみ

ることができるのである。

２ 論争

⑴ 鈴木鴻一郎「日本農業と『価値法則』」

大内の『農業問題』初版にたいして鈴木は「日

本農業と『価値法則』――日本農業における商

品経済の特殊性について――」
(71)
において，つ

ぎのように批判を展開する。鈴木は大内の見解

を，生産価格の法則が「一定の偏倚をうけ」て

「自己を貫いてゆく」という形において，日本

農業は「価値法則」の「支配」をうけていると

とらえ，つぎのように四つの問題点をあげる。

第一は「日本の農業において生産価格の法則が

『一定の偏倚をうけ』て『自己を貫いてゆく』

とは，具体的にはいかなることであるか」とい

うことであり，第二は大内によれば「日本農業

が『価値法則』の『支配』をうけているという

のは，農産物の価格が『費用価格』でなくて，

すなわち『C＋V ではなくて，むしろ C＋

〇・七三Vという水準』によつて決定されてい

るということだといつてよいであろう。だが日

本農業においてCすなわち不変資本
・・
が，或いは

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 23

G 北海道と沖縄をのぞいて 1∼2 町層は日本の帝国主義段階というべき 1920 年代にも，また国家独占資本主義体

制に入った 30 年代においても，一貫して増加している階層である。ただ 20 年代にはそれとともに 0.5∼1 町層

がわずかに増加傾向を示していた。30 年代にはそれに代わって 2∼3 町層が増加の伴走の役を務めていた。拙著

『日本における農民分解の機構』，33∼42 ページ。

H 鈴木鴻一郎「日本農業と『価値法則』」，前掲，同，『日本農業と農業理論』，1951，御茶の水書房，所収（初出）。



V すなわち自己労賃ではなくて謂わば他人
・・

労賃
・・
が，成立しうる根拠があるであろうか」と

いうことであり，第三は「日本農業においては

農産物全部が価格をもつているといえるであろ

うか」ということであるが，これは自給部分ま

で価格をもつといえるかということである
(72)
。

この３点以上に重要な問題はその小作料論に

あるのであって，「大内教授の小作料論は農産

物価格論の謂わば申し子として，これを基礎に

して展開されている点に特色をもつている。そ

の意味でそれはやはり日本農業に『価値法則』

の『支配』を強調される教授の考え方の一表現

である……／教授はまず小作料論にとつて農産

物価格論がいかに不可欠であるかを強調されて

次のように云われる。曰く，―『このような価

格決定の機構を明らかにしなければ，なにゆえ

小作料がきわめて高率であるかということさえ

明らかにはなしえないであろう』」
(73)
という。

そして結局第一に小作料が収穫の半分にもおよ

ぶほど高いのはなぜか，ということ，第二にそ

れがなにゆえ小作農民の労賃部分にもくいこむ

ほどの高さになるのか，ということが問題にな

るが，それについて大内は，第一の問題につい

ては「『農産物価格が低い水準におしさげられ

る』結果として農民は『農業をいよいよ集約化

する』ことを余儀なくせられ，そのために『第

二形態の差額地代はとうぜん大きな量にたつす

る』ことになるからだというのである。しかし

小作料の高率を説明するために農産物価格論は

果たして不可欠の前提理論であろうか。また小

作料は第二形態の差額地代そのものであり，そ

の意味で資本制地代なのであろうか」
(74)
と鈴木

はいうのである。そしてつぎのような弁明をし

ている。「それは大内教授の所説に対して以下

に述べる幾つかの疑問は，私にとつては或る
・・

程度
・・・

まで
・・
自己批判でもあるということである。

というのは教授の所説は，教授自身の言明によ

れば，もともと私の所説に示唆を得られて展開

されたものだからである。しかし上に述べた教

授の所説は他方においてかつての私の所説以上

に出ているものがあることもこれを否定できな

いであろう。そのかぎりでは以下の疑問も私の

自己批判の範囲をこえるものがあることはいう

までもない」
(75)
といっている。

鈴木が提起した大内にたいする具体的な問題

点をあげると，第一に農民の生産する農産物は

自家消費分をふくめてすべて商品概念でおさえ

られるかという点である。大内のあげている

1936 年の「農家経済調査」によれば調査対象に

なっている農家の農業経営費，家計費それぞれ

平均でその３割は自給部分よりなっている。も

ちろんその「現物」部分は単純に「使用価値」

とはいえないが，「だからといってこれを積極

的に『商品』でありまた『価値』であるという

ことは疑問」である
(76)
，というのが第一点。第

二点は「教授においてはむしろ『現物』部分も

『商品交換』に入る部分も区別がなく，一様に

『商品』としてとらえられている上に，さらに
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I 以上，３点は，大内，前掲書，223∼226 ページ。傍点は原。

J 鈴木，前掲書，226 ページ。

K 同，227 ページ。

L 同，228 ページ。傍点は原。なお大内によれば，日本の小作料が高率なのは日本資本主義が規定した低賃銀体

質にその基礎を有するという認識は「旧稿（『日本資本主義の農業問題』の元になった「過小農制と日本資本主義」

――犬塚）でもはつきり示しておいたように，鈴木鴻一郎教授の論考に示唆をうけたものである。同氏「増産と

農地制度」，『社会政策時報』，二五八号，一九四二年，参照」（大内力『日本農業の論理』，1949，日本評論社，199

ページ）とある。

M 鈴木，前掲，『日本農業と農業理論』，229∼231 ページ。



積極的に資本制商品を規制する生産価格の法則

の『適用』が試みられているのである」
(77)
といっ

て，つぎの大内の文章をあげて，問題だという。

大内はいう「われわれが問題にしなければなら

ないのは，日本のばあいのように，家族労働に

よる小農経営が支配的であるばあいには，……

資本家的経営のもとにおいてみとめられる一般

法則〔生産
・・
価格
・・
の法則〕が，どのような修正を

うけつつ適用されるか，という問題なのである」

と
(78)
。第三点はこの「生産価格の法則」を大内

が「適用」するばあいに，強調すことはもちろ

ん「『どのような修正をうけ』るかという点にあ

るであろうことはこれを推測するに難くない。

けれども，それが『どのような修正をうけつつ』

であるにせよ，ともかくも『適用される』と考

えておられることだけは明らかであるといつて

よいであろう。こゝに吾々にとつて疑問に思わ

れる問題がある」
(79)
という。要するにここで鈴

木がもっとも問題にしたいのは，小生産者とし

ての農民の生産物が商品になるばあいと資本家

的商品との質的ちがいがどこにあるかというこ

とであって，「すなわち彼等（農民――犬塚）は

『自分の生産物を商品として生産しうるところ

の諸条件なしに』農産物を『商品』として生産

しているのである。言葉を換えていえば，彼等

農民にあつては農産物の『商品』性は外部の資

本制商品経済から与えられているのであつて，

農業経営の内部から与えられているのではない

のである。それは他人の労働を資本としてつか

わないということからきているものであり，逆

にいえば自家労力を基礎にしているということ

の結果であるといつてよいであろう。そのため

農産物は『商品』ではあり得ても資本制商品で

はありえないと考えられるのであるが，このあ

たりのことが大内教授においては必ずしも明確

にされているとはいゝ難いように思われる」
(80)
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N 同，232 ページ。

O この引用文は大内『農業問題』，初版，118 ページからのもの。鈴木，前掲書，232 ページ，〔生産価格の法則〕

という挿入句は鈴木のもの。傍点は原。

P 鈴木，前掲書，232 ページ。

Q 同，234∼235 ページ。この引用文中の「自家労力を基礎にしているということの結果であるといつてよいであ

ろう」という部分の末尾には注じるしがついていて，「詳しくは宇野，鈴木，大内，齋藤，『日本における農業と資

本主義』，112∼13 頁をみよ」とある。そこにはこうある。「宇野 商品経済が外部から関係して来る。内部から

商品経済化するということがないと，計算を内面的にしない。自家生産物を外部からにしても計算してかかると

いうことは，これは商品経済と接触する以上どうしても起る現象です。日本の農家経済はだいたい外部から与え

られた商品計算をする。農家以外の外部が商品経済である。又実際農家の経済も封建時代のような自給経済的な

ものとしてやつて行くことが出来なくなつている。その基礎が奪われて来ておるわけです。たとえば家庭工業が

なくなるとか，共有地がなくなるとか，そういう条件がなくなつて来ている。自給経済に適応した条件がないか

ら当然商品経済の中に織り込まれなければならない。それでは根本から商品経済化しているかというとそうでも

ない。これにはマルクスの有名な文句がありますね。農民は，その生産物を商品として生産し得る条件なくして

商人となり産業家となるという，あの関係にあるのだと思うのです。要するに商品経済の計算のしかたは外部か

ら与えられている。その限度もそれで与えられているということがいえると思うのです。/齋藤 つまり商品と

して生産し得る条件なくしてというのが問題になるわけですね。/宇野 そうです。商品として生産し得る条件

なくしてというのは，資本家的商品経済と接触し，その中にあり乍ら，自己の経済の内部からの計算をしないと

いうことだと思う。他人の労力は使わない。他人の労力をつかうにしてもそれは家族的なものとして使おうとす

る傾向があるといえるのではないですか。これは一般的にいうと少しいい過ぎかもしれないが，一般に小農に関

しては他人の労力を使う場合もやはり自家労力化して使うということはいえませんか。それはどうでしよう。い

い過ぎですか。雇用労働を使うとしても他人の労働を資本として無制限に拡大しようという動機は持つていな



というわけである。鈴木にも問題はあるが，鈴

木のいうとおり大内が小生産者と資本家との同

一性を強調しすぎていることはたしかであっ

て，その異質性にも配慮する必要があることも

たしかである。

鈴木が問題にする第二の問題は，CやVの概

念を農民の生産物に「適用」していいかという

問題である。「Vの問題というのは，これをさ

らに立入つていえば，大内教授においては農民

の労賃部分が V すなわち他人労賃と同一視さ

れているのではないか，ということである」
(81)
。

事実，大内はすでに 1949 年出版の『日本農業の

論理』で「まず決定されるのは労賃部分（具体

的には農家の生活費）であり，それがいちじる

しく低いから地代部分（具体的には小作料）が

大きくなる，と理解すべきであつて，小作料が

高いから農家の生活ていどが低い，という考え

方は逆立ちである」
(82)
といっていたことを鈴木

は指摘する。そして「吾々はこゝに『農家の生

活費』すなわち労賃部分が他人労賃の賃銀 V

と全く同一視されていることを見出しうるであ

ろう」
(83)
というのである。そしてさらに「（大

内が）『類推』の方法によつて，農民の労賃部分

はこれをVと『見なし』て差支えないというの

である。そしてそのかぎりでは私としても何ら

の異存もないのである」
(84)
が，「しかし大内教
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い。それはやはり家族労力の補充として雇用労働を使う。そういうことはいえませんか。此の点は農家の資本を

考える場合に相当重大なポイントだと思う。従つて農家が金融を受けるという場合にも，特殊の性質をもつてく

る。たとえば土地に対して低利資金を受ける場合に農家としてはどうでしよう。勿論それは本来の資本ではな

い，しかし矢張資金として受けるのでしようが，いつかその土地が自分の家の資産になるという意味で低利資金

を受けるというような考えがあるのではないでしようか。/大内 そういう傾向は非常に強いでしようね。低利

資金の場合でなくても，少し小金がたまつたという場合にも，純粋な利廻り計算からいえば株や何かを買つた方

が得だとしても，やはり普通土地を買うという傾向がある。今度の農地改革のあとなどですと，小作料が金納に

なつてあれだけ下ると小作農の方がむしろ有利なくらいになつて来る。それでもやはり土地を買おうとする。/

鈴木 それは一つには株を買おうと思つてもそのつてが農村には乏しい。そういうこともあるでしよう。/宇野

それもあるでしようが，それがすでにそういう関係を基礎にしている。農家として立つということの中に置かれ

ると資金自身も資産化して来る。それだからつてもないことになる」（同書，1948，実業之日本社，112∼114 ペー

ジ）。賃銀労働者の労働はもっぱら他人のための労働であるが，小生産者としての農民の労働は必ずしもそうで

はない。他人のための労働のときもあるが。自分のための労働というときもある。小生産者にとっては自己およ

び家族の労働の必要労働部分による生産物はそれによって家族の生活の再生産ができるかぎりのものでいいので

あって，通常はその生産は歴史をこえて可能である。家族労働による剰余労働部分による生産物は通常商品とし

て販売する。それによってえた貨幣は日用品，農具等の購入に使われるほかは，資金として蓄積される。小農制

が維持されているということは一方では農民が容易に賃銀労働者になる機会がないということであり，他方では

農業経営規模を一定規模以上に拡大することは通常きわめて困難であることを意味する。したがって貨幣の蓄積

は農業経営規模の拡大には向かわないで，土地購入に向う。つまり貨幣の蓄積は資本にはならないで資金あるい

は資産となる。それは農業生産そのものの性格というよりも，小生産者としての性格によるのである。そして小

生産者たらざるをえないというのはかれらをとりまいているものが後進的な資本主義だからである。農産物にた

いする国内外の需要が長期にわたって増大するとか，資本主義が順調に発展するとかの条件がなければ，通常小

農制は残存するのであって，貨幣蓄積は資本にはならず，資金になるといっていいであろう。

R 鈴木，前掲『日本農業と農業理論』，235 ページ。

S 大内，前掲『日本農業の論理』，199 ページ，なお大内によれば，この考え方は大内「過小農制度と日本資本主

義」，1946，に発表しているということである〔前掲『日本農業の論理』，199 ページの注（31）による〕。

T 鈴木，前掲書，235 ページ。

U 同，237 ページ。



授はこの『類推』を過大評価せられ，農民の労

賃部分と他人労賃との謂わば質的の相違を顧み

られず，相違はこれをすべて量的なものに還元

しておられるように思われる。教授がしばしば

繰返えし主張しておられる『一般的な労賃水準』

と農民の労賃水準との『誤差の問題』というの

がこれである。だが都会における『一般的な労

賃水準』と農民の労賃水準との相違は単なる『誤

差』にとゞまるものではないであろう」
(85)
と

いって，農民の労賃部分が「自家労力の謂ゆる

完全燃焼と結びついているに反して」，他人労

賃が「利潤の追求と結びついていることを容易

に見出しうるであろうからである」
(86)
という。

このことは C の問題についてもいえる。日

本農業においては不変資本としての C は存在

しないことは大内も認めている。だがそれは一

貫されていないと鈴木はいうのであって，「例

えば『農産物価格は C＋V ではなくてむしろ

C＋〇・七三Vという水準まで低下している』

といわれる場合がそれである」
(87)
。大内にあっ

ては農民の V は 73％しか実現されていない

が，Cは 100％実現されていることが前提とさ

れている
(88)
。「だが小農民についこのような事

実が果たしてみられうるであろうか」
(89)
と鈴木

はいう。実際，小農民は「固定資本」の「減価

償却」ができないからといって倒産することは

原則としてない。資本家的経営には倒産はあり

うるが，小生産者としての農民には原則として

破産はありえても倒産はありえない。その意味

では農民の所有する建物，農業機械のような生

産手段といったものは俗に固定資本とよばれて

も本来鈴木がいうように資本ではないからであ

る
(90)
。

第３の問題は小作料の問題である。「果たし

て小作料の高率は『農産物価格の特殊性』を明

らかにしなければこれを説明することが出来な

いものであろうか」と鈴木はいうのであるが，

鈴木によれば「問題は，小作料が果たして『農

産物価格のなかから支払われるものである』か

否かにかゝつてくるわけであるが，その場合教

授はそもそも小作料をいかなるものとしてとら

えておられるのであろうか。教授はこれについ

て次のように云われる。曰く，小作料は『日本

のような小農的生産支が（原――犬塚）配的に

おこなわれているばあいには差額地代以外のも

のではありえない』と。こゝから教授は，小作

料をもつて『限界生産物の価値によつて決定さ

れる市場価値とより有利な条件のもとにおける

生産物の個別的価値との差額として存在してい

る』といわれるのであるが，もしそうだとすれ

ば，小作料が『農産物価格のなかから支払われ

るものである』ことは何ら疑問の余地がないで

あろう。そこで問題は，結局，小作料が『差額

地代以外のものではありえない』か否かにある

わけであるが，その点は果たしてどのように解

釈すべきであろうか」
(91)
と問題を提起する。そ
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V 同，237 ページ。

W 同，237∼238 ページ。

X 同，239 ページ。

Y 同，同ページ。

Z 同，240 ページ。

[ 鈴木は「生産手段特に土地，建物，農具等を 100％鎖却して」（前掲書，240 ページ）というが，土地は資本では

ないことはいうまでもない。なお，昭和 40 年代後半，愛知県の豊田市内農村部で中型の乗用トラクターが中堅農

家に採用されるようになったころの話であるが，ある農家で聞き取り調査をしたとき，息子を農家の跡継ぎにさ

せるために乗用トラクターを買い入れたという話を聞いたことがある。団地の窓からトラクターを駆使している

ところをみられるのも満更ではない様子だったという。



してつぎの３点が問題であるという。１．「恐

らくは『類推』の方法によつて小作料を『差額

地代』と『見なし』ておられることは疑いがな

い」
(92)
こと，２．「小作料は資本制地代たる差

額地代の性質をもつものとされているように思

われるのである。何故なら，教授においては『小

作料が差額地代であるかぎり，かならずしもそ

れは農業内部の剰余価値だとはいえないし，し

たがつて地主が直接農民を搾取しているとはい

えない』ということが指摘されているからであ

る」
(93)
，３．「小作料をもつて資本制地代たる『差

額地代以外のものではありえない』とするなら

ば，それは『農業内部の剰余価値とはいえない

し，したがつて地主が直接農民を搾取している

とはいえない』であろう。その場合，それはマ

ルクスの謂ゆる『虚偽の社会的価値』であつて，

『消費者としてみた社会』が負担しているもの

だからである。だが小作料は小作農民が現実に

生産した農産物の一部が『現物形態』をもつて

そのまゝ地主に支払われるのではないだろう

か」
(94)
と鈴木はいうのである。つまり鈴木によ

れば差額地代は「価値の実体的基礎たる労働を

欠如するもの」であるのにたいして，現実に小

作農が支払う小作料は「小作農民の労働から支

払われるもの」だというのである。

この鈴木の最後の主張は私としてもうけいれ

ることはできない。たしかに小作料は地主にた

いして現物形態で支払うのであるが，地主・小

作関係をいわば資本主義以前の諸社会における

ような支配者（領主）とその隷属民との特殊個

別的隷属関係とみなしうるのであれば，年貢率

は「虚偽の社会的価値」としての差額地代の発

生を許さない。領主が異なれば，あるいは同一

領主の下でもさまざまな封建的政治，政策に

よって年貢の高さ＝収奪率は異なるからであ

る。年貢率が個別封建領主ごとに異なり，ある

いは同一領地内でもさまざまに異なると考えら

れるのであるから，年貢の高さは端的にいって

土地豊度の差を必ずしも反映しない。土地自然

がもともと具有している土地豊度の差に比例し

て年貢量が決まるということは多少あるにして

も，領内の政治構造は領主ごとにちがうはずで

ある。もともと「虚偽の社会的価値」としての

差額地代は広域の商品経済圏の存在を前提とし

て，その中から価値を収奪するものである，最

劣等地の生産物が基準価格を形成することに

よって需要と供給とが交差する商品経済圏が拡

大することを前提にしている，明治以来工業と

商業の発展にともない，米穀市場は発展し，地

主による現物小作料米の販売圏は拡大していっ

たはずである。小作米の「虚偽の社会的価値」

は結局「消費者としてみた社会」が負担してい

るといっていいが，厳密にいえば工業，商業の

資本家が負担していると見ていいのであり，そ

れは労働力商品化を確保している土地所有にた

いする資本家の譲歩なのである。

こういうわけで日本の戦前の小作料が高率

だったことが地主・小作の封建的関係とされる

ものによるのではなく，大内がいうように日本

資本主義が後進的資本主義として農業を過剰人

口として滞留させざるをえなかった農民によっ

て担当させるにいたったという事情によると思

うのであるが，その間の論理は大内がいうより

はもう少し複雑であったように思われる。すな

わち大内の考えは日本資本主義の後進性による

構造的過剰人口の農村内の滞留――小農による
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\ 鈴木，前掲書，241 ページ。

] 同，242 ページ。

^ 同，243 ページ。文中の引用文は大内『農業問題』，初版，215 ページからのもの。

_ 同，243 ページ。



農業生産競争の激化――農産物価格の低水準

――農民層の貧困化――農民による土地借り入

れ競争の激化――小作料の高率化という論理で

ある。

だが事情はもっと複雑だったというのが鈴木

説である。「小作料が何故高率であるかはむし

ろ私がかつて説明したように農民相互の競争に

よる彼等の労働の集約的投下から，従つて第二

形態の差額地代をもつて『類推』される差額地

代の増大から，これを説明すれば，それでこと

は足りるのではないであろうか。そうだとすれ

ば，小農民の低い農産物価格を招来せしめると

同じ原因が，小作料についてはこれを逆に高か

らしめているのだと考えてよいであろう。すな

わちまず農民相互の競争ということがあつて，

それが一方では小作料の高率を結果するととも

に，他方では農産物価格の低廉を招来している

といつて差支えないように思われるのであ

る」
(95)
というのであって，農民は小作農になる

か，賃銀労働者になるかといった二者択一でき

る情況にはなかったのであって，もっぱら小作

地借り入れ競争を展開するしかなかったのであ

り，そのことがまた農業生産増大に拍車をかけ，

農産物価格を低からしめたという主張なのであ

る
(96)
。だがこの主張には一定の前提条件が必要

であるがそのことについては鈴木は語っていな
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` 鈴木，前掲書，244 ページ。

a このことに関して，例の『日本における農業と資本主義』につぎのような討議がおこなわれている。「大内 つ

まり問題は工業における過剰人口に，あるひ（原――犬塚）は一般に資本主義社会の相対的過剰人口に全部還元

されてしまうことになりますね。/宇野 しかしその場合，日本の過剰人口が農村過剰人口として存在せざるを

得ないところに問題があるわけだ。一遍工場に集まつて来たのが農村に帰つて来るのでなくて，最初から農村の

過剰人口としてある。これは前にいつた様に資本の有機的構成の高度のものがはいつてきた。つまり産業予備軍

という形で工場外の都会にあるのでなくて，最初から産業予備軍が農村にあつて，こつちは高度に資本主義化し

得るという関係ができておるのじやないか。さつき齋藤君のいつた競争ではその水準を決定するものを明らかに

し得ないというのは，資本家的商品生産の条件が与えられて居る場合ならそういえるが，此の場合はそうではな

い。つまり競争が賃銀を引き下げるというのは，小作料を高くするという競争があるから賃銀に当たる部分がそ

こまでも下がり得るのではないか。こういうふうに考えられやしいか。/大内 それはたしかに競争は直接的に

は小作料を高めるという点で働くわけですけれども，その前に農業外に賃銀一般を低めるという力があり，低賃

金が作りだされているから小作料がそんなに高くなるまで競争がおこなわれるのではないでしようか。もちろん

賃銀を低めるのを（も？――犬塚）やはり競争だから競争は小作料にも賃銀にも同じく作用をしているともいえ

ますが。/宇野 同じ作用をしているわけですね。だから賃銀が低いから小作料が高いのだというのはどうも賃

銀が低いからということがどこから出てくるか。その点に問題がある。/大内 それはむしろ農業外の賃銀が高

ければ農業の賃銀も高くなり，農外賃銀が低いから農業の賃銀もまた低いということです。/齋藤 日本の農業

の労働力は賃銀労働者としてではないから明確な形で賃銀を要求するものではないでしよう。/宇野 僕もそう

思う。農家経済の基礎からそうなるわけだ」（206∼208 ページ）。ここでの大内・宇野間の議論はかみあっていな

いようである。ここでの大内の主張は農民の貧しさの原因としての高小作料と低賃銀との二者択一的議論である

が，それは賃銀さえ低くすれば雇用はいつでもあるということを前提にしている。しかも雇用の発生場所が農村

なのか都会なのかによっても事情は異なるし，農外雇用に行くのが農家の戸主なのか次三男なのかによっても異

なる。日本の農村においては戦前には農家の戸主にたいしては低賃銀ならばいつでも雇用があるというわけでは

なかったであろう。もちろん季節的なあるいは臨時的な雇用はあったが，それでは農家たることをやめるわけに

はゆかないであろう。離農問題を大内がやや抽象的に論じていたのにたいして宇野は具体的にとらえていた。議

論の次元が異なっていたのである。工業の賃銀労働者になる労働力は最初は農村からよりも都市から供給された

のではないか。そしてそれは地理的な問題もあるが，工業的技術という点では都市の職人層のほうが賃労働者と

して採用されやすいという事情があったのではないかと思われる。それについては工業の生産手段が最初から輸



い。その条件とは何かということを考えたばあ

い，つぎの二つのことがあげられよう。一つは

過剰人口は資本主義の成立後に発生したという

のではなく，日本資本主義の成立が西欧からの

工業機械，技術の輸入をもっておこなわれたた

めに，多くの労働者の雇用を必要としなかった

し，かつ必要な労働者としては知識水準や技能

水準の高いものが求められたはずであるから当

時の農民にとっては工業労働者になる道は狭い

ものであったと考えられること，これは当時か

なり重要なことで工業労働者は知識と技術の高

いものがなりえたもので，ましてそういう技能

をもっていないものの中途採用は困難であった

とこと，もう一つは当時の農家にあっては他出

できるのは次三男や娘であって，農家の世帯主

ではなかったのであって，彼にとっては農業を

続けるか賃銀労働者になるかという二者択一は

問題にならなかったといっていいであろう
(97)
。
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入品だったということも影響している。

b 前注の議論の続きの問題であるが，こういう議論が展開されている。「大内 自由な競争が行なわれて労働力

の移動が自由であれば，結局都会の賃銀も農家の賃銀部分も同じ水準に決まるのじやないですか，むろん多少の

誤差はありますけれども……/鈴木 宇野先生がいわれるのはこういうようにいえるわけですね。同一価値部分

のうち賃銀がまず第一次的の決定者であるという理論は資本家的社会にのみ通用する理論であつて，それを資本

家的ならざる要素をもつている農村にアダプトさせた場合この理論がそのまま農村に妥当するかどうかとなる

と，そこまでいくのは疑問だと思うというお説ですね。/宇野 ぼくのはまつたくそうです。それはもちろん都

会の労賃と関係があるということはいえるね。しかし農家のいまの所得の中の賃銀部分と想定されている――ほ

んとをいえば賃銀部分かどうかわからないが，類推して賃銀部分にしてあるだけのものだが，それが先ず決定さ

れてさし引かれるというよりは，小作料の方が差引かれて残つたものが所得なんだ。収入の中で経費を先に引い

てみると，これじや食えないというところまで抑えられている。そういうふうな関係だと思う。それでなるべく

収入を多くしようとすれば小作料が少々高くても土地をある程度拡大した方がよろしいというので，やはり小作

料を上げる競争がそこへ出てくるのじやないか，そういうふうに考える。農家の労働賃銀にあたる部分と，それ

から都会の賃銀との比較というのは相当困難な問題です。それは前にいつた自給性と結びつく。自家労働力でや

つている小農の経営と結びついた複雑な問題になつてくると思う。それがたとえば農家へ雇傭されている賃銀労

働者であるとすれば，それは都会の賃銀と比較してすぐ高い方に行けるかもしれない。しかし自分の家をもち，

それから多少とも土地をもちして（原――犬塚）いる者の賃銀の決定というものは，都会との間に自由に流通し

得る面が少いので比較が出来ない。比較をどこにもつてくるかということがちよつといえない。次男とか三男と

かはそういうふうにして出てゆくかもしれない。しかし世帯主，農家の経営者自身になるとそういう比較は相当

困難になる。その点で僕はやはり競争説であるけれども逆に農家のそういう事情が都会の低賃銀にも影響がある

ものと考えている。もちろん山田君と同じようには思わない。その事情が資本主義によるのだから。」（前掲書，

210∼212 ページ）。と宇野はいうのである。ここで宇野が主張したいことは高い小作料を払って小作するか，農

外賃労働者になるかという選択を農民がせまられているということではなくて，農家の当主が経営規模を変えな

いで，より労働稠密な稲作を続行するか，高い小作料を払っても稲作規模を拡大するかという選択を迫られてい

るということなのである。資本家的商品経済と小生産者的商品経済とは質的に異なるものであって，前者が純粋

資本主義という現実に基礎を有しながら現実には存在しない抽象世界を対象にしてのみ自立的社会として解明し

えたのにたいして，後者はそれ自体完成された商品経済ではなく，したがってまた本来は共同体規制という上部

構造と結びついてのみ存在しえたものであった。資本，利潤，賃労働，地代といった諸範疇はそれぞれ固有の形

態と一定の生産力のもとにおいてのみ固有の運動をなしうるのであって，小生産者においてはそれぞれそれに対

応したものがありえながら，それらは原理論の範疇を擬制したものにほかならず，その運動は本来の範疇固有の

運動からは多かれ少なかれ外れた運動とならざるをえない。運動は一定の形態を通した運動だからである。どの

程度はずれた運動になるのかの解明は，段階論や現状分析の課題である。それは原理の諸法則の作用がさまざま



そしてこうした資本主義の成立期の事情は大き

くくくれば昭和恐慌まで多少弱められながらも

つづいたと考えられる。問題になる過剰人口は

不況期にあらわれる相対的過剰人口というより

も資本主義成立期にすでに存在した構造的過剰

人口なのであった。

鈴木による大内批判の主要点は以上にのべた

ことで尽きるといっていいが，最後に鈴木の著

書『日本農業と農業理論』の 247 ページの注（1）

のなかで大内の農民層の分解についての論評が

あって，私にはそれは看過しえないものなので，

のべておきたい。こういっている。「大内教授

においては，農民層の分解がむしろ過大に評価

されている……」といって大内の「小農民はお

そかれ早かれ分解する」という文章を引用した

のち，「もちろん吾々といえども農民層の分解

の事実そのものを否定するものではない。だが

吾々はこの分解に明確な限度のあることを強調

したいのである。教授においてはこの限度はむ

しろ指摘されていないように思われるのであつ

て，そこに吾々は疑問をもつのである。/ ここ

に分解の限度というのは小農民がいろいろの形

で半ば『プロレタリア化』しつつも，半ばは依

然として『農民』たるの性質を残しているとい

う意味である。わが国においてはこのような形

による以外には農民層の分解は困難であるとい

うことである。この分解の困難または限度を強

調することが農民層の分解を論ずる上に極めて

重要ではないかと考えるのである。しかるに小

農経営の商品経済化を事実以上に強調すること

になれば，この点が過少評価されて，『プロレタ

リア化』の方がむしろ一方的に過大評価される

ことになるであろう」
(98)
というが，私もそう思

う。

⑵ 大島清「わが国小作料は差額地代第二形態

か」

大島は最初に大内が「講座派」は価値法則の

理解を誤っているとして，つぎのようにいって

いることをとりあげる。「『講座派』の理論にお

いては，第一に農産物価格論が存在しない。農

産物の売買はすべて急迫販売で片づ（大内文で

は「ず」―犬塚）けられてしまい，価値法則は

そもそも妥当しえないものとされている。だ

が，これは何よりも先ず価値法則についての理

解にあやまりがある。すなわち価値法則を等し

き労働量間の交換関係としてのみ理解しようと

し，それが商品経済社会における社会の総労働

量の配分を規制する原理であること，したがつ

て一定の条件のもとではかえつて等しからざる

労働量の交換をつうじて価値法則が貫かれてゆ

くものであることを見のがしているものだと思

われる」
(99)
ということこれである。不等価交換

がかえってじつは価値法則を実現してゆくばあ
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に阻害されるということであって，それゆえにこそ現実の資本主義は１回かぎりの歴史的展開をなすわけである。

上記の宇野の発言は延長するとそういうことを意味していると思うのである。

c 鈴木，前掲書，247∼248 ページの注のなかの文章である。この点はさきの『農業問題』，51 年，初版についての

論評でものべたことであるが，大内は，結局，終生農民層は分解するであろう，といいつづけたのである。価値法

則の貫徹に固執していたのもその延長線上にあったというべきか。かりに日本農業の将来に正常な形の両極分解

が実現するとしても，資本主義にある種の構造変化が生じなければならない。そのことを明らかにしないで両極

分解がおこるといわれてもにわかには賛同するわけにはゆかない。鈴木がうえでとりあげたその著書の最後に

「分析の立場」なるものを提唱しながら，いっこうにその具体的内容を明らかにしていないのは，方向は大内と

まったく逆であるが，一面で両者は共通するところがあるように思う。

d 大島清「わが国小作料は差額地代第二形態か」，『経済志林』（法政大学経済学会），23-1，1955 年４月，24∼25

ページ。原文は大内力『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版部，18 ページ。



いがあることに大内が注意を喚起していること

を大島は明らかにしている。そして大内が「講

座派」の欠陥として具体的にあげているつぎの

二点をとりあげる。ともに資本家的生産関係で

はなく小農的生産関係においては農産物価格と

地代はどうなるかということに関する問題であ

る。大島は大内がつぎのようにいっているとい

う。農産物価格については「小農的生産関係の

もとにおいては，価値法則は，むろんゆがめら

れた形をとるのであつて，小農の生産物は資本

家的商品のばあいのように生産価格による交換

は行（大内文では「おこ」―犬塚）なわれない

が，それにもかかわらず価値法則はやはり貫か

れている（大内文では「，」挿入―犬塚）と思う。

それはたとえば『資本論』第三巻分割地
パルツエレン・

農民
バウエル

に

かんするマルクスの叙述をみれば明瞭であろ

う」
(100)
というのである。ついで「『講座派』理

論においては，小作料もまた地代法則とは無関

係に，経済外強制によつて説明されている。し

かも地代は，とくに差額地代は，けつして土地

から支払われるのではなく，価格から支払われ

るものであり，したがつて，地代論のまえに価

格論が展開されなければならないにもかかわら

ず，かえつて地代論ないし小作料論が説明の出

発点におかれるという滑稽な首尾転倒が行なわ

れているのである。ここでもわれわれは，地代

の法則は一定のモディフィケー（大内文では

「イ」―犬塚）ションをうけつつ日本の小作料

にも妥当すると考えるのであるが，『講座派』に

はそういう考え方はまつたくないのである」
(101)

と。なおここで語られている小農の生産物にお

いては生産価格による交換は行なわれていない

ということはすぐ前の引用文にあった価値法則

上の不等価交換と同じ意味なのかどうかにはふ

れていないことを確認しておく必要がある。

この大内の見解について大島はつぎのような

疑問を提示している。「大内氏が『一定の条件

のもとでは，かえつて等しからしからざる労働

量の交換を通じて価値法則が貫かれてゆく』と

いうのは，じつは等価交換の法則が，一定の条

件のもとで（資本主義下の小農的生産様式のも

とで）〔原―犬塚〕，モディファイされざるを得

ないこと（工農産物間の不等価交換）〔原―犬

塚〕，しかも工農産物間の不等価交換が行なわ

れながら，農業をふくむすべての産業分野には

労働力配分法則としての価値法則がつらぬかれ

ている，というのであろう。しかし同じく価値

法則の現れである等価交換の法則が修正される

といいながら，労働力配分の法則としての価値

法則が貫徹されるというならば，それがど
・
の
・
程
・

度
・
に
・
（傍点は原―犬塚）貫かれているかを問題

とすべきで，たんに価値法則は農業問題におい
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(100) 大島，前掲論文，25∼26 ページ。原文では前掲，大内『財政学』，18 ページ。なお『資本論』第三巻，「分割

地農民にかんするマルクスの叙述」というのは，「分割地農民が自分の土地を耕作するためには，または耕作する

ための土地を買うためには，正常な資本主義的生産様式の場合のように土地生産物の市場価格が彼のために平均

利潤を上げるだけの高さに上がる必要はないのであり，まして，この平均利潤を越えて地代の形で固定される超

過分を生むほどの高さに上がることなどはなおさら必要ではないのである。つまり，市場価格が彼の生産物の価

値または生産価格まで上がる必要はないのである。……最も不利な条件のもとで労働する農民の剰余労働の一部

分は，社会に無償で贈与されるのであって，生産価格の規制に，または価値形成一般に，加わわらないのである。

つまり，このより低い価格は，生産者たちの貧困の結果であって，けっして彼等の労働の生産性の結果ではない

のである」（マルクス『資本論』第三巻，大月書店版，第５分冊〔以下たんに⑤と略記〕，マルクス・エンゲルス全

集刊行委員会訳，1967，1033 ページ。Karl Marx，Das Kapital，Bd. Ⅲ.〔Karl Marx − Friedrich Engels Werke,

Band 25, 1964〕S. 814∼815.）の部分であろう。

(101) 大島，前掲論文，26 ページ。原本では同 18∼19 ページ。



ても貫徹している，といつただけでは一つの独

断にすぎないではないか」
(102)
と問いつめる。

大島は不等価交換は「資本主義下の小農的生産

様式のもとで」のみおこると主張しているのか

と思うと，そうではないのである。この文章の

直前につぎの文章が置かれていた。「大内氏の

いうとおり，価値法則を『等しき労働量間の交

換関係としてのみ』理解することは明らかに誤

りだ。しかしまた，価値法則とは，等価交換の

法則ではな
・
く
・
，資本制商品生産社会の総労働力

の配分を規制する法則であると理解するなら

ば，これも一面的であり，正しくない。いうま

でもなく商品の価値は労働によつてきまるとい

う価値規定を基礎として，商品はそれにふくま

れた労働量にしたがつて交換される（等価交換

の法則）のであり，同時にその法則が貫徹しよ

うとして作用すればこそ，社会的総労働力の各

生産部門間え（原―犬塚）の配分が，資本主義

特有の仕方で規制されるのである。価値法則は

そのようなものとして，資本制社会の基礎的な

法則として作用しつつ，自らを貫ぬくのであ

る」
(103)
というのがそれである。ここでも価値

法則には不等化交換もあるが，本来，それは「等

価交換の法則」であり，「資本主義下の小農的生

産関係のもとで」は不等化交換が行われる，と

いっている。価値法則において不等価交換が何

故行なわれるのか，その不等価交換と小農制の

もとでのそれとはどう異なるのか，あるいは同

じなのか，については納得のいく説明は大内の

ばあいと同様に，与えられていないのである。

したがってここで純粋資本主義を対象として

はじめて完全な形で展開しうる価値法則が大内

にあっては，すでにみたようにこれを「等しき

労働量間の交換関係としてのみ理解しよう」と

するのは間違いであって，「一定の条件のもと

ではかえつて等しからざる労働量の交換をつう

じて価値法則が貫かれてゆく」のであり，小農

の生産物においてもそれは貫かれているとい

う。大島にあっては「大内氏のいうとおり，価

値法則を『等しき労働量間の交換関係としての

み』理解することは明らかに誤り」であるが，

「商品はそれにふくまれた労働量にしたがつて

交換されるのであり，……価値法則はそのよう

なものとして，資本制社会の基礎的な法則とし

て作用しつつ，自らを貫く」と大内と同じよう

なことをいっている。ただ大内と異なっている

のは一方では不等価交換はありうるといいなが

ら，他方で価値法則を等労働量交換だといって

不整合が目立っている。じつは価値法則はそう

簡単な法則ではない。この大島・大内論争のお

こなわれたときから 12 年後に出版された宇野

弘蔵編『現代経済学演習講座 新訂経済原

論』
(104)
から宇野の考えを聞こう。「〔26〕価値法

則の必然的根拠」の「質問一」「価値法則として

考えられている労働による価値の決定，等価交

換，労働の配分のそれぞれの内的関連はどう

なっているのか」という問いにたいして，宇野

はこうこたえている。「価値法則は，『労働によ

る価値の決定』が根本であって，『等価交換』と

『労働の配分』とはその展開による効果と考え

てよい。もともと，商品交換は異なった使用価

値の等価交換を形態上の原則とするものであっ

て，一社会に全面的に行なわれる商品経済は，

その生産に要する労働によって決定される価値

によってその商品交換を規制せられるととも

に，これによって社会的労働を各種の使用価値

の生産に配分することになる。この点は，しか

し利潤論で明らかにされるように，そういう全
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(102) 同，26∼27 ページ。

(103) 同，26 ページ。

(104) 宇野弘蔵編『現代経済学演習講座 新訂経済原論』，1967，青林書院新社。



面的商品経済はかならず資本家的商品経済とし

て行なわれるために，剰余価値の利潤としての

分配を基準とすることになり，直接的にはみら

れなくなる。価値からズレた生産価格が価値に

かわってその規制者となるのである。しかし，

利潤そのものが資本家と労働者との，価値によ

る交換関係を基礎にする剰余価値の転化したも

のであって，価値法則は，資本による，いわば

回り道をとおして貫徹される。資本は，種々の

使用価値の生産を，その利益にしたがって選択

するという点で，一方では商品の価値法則の展

開にもっとも適した性質を有しながら，他方で

は直接その価値法則をそのままには実現しえな

いという制限を受ける。人間の自主的行動の基

準になるべき経済原則を商品経済の法則として

の客体的な規制とすることから生ずる回り道と

いってよい」
(105)
。

ここで宇野が主張していることの要諦は，資

本主義の価値法則なるものがこれまでのすべて

の人類社会が人間特有の労働によって獲得しえ

たものによって存立しえたという共通の原則を

基礎としているということにある。この「共通

の原則を基礎にしている」ということは共通の

部分と共通ではない部分とがあるということを

いみしている。その点を本格的に考察すること

はとうていできないが，資本主義の特殊性を明

らかにすることはじつは価値法則の歴史的特殊

性を明らかにすることにもなるので少し考えて

みたい。下記の表のⅠは平均的な資本構成，Ⅱ

はその高い資本構成，Ⅲは低い資本構成を代表

している。

Ⅰ 80c＋20v＋20m＝120

Ⅱ 90c＋10v＋10m＝110

Ⅲ 70c＋30v＋30m＝130

Ⅰ，Ⅱ，Ⅲの三部門の資本が社会の全資本を

代表するものとし，その生産物の価値構成と利

潤率とを表のようにする。固定資本の存在，回

転期間の相違，その他はすべて捨象するものと

する。なお平均利潤率は 60÷300＝0.2（20％）

である。なおこれは説明の都合上，前掲『宇野

弘蔵著作集』②の 111 ページからそのままとっ

たものである。

この表によれば各部門の剰余価値率は第Ⅰ部

門では 20m÷（80c＋20v）＝20％であり，同様に

第Ⅱ部門では 10％，第Ⅲ部門では 30％になる

が，資本主義社会では各資本が独立しておのお

の最大の利潤率も求めて競争しているのである

から，その結果，結局総剰余価値 60mを総資本

300 で除した 20％という同率の利潤率になる。

しかしそれは資本が独立して最大の利潤を求め

うるということを前提にしている。したがって

資本主義体制ではない社会においては，社会の

総剰余価値に当たるものを統一的政治的行為に

よって配分することが可能であるはずである。

「労働による価値の決定」を基礎づけている人

間社会の一般的原則に直接的に依拠することが

できるのであれば可能ということになる。「あ

らゆる生産物がその生産に要する労働時間に

よってえられるという労働生産過程の一般的原

則は，商品経済の下にあっては，その交換の基

準としての価値法則としてあらわれる」
(106)
と

いう宇野の言葉の逆説である。

そして資本主義社会においては労働による価

値規定はそのままにはおこなわれない。さきに

例示したように，資本の競争はその資本ごとに

生産される剰余価値をそのまま利潤とすること

を許さない。さきにしめした表では固定資本が

省略されているが，それでも各資本ごとに利潤

率は異なっている。その固定資本の量もさまざ

まに異なっているのであるから個別利潤率はそ
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(105) 宇野，前掲，『宇野弘蔵著作集』，②〔経済原論Ⅱ〕，1973，岩波書店，254∼255 ページ。

(106) 宇野，前掲，『宇野著作集』，②，43 ページ。



の相違度を大きくする。投下資本の大きさにお

うじて剰余価値を利潤として分配することを要

求するし，それが資本の本性でもある。商品の

価格は下にしめしたように費用価格に平均利潤

を加えた生産価格として実現される。

Ⅰ 80c＋20v＋20m＝120

Ⅱ 90c＋10v＋20m＝120

Ⅲ 70c＋30v＋20m＝120

生産価格は各資本にとってその生産した価値

量とは異なる量になっているのであって，個々

の商品はすべて不等価交換されるのである。し

かし商品総量としては総価格=総価値になって

いる。価値は全体として価格を締め上げている

わけである。したがって価値法則とは大内や大

島がいうのとは異なって，同一次元上で等価交

換と不等価交換とが入り混じっているというの

は間違いであって，一方で価値以上のものがあ

れば，他方で同量の価値以下のものがあるとい

う不等価交換を通して全体としては等価交換を

実現しているというべきものである。このこと

の歴史的意義を考えるとき，この不等価交換と

「労働による価値の決定」を本質とする価値法

則との関係をどう考えたらいいかという問題が

生ずる。宇野はこの「〔26〕価値法則の必然的根

拠の第２問の解答のなかで「商品の価値法則も，

あらゆる社会に共通な原則を基礎とするもの」

であるといって，その原則を「絶対的基礎」と

し，それを「必然的根拠」として価値法則があ

るといっている
(107)
。その「絶対的基礎」とはす

でにのべた「あらゆる生産物がその生産に要す

る労働時間によってえられるという労働生産過

程の一般的原則」ということなのであるが，そ

れをもう少しくわしくいうとこうである。資本

主義社会において生産手段と消費資料とが生産

され，「互いに需要するものを供給することに

なる。それはまた全社会の労働力を生産手段と

共に，それぞれの生産物の生産に必要とせられ

る程度に応じて配分することによって，年々の

再生産を継続するという，経済生活の合理的処

理に当然なる，いわばあらゆる社会に共通なる

経済の原則を，商品形態をもって行なうものに

ほかならない，資本家的商品経済は，それを価

格の運動によって調整せられつつ貫徹される価

値法則によって実現するのである」
(108)
という

ことこれである。そしてこの労働こそが生産物

の生産，分配を一般的に規定するというのが人

類社会の一般的原則なのであるが，資本主義社

会においては資本の私的性格によってこの原則

がゆがめられているのであり，それが価値法則

としてあらわれているわけである。まさに「価

値法則は，資本による，いわば回り道をとおし

て貫徹される。資本は，種々の使用価値の生産

を，その利益にしたがって選択するという点で，

一方では商品の価値法則展開にもっとも適した

性質を有しながら，他方では直接その価値法則

をそのままには実現しえないという制限を受け

る」
(109)
のである。ただしここでいう価値法則

とは労働が価値を直接決定するという価値法則

の「根本」のことをいっている。その意味では

資本主義の価値法則はゆがんだ価値法則であ

り，それを宇野は「回り道」といっているので

ある
(110)
。
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(107) 同，255 ページ。

(108) 宇野，前掲，『宇野弘蔵著作集』，②〔経済原論Ⅱ〕，86 ページ。そしてこの価値法則の前提としての「絶対的

基礎」は結果としての「必然的根拠」によってわかるという関係にあるというのである。②，255 ページ。

(109) 宇野，前掲書，②，255 ページ。

(110) 宇野は人類社会存立の根拠をしめすものが価値法則の「絶対的基礎」をなすといい，それが資本によって偏

畸せしめられているものを価値法則の「必然的根拠」といって，その両者の関係をつぎのように説いている。私

もそれに依拠しているのでその全文をかかげておく。「商品の価値法則も，あらゆる社会に共通な原則を基礎と



以上は大内，大島の価値法則の理解にたいす

る欠陥を問題にし，その欠陥は宇野のように価

値法則を正しく位置づけるならば解消されるこ

とが明らかとなった。しかし大内，大島がもと

もと問題にしたのは日本において小農によって

農業が担われているばあいには価値法則がいか

なる作用を展開するかということであった。こ

れまで明らかになったことは平均化の結果，資

本構成の高い産業では剰余価値率が高くなり，

低い産業では低くなるということであって，わ

れわれの問題としてはさしあたりこのことは一

般に農業が資本家的におこなわれているとすれ

ばどうなるかという問題になる。われわれがす

でに別稿
(111)
でみたようにイギリスでは大経営

でも 19 世紀はじめごろまでは農業機械は条播

機ぐらいのものであって，肥料などは農場自家

製であり，常用の農業労働者はわずかであって

臨時雇いがかなり多かった。「農業の機械化が

本格的にすすみ，農民離村の現象がはっきりあ

らわれてくるのは一八三〇年以後のことなので

ある」
(112)
が，農業の機械化がすすんだといって

も，綿工業のようにはすすまなかったであろう

し，農業の資本構成は工業にくらべれば低いも

のと考えていいであろう。もっとも当時の代表

産業は綿工業だから資本の回転率は高くて V

の年間総量も高くなるが，それにおうじて流動

不変資本も高くなるから，やはり農業の資本構

成のほうが低いとみていいであろう。したがっ

て資本主義がもっとも順調に発展した時期に

も，資本家的農業における剰余価値率は工業に

くらべて低いものとみていいであろう。しかし

ここまでは原理論段階の論理である。

この時期のイギリス農業としては農村過剰人

口が残存していた時期であり，農業の資本構成

も大きく高度化された時代ではなかったし，ま

た農業に農繁期，農閑期がある以上は多くの日

雇労働者を雇わざるをえなかった。彼らの賃銀

は低かったから剰余価値の増分はさしあたりは

農業資本家の得るところとなったであろうが，

農産物貿易関係や労働力需給関係いかんによっ

第 16 巻 第１号36

するものであって，『資本の再生産過程』で述べる絶対的基礎というのはその点を明らかにするものである。これ

にたいしてここで説く必然的根拠は，必然的法則として展開される根拠として，労働力を基礎とする資本の生産

過程における資本家と労働者との関係を明らかにするものである。いわば前者を後に展開されるべき前提として

の後者の関係が先取り的に展開されているわけである」（前掲，『宇野弘蔵著作集』②，255 ページ）。そして両者

の関係について，別の場所でこう説いている。「価値法則の必然的展開は，労働力商品化を基礎とする資本の生産

過程ではじめて論証されるものと，われわれは考えている。これにたいして『価値法則の絶対的基礎』は，あらゆ

る社会につうずる経済的要請が，商品経済では価値法則としてあらわれる点を明らかにする。この点は，また，

価値法則の必然的根拠の論証を資本の生産過程においてなす，われわれの方法を誤解して，資本主義にさきだつ

諸社会における商品経済に価値法則を否定するものとする批評にたいしての答えをなすものと思う。商品経済を

支配する価値法則が，その基礎をあらゆる社会に共通な経済的要請におくということは，商品経済が種々なる異

質的社会にも，その間隙に浸透しうる理由を明らかにするとともに，その法則的展開をこれらの諸社会の経済過

程によって影響され，阻害されて，十分にはなしえないことがしばしばあるにもかかわらず，その展開の根拠を

しめすものといってよい。われわれは，それがために労働価値説の論証を，『資本論』のように二商品の交換関係

でなすことをしないのであるが，それはけっして資本主義にさきだつ諸社会における商品経済に価値法則を否定

するわけではない。いいかえれば価値法則は，この『絶対的基礎』によって商品経済に一般的なることを明らか

にされ，『必然的根拠』によって価値の実体を論証されるということになる」（同，346∼347 ページ）。

(111) 拙稿「原理論と歴史過程とはどこが違うか」，『名城論叢』，11-４，2011 年３月，90 ページ，注（66）（67）。

(112) 飯沼二郎「資本制大農経営の成立」（大塚久雄・高橋幸八郎・松田智雄編著『西洋経済史講座』，Ⅳ，1960，岩

波書店），267 ページ。



ては，農業経営が縮小され，ばあいによっては

資本家的農業経営が解体にむかい，農業が小農

によって担われることもありうるし，あるいは

反対に農業日雇労働者が常雇労働者にかわるこ

ともありうるし，大型機械が導入されたり，大

型生産装置が発明されて資本構成が高くなると

いうこともありうるのであって，これはもはや

原理論の問題ではなく，段階論なり，現状分析

なりの問題である。そして日本のばあいには資

本家的農業経営がどうなるかという問題ではな

くて，日本農業を担っているのが小農であり，

彼らは戦前の日本においては困難な状況下にお

かれていて，日本の小作料を高からしめたのは

小作農民のいわゆる V 水準がもともと低かっ

たからなのであって，その低さを規定していた

ものが，構造的過剰人口として存在せざるをえ

なかった低賃銀労働者階級なのであると考えた

のが大内であった。それにたいして，いや日本

の農民の生活水準は労働者の低い賃銀よりもさ

らに低い V 水準なのだから，それはかれら小

農がおかれている境遇が半封建的な地主の支配

下にあったからなのだという講座派に近い考え

をもっていたのが大島だった。だが私には両者

とも現実の資本主義を原理論の資本主義像に近

づけて考えているように思われる。問題の焦点

は両者とも同じ考えを前提にしている点にある

ように思われる。資本主義においては農民の低

い V 水準を規定する要因が農民のいわば接す

るところに存在しているのであって，大内はそ

れを低賃銀労働市場とみ，大島は地主の要求に

小作農民が屈せざるをえない関係があるとして

いる。農民の V 水準と労働者の低賃銀構造と

はむろん関係はあるが，重要なことは後者は少

しづつかわるというのではなく好況，恐慌，不

況という景気循環を描いていわば段階的にかわ

るのであって，農民の V 水準よりも農外賃銀

労働者の賃銀が高くても不況期においては必ず

しも農外雇用が拡大するわけではないために，

農民は脱農して賃銀労働者に転化できるわけで

はない。好況期にはいればその転化は好転する

であろうが，帝国主義段階ともなれば好況期が

短く不況期が長くなるのである。さらに農家の

戸主と次三男，娘とでは農外就業の条件は大き

く異なることはすでにみたところである。次三

男，娘ならば離村して就職しうるであろうが，

農家の戸主のばあい廃農覚悟の問題になるので

完全転職は困難である。彼らの多くは兼業農家

化ということになる。いずれにせよ大島にあっ

ては農家の転職困難の根拠を地主の基本的には

存在しない封建的性格に求めているし，大内に

あっては基本的に農民の離農を労働者の雇用先

変更とおなじようなものとしてとらえられてい

るところが問題なのである。しかし賃銀労働者

がすでに労働力商品であるのにたいして農民の

ばあいには小生産者であって賃銀労働者に転化

するまでにはさまざまな通路としての過程があ

ることを重視しなければならない。しかもその

過程にはたんに封建的関係というよりは土地所

有との関係，農村共同体との関係，さらに年齢

等の関係があって，労働者の転職とは異なる関

係があることが重要なのである。

こういう考えを前提にして大島論文を具体的

に検討しよう。ただ最初にことわっておきたい

ことがあって，大内の主張には客観的に正しい

かそうでないかは別問題として，明快さがあっ

て，理解しやすいが，大島の批判ないしは問題

提起には「理論的に説明したことにはならない」

とか「賛意を表しかねる」とかといった結論だ

けがあって，その根拠が必ずしもしめされてい

ないように思われるのであって，批判なり疑問

なりの趣旨が判然としていないきらいがある。

とりあげるべき大内にたいする問題点の指摘の

第一点は，「農産物の生産価格が成立せず，また

他面資本と労働の移動が種々なる事情により事

実上制限されているわが国のごとき農業におい

ても，『価値法則はやはり貫かれている』といつ
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ただけでは，理論的にも正確だとはいえまい。

あるいは『そこで農業も，それがたとえ資本家

経営によつて担当されてはいないとしても，す

でにそれが資本主義社会の社会的分業の一分岐

となつており，したがつて資本主義社会はこの

部門にも，一定の労働力を配分しなければ存立

しえない条件がつくりだされているならば，や

はり何らかの形で価値法則の支配をうけないわ

けにはゆかないのである』といつても，それで

はまだ真に価値法則がいかなる形で，いかなる

程度に作用し，また貫徹しているかを説明した

ことにはならないであろう」
(113)
というもので

ある。こういう疑問がでてくるのは当然である

が，大島自身の分析なり見解はこの論文で必ず

しも表明されてはいないのである。しかしこの

大島の大内にたいする疑問の提起は理解できる

ものである。大内は価値法則がゆがめられなが

らも貫徹しているという見解にたいしては，私

は本論文でも疑問を提起しておいた。そもそも

価値法則が貫徹しうるのは純粋資本主義におい

てのみなのであって，現実には多かれ少なかれ

その作用は阻害されざるをえない。その意味で

すでにみた「価値法則の展開による効果」（宇野）

としての等価交換や労働配分の法則はともに小

農制農業においては阻害をうけている。生産価

格が形成されないことや農民が特殊に過剰人口

を形成していることがそのあらわれである。そ

の意味でこの大島の疑問は正当である。ただそ

うなる根拠が問題なのであって，大島が半封建

制，ないしはそれに近いものに根拠を求めてい

るところに問題がある。そこではなくて資本主

義自身にそれを許容する性格が別にあるところ

をいかに解するべきかが問題なのである。第二

点は，「小作料の高率性を，あるものは地主小作

間の経済外的強制によつて，あるものは小作人

間の競争によつて説明せんとしたのであるが，

このこと自体は決して『首尾転倒』でもなけれ

ば，方法論的に誤つていたとはいえない。問題

は，従来のごとき地主的土地所有の歴史的性格

の規定や競争論だけでは，日本農業の分析が十

分具体的に果たされないということであり，し

たがって，農産物価格論こそ，従来の農業理論

の欠陥を補うものとして重視されねばならぬと

いうことである」
(114)
という大島の問題提起は

いみを判断しかねるものである。この文章は二

重，三重にも矛盾しているものであって，いみ

をはかりかねる。地主小作間の関係を経済外的

強制によるものとするのは講座派理論にほかな

らないと理解するほかはないが，それとはべつ

に小作料を小作人の競争によって説明するのは

当の論争相手の大内の主張であるが，この相対

立する理論が「方法的に誤っていたとはいえな

い」といい，その直後にそれだけでは「分析が

十分具体的に果たされない」と否定し，農産物

価格論こそが「重視されねばならぬ」という。

しかもここでは自説の農産物価格論が積極的に

は展開されていないのである。このあと大内の

農産物価格論の中心的論点の一つである差額地

代第二形態論について，自説を展開しているの

であるが，それはその第二形態は第一形態を前

提にしていることの確認であって，それは大内

にあっても同様であって，べつに大内の難点を

なすものではないのである。

第三の論点は，日本の現物小作料が農産物価

格のなかから支払われるとする大内説批判であ

る。それは「たとえわが国の現物小作料が，観

念的には貨幣計算されていることが事実として

も，資本制生産様式の基礎上で部分的に残存す

る現物地代についてマルクスの説いたことを，

資本主義下の小農的生産様式の上に普遍的に成
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(113) 大島，前掲論文，28 ページ，括弧内の引用文は大内力『農業問題』，51 年版，181 ページからのもの。

(114) 同，29 ページ。



立する現物小作料にそのまま適用し，わが国の

小作料も農産物の価格の中から支払われてい

る，となすことはどうしても無理である」
(115)
と

いう。これからその根拠が展開されると思うの

が通常と思うのであるが，つぎの文章はこうで

ある。いきなり「以上によつてもわかる通り，

大内氏が日本の現物小作料をもつて，農産物の

価格の中から支払われているとなす根拠は薄弱

であるのみならず，むしろ誤つていることが明

らかとなつたであろう」
(116)
というのである。

これは論証といえるものであろうか，引用文の

中にも「観念的には貨幣計算されていることは

事実としても」とか，他のところでは「もちろ

ん農産物の価格と小作料の高さとの間には，密

接不可分の関係があることは否定できない

が」
(117)
といっているにもかかわらず，小農的生

産様式のもとでは価格評価はありえないと独断

しているのである。だが第１表「小作農の小作

料と手取米」にあるように 1920 年恐慌からの

回復期には小作料現物は低下していて，小作農

家の経済を潤しているが，昭和にはいって景気

が後退しはじめ，とくに 1929 年の恐慌以降不

況の深化とともに米価が激しく下落しはじめる

と小作料現物も低下してくる。その昭和恐慌の

回復過程に入り，準戦時体制から戦時体制の時

期になると米価騰貴とともに小作料現物量も上

昇傾向を示してくる。こうして小作料現物量は

米価が上昇すると増大し，米価が下落すると減

少する傾向をもっているのであり，小作料価格

換算額はその動きを増幅してしめしているので

ある。このことは小作農の生活費，すなわちV

水準が一定の固定性をもっていることを，いい

かえれば小作料はその剰余であることを意味し

ているわけである。

第四の論点は小作料の性格規定の問題である。

大島はこういっている。「農民の必要労働部分

をこえる剰余労働部分の全部または一部が直接

に農民から収納されたものであり，擬制的に考

えうる利潤部分と労賃の一部をふくむものとし

て，いわゆる『名目地代』と見た方が妥当であ

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 39

(115) 大島，前掲論文，31 ページ。

(116) 同，同ページ。

(117) 同，32 ページ。

第１表 小作農の小作料と手取米

米 価
（反当た
り・円）

実収小作
料（反当
たり・石）

農家手取
米（反当
たり・石）

反 収
（石）

（小作農）

1922 36.85 1.14 1.49 2.63

23 31.57 1.13 1.25 2.38

24 37.64 1.09 1.37 2.46

25 41.95 1.08 1.48 2.56

26 38.44 1.07 1.38 2.45

27 35.93 1.02 1.57 2.59

28 31.38 1.03 1.52 2.55

29 29.19 1.03 1.60 2.63

30 27.34 1.03 ― ―

31 18.46 1.02 1.27 2.29

32 20.69 1.01 1.37 2.38

33 21.42 1.02 1.53 2.55

34 24.90 1.04 1.09 2.13

35 29.86 1.02 1.25 2.27

36 30.70 1.03 1.46 2.49

37 31.76 1.04 1.45 2.49

38 33.99 1.05 1.48 2.53

39 35.95 1.06 1.70 2.76

40 43.23 1.07 1.36 2.43

注）１）加用信文監修・農政調査委員会編『改訂 日本

農業基礎統計』，1977，農林統計協会，による。

２）米価は前記書の 546 ページによる。

３）実収小作料は日本勧業銀行調査のもの，普通

田，全国平均値。

４）農家手取米は反収から実収小作料を引いたも

の。

５）反収は 1929 年までは帝国農会の米生産費。

31∼40 年は農林省の米生産費によるもの。



るとの見解も成立するが，そしてこれはわが国

小作料の範疇規定として有力な見解であると思

われる」
(118)
という。この名目地代説について

は大島はもっぱら栗原百壽の説を援用してい

る。その栗原説を注で紹介しているが，それは

こうである。「分割地農民のもとでこの現実的

借地料ないし地価は『肉体的限度まで下ること

がある』（「資本論」日評版一一分冊三七六頁―

原）必要労働部分をのぞいた，全剰余労働部分

を吸するものでありうる。それは名目地代とし

て差額地代や絶対地代と範疇的に別個のもので

あるというのみでなく，絶対地代はいうまでも

なく，差額地代部分すら十分には実現しえない

ような市場価格のもとにおいても，なおかつ高

額借地料として実存しうるのである。……零細

な分割地を確保するために利潤部分も労賃部分

も借地料または地価として提供するという，小

経営的な，生きるための競争によつてつくりだ

される名目地代にほかならないのである。」（栗

原百壽「わが国小作料の地代論的研究」，東北大

学経済学会研究年報『経済学』一九五二年第三

号七一―七二ページ）」
(119)
。この「名目地代」と

いう言葉は『資本論』の「分益農制と農民的分

割地所有」のなかの文章にもとづいている。「分

割地経営が賃借地でおこなわれる場合にも，借

地料は，ほかのどの関係よりもずっと多く利潤

の一部を含んでおり，また労賃からの控除分を

さえ含んでいる。借地料はこのような場合には

ただ名目的に地代であるだけで，労賃や利潤に

たいする独立な範疇としての地代ではないので

ある」
(120)
がそれである。後進国型の資本主義

の形成期にはよくみられるものと考えていいで

あろう。日本のばあい資本主義形成期において

領主制そのものは短期間に解体され，幕末以来

隷属農民身分でありながら，他面では事実上の

貸付地主でもあったものが地租改正によって地

主身分または地主自作農身分になった。他方そ

の地租改正後は自作農民になったもののなかか

ら新たな貸付地主をうみだした。しかし当時は

農外雇用の機会は当然少なかったから新たに没

落して小作農や自小作農になったものがいたで

あろう
(121)
。だがそのばあい「名目地代」のなか

に「利潤部分も労賃部分」も含まれているとい

うのは問題である。むろんマルクスもさきの引

用にあるように同じ意味のことをいっているの

であるが，同様に疑わしいと私は思う。なぜな

らこの時期は労働者階級の形成期であり，した

がってまた産業資本の形成期でもあるのだか

ら，労賃範疇も利潤範疇も形成期である。理論

的には後の資本主義の確立期を前提にして範疇

規定が確立されるのであって，あとに確立する

概念規定をそのままもちだして直接性格を規定

するのは，範疇形成過程の歴史的意義を説くゆ

えんではないであろう。資本主義が確立し労賃

範疇が成立しているのに農民のばあいその労賃

に相当する所得がそれにくらべて低いのはなに

ゆえか，という問題ならば，それは成立する。

マルクスのばあいは資本主義発生期の地代形態
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(118) 同，35 ページ。

(119) 同，36 ページの注（14）。

(120) マルクス，『資本論』，⑤，1038 ページ，Das Kapital. Bd. Ⅲ, S. 818.

(121) 国による統計で最初にわかる自作地，小作地割合は 1903（明治 36）年で自作地が 55.5％で小作地が 44.5％

であり，自小作別農家割合は統計にでてくる最初のものは 1908（明治 41）年の自作農 33.3％，自小作農 39.1％，

小作農 27.6％である。そしてたとえば 1926（昭和１）年の自作地割合は 53.9％，小作地割合は 46.1％だからす

でに明治中期までに農民層の分解は相当すすんでいたのであり，それはまさに後進国的資本主義成立期の特徴を

あらわしている。（以上，前掲，加用信文監修・農政調査委員会編『改訂 日本農業基礎統計』，66，67 ページに

よる）。



を問題にしていたのであって，形態の未完成を

指摘しているにすぎないと考えられる。栗原に

あっては，したがってまた大島にあってもマル

クスとは問題の歴史的性格が異なるのである。

それにしても大島は，すでにみたように栗原

がいうように「『名目地代』と見た方が妥当であ

るとの見解も成立するが，そしてこれはわが国

小作料の範疇規定として有力な見解であると思

われる」というのであるが，さきの大島論文の

注（14）のなかで，「明治年間をつうじて，わが国

小作料が緩慢ながら漸騰していつたのは，旧来

の封建地代がさらに小作人間の競争によつて増

騰したものとして，封建地代を基準にした小農

の生きるための競争によつてつくり出されたと

ころの，分割地所有での名目地代の確立過程に

外ならなかったのである。つまり旧来の封建地

代が，小農的競争のわくのなかにとりこめられ

たものが，形態上からいえば分割地所有での名

目地代であり，実際上は，いわゆる半封建地代

である。」（前掲，栗原論文，93∼94 ページ）と

いう栗原の文章を紹介しているのであるが，そ

れについて何も注釈をつけていない。「封建地

代が，小農的競争のわくのなかにとりこめられ

たもの」とはなにをいおうとしているのか，小

農が競争によって封建地代をつくりだすとでも

いうのであろうか。栗原説も背理だが，それを

そのまま引用して済ませている大島説は背理を

こえている。資本主義の形成期にいきなり資本

主義的地代法則が展開されると考えるのは，資

本主義が歴史形成体たることを見失っているに

すぎない。労賃範疇の成立自体も資本主義の確

立を前提にしているのであって労賃概念自体が

未成熟だったのである。資本主義の形成期に地

代が労賃の一部をも含んでいたという認識自体

が資本主義が歴史的運動体たることを無視して

いることをいみしている。資本主義の労賃形態

自体が形成過程にあるときは資本主義の地代形

態自体も形成過程にある。マルクスの最大の功

績の一つは原理論を基本的に構築したことにあ

るのであって，帝国主義段階の資本主義を知り

うる時代の直前に没したことはわれわれにとっ

ても無念なことであった。マルクスが帝国主義

段階を知りえたならば，それを説くさいに，『資

本論』の有効性と限界性が一層明確になったに

ちがいない。資本主義の形成期に農民の「労賃」

水準が極度に低いというのは「半封建地代」に

よるのではなく，資本主義が歴史形成体たるこ

とによるのである。資本主義的概念の完成形は

一般に自己の形成過程を消し去っているのであ

る。

最後に第五の論点は，日本の小作料は「虚偽

の社会的価値」ではないという大島の主張であ

る。大島には資本家，賃銀労働者，および近代

的土地所有者で構成されている社会のみが資本

主義社会であるという，多くの講座派の論客と

共通する考え方があって，農業が小農民によっ

て担われているような社会には『資本論』の論

理はいかなるいみにおいても通用しないとされ

ているように思われる。「わが国の小農的農業

経営においては平均利潤が成立するなどとは認

められないであろうから，小作料が平均利潤を

起（原）える超過利潤であるなどとはとうてい

考えられないのではないか」
(122)
と大内が主張

していないことをあげて，このような公式主義

的な「批判」をもって，たりると考えているよ

うに思われる。『資本論』の本筋の理論はたし

かに純粋資本主義を対象としたものであるが，

それは小農の存在する資本主義社会を対象とし

ても科学的究明のための有力な導きの糸として

の判断基準になるのである。現実の資本主義が

いかに純粋資本主義から離れているかというこ

との構造，性格のいみを探るには，そもそも純

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 41

(122) 大島，前掲論文，45 ページ。



粋資本主義の構造理論が前提として必要なので

ある。そして純粋資本主義から離れているから

こそ資本主義は歴史形成体になるのである。し

かし大島は結局のところ，大内のたてた問題を

誤解しているように思われる。米を売るのは地

主も売るし小作農も自作農も売る。しかしその

販売価格を規制するのは生産費である。小農民

は利潤獲得を必然的条件にはしていない。資本

家のばあいには利潤がでなければ，資本家たり

えなくなるが，農民にとってはそうではない，

利潤が得られるのであればそれにこしたことは

ないが，得られなくても生産を続行することが

できる。その最低の条件は C＋Vという費用価

格の水準が実現されることである。そのことを

明確にしたのが大内である。ところが農業では

土地に豊度の差がある，豊度の高い土地では低

い土地と同じ費用を投じても収量が多い。つま

り両者では同じ費用をかけながら生産物量は異

なって豊度の高い土地での生産物の生産費はよ

りやすい。しかし販売価格は一物一価であっ

て，小農のばあいには最劣等地で生産された生

産物の価格（C＋V）＝費用価格が最高の価格に

なるが，市場の需要がその最劣等地の生産物を

必要としているかぎりは市場価格はその最劣等

地の生産物の費用価格で決まらざるをえない。

そうすると優等地生産物には市場価格とその当

該生産物の費用価格との差額は，その土地の豊

度がもともと高いことによるものとして地代=

小作料となってその土地所有者に支払われるこ

とになる。ところがこのことに異義ありとして

大島は三つの疑問を提起し批判する。一つは

「わが国の小作料は，……地主と小作農との社

会的関係の中から発生する。しかしそれは貨幣

地代ではなく，現実的には農産物の価格の中か

ら支払われるものではない」というものであり，

第二には日本の小作料は「資本制差額地代の範

疇でないことは明らかである。平均利潤を超え

る利潤超過分，あるいは『虚偽の社会的価値』

が小作料に転化するというからには，これが農

産物を規制する特殊な市場価値法則にしたがつ

て決定される価値の中から生ずること，その価

値の中から小作料が支払われるという事実がな

ければならならぬ」という批判であり，第三は

「小作料が貨幣計算されるということと，それ

が特殊な市場価値法則によつて決定される農産

物の価格の中から支払われるということとは決

して同一のことではない」
(123)
という批判であ

る。

第一の批判から検討しよう。さきの第１表

「小作農の小作料と手取米」によれば，米価は

1920 年代前半には不況の中でも上昇傾向に

あったが，後半には不況下にあって低落し，31

年には恐慌下にあって最低を記録し，以後徐々

に騰貴してゆくが，30 年代後半にはやや大きく

上昇している，それにたいして小作料現物は 30

年代初頭までに小幅に減少して，以後は徐々に

上昇しているが，大観していえば，小作料現物

量はほとんど不変であるといえる。地主にとっ

ては小作料はその換算額が問題なのであって，

それはもののみごとに米価変動の動きにシンク

ロナイズしている結果になっている。そして小

作農の，反収から小作料現物を引いた農家手取

現物量は昭和恐慌期をのぞいては小作料現物よ

り高い水準に推移している。主食自給化が大き

いいみをもっていた小作農にとって貧しいなが

らも最低限の生活をかろうじて保障するもので

あったであろう。もしかりに小作料金納制で

あったならば，商人に買い叩かれて孤立無援の

小作農は行き場のない立場に追い込まれるであ

ろう。小作米を大量に売る地主にあってはそう

いうことはないであろう。もちろん小作農は好

況期にはそうはならないであろう。そういう意
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(123) 以上三つの引用文は同，46 ページ。



味では小作料現物納入制は構造的過剰人口体制

下の制度であったといえよう。逆にいえば地主

にとっては小作料金納制のほうが短期的には有

利だともいえるが，そのばあいは借手の農民が

いなくなるだけである。小作料の物納制は小作

農の競争にとって最低限の生活に必要な米現物

量を知らしめるという歯止めをなすのであっ

て，小農制の破綻をまねかないための方策なの

である。いいかえれば小作料現物納付制がとら

れているというのは原理論の世界のことではな

くて，帝国主義段階の資本主義を前提にしてい

るのである。地主にとっても地主制を維持する

ためには小作料現物納付制のほうがいいのであ

る。第二の「虚偽の社会的価値」の非難は大島

の誤解によるのではないだろうか。それは生産

価格であろうと費用価格であろうとかかわりは

ない。土地自然の豊度が高いことによる利益

は，労働という価値実体を欠くものとして価格

として実現されるのであるが，その価格を保証

する労働の実体を，当の農民のおこなった剰余

労働を含めた社会全体の剰余労働から土地所有

が掠めとったものにすぎない。資本は労働力商

品を確保するために土地所有による剰余価値か

らの掠奪を認めざるをえないのである。第三の

問題はその意図がよくのみこめないが，小作料

現物を売ってえた貨幣はその現物小作料を生産

した農民の労働だけでなく，その社会の全労働

者と全小生産者の労働が生産した価値の一部を

体現しているのであって，社会全体の労働とい

う実体をもっている。小作料は優等地生産物の

価格に入っているのであって，その中から支払

われるのであるが，その価格の実体をなす労働

は社会全体の労働なのである。

⑶ 大内力の反論

大内は『農業問題』（1951 年版）で「農業も，

それがたとえ資本家的経営によって担当されて

はいないとしても，すでにそれが資本主義社会

の社会的分業の一分岐となっており，したがっ

て資本主義社会はこの部門にも，一定の労働力

を配分しなければ存立しえない条件がつくりだ

されているならば，やはり何らかの形で価値法

則の支配をうけないわけにはゆかないのであ

る。ただここでは，経営が資本家的原則，すな

わち平均利潤の確保，という原則によって支配

されていない，ということのために一定の偏寄

をうけた形で価値法則が自己を貫いてゆくにす

ぎない」
(124)
といっている。問題は「価値法則が

自己を貫いてゆくにすぎない」ということのい

みにある。ここで「一定の偏奇をうけた形」で

というのは「経営が資本家的原則，すなわち平

均利潤の確保という原則によって支配されてい

ない」で，経営が小農民によっておこなわれて

いるために，「農産物価格の最下限は，限界生産

物の不変資本＋最低生活費，いいかえれば，が

いして C＋Vという費用価格の水準によって与

えられる」
(125)
ということによるという。農業

が資本家的経営によっておこなわれていれば限

界生産物の生産価格で決定されるのにたいし

て，ここでは費用価格で決定されるということ

になるにすぎない。価値法則の貫徹の形が「一

定の偏畸をうけた」にすぎないという主張であ

る。そしてこの文章についての注（17）のなかで

は，限界生産物としての農産物の価格が費用価

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 43

(124) 大内力『農業問題』，1951 年版，118∼119 ページ。

(125) 同，123 ページ。ここで注意しておくべきことは「農産物価格の最下限は，限界生産物の不変資本＋最低生活

費」といっていることである。この「最低生活費」といういみは端的にいえばVという意味なのであって，この

のち大内は農民のVも最低生活費といっているのであって，後者がことさらに低いといういみではなく，この労

働者と同じ最低生活費Ⅴ水準にあるといういみなのである。



格に決定されることによって，価値法則の一面

をなす「労働力の配分の原理」が貫徹するとし

て，つぎのようにいっている。「価値法則をこ

のように労働力配分の原理としてとらえること

は，むろんただ価値法則の一面をとらえたにす

ぎない。このような法則性は資本主義社会では

直接的に把握することはできないのであり，む

しろわれわれは価値が一定の形態としてあらわ

れる点をとらえ，その展開を追求することに

よって価値の本質にいたる以外には方法はない

のである」
(126)
と。そしてつづけて「価値法則を

たとえば商品交換を規制する法則として理解す

ることもできるのである」
(127)
という。

ここで私が問題にしたいのは，価値法則とい

う法則が「一定の偏奇をうけた形」で貫徹する

というとき，偏奇をうけても法則なのか，とい

うことである。価値法則は資本とか賃銀とか利

潤とか地代とかといった一定の形態をとおして

自己を展開する。形態が歪曲されると法則の展

開は一定の阻害をうけるのである。大内にあっ

ては二つ問題がある。一つは生産価格の法則は

あるが，費用価格の法則なるものはあるのか，

ということであり，もう一つはこのことと関連

するのだが，原理論における費用価格の概念に

おいては C も V も資本の一部なのであって，

C，Vはそれぞれ不変資本，可変資本としてそ

れに見合った資本主義的運動を展開するものと

して存在している。小農の生産する農産物の価

格が費用価格の水準に決まるといっても，その

C 部分も V 部分も資本家的生産関係における

ばあいとは異なって，その本来の性格とは異な

る面があり，運動においてもそうである。そこ

では価値法則の展開もさまざまに阻害をうける

のである。C も V も小生産者としての農民に

あっては資本ではないからである。それゆえ生

産価格の法則が費用価格の「法則」になるとい

うのみでなく，その費用価格を構成する農民経

済における C，Vも原理論におけるものとは異

なる面があることが問題になる。価値法則が何

らかのかたちで作用しているのは事実だが，多

かれ少なかれ阻害されたかたちで展開されるの

であって，貫徹するというのはいいすぎであろ

う。むしろ貫徹がさまざまに阻害されているこ

と，そしてそれがいかなる歴史的意味をもって

いるかということを明らかにすることが現状分

析の課題ではなかろうかと思うのである。資本

主義における農民経済の現状分析や歴史過程の

分析が原理論を基礎としながらも，段階論を前

提にしなくてはならないのもそこに根拠をもっ

ている。もちろん大内は農民経済における C，

Vが資本でないことは知っている。事実，大内

は鈴木，大島にたいする反論で「それはげんみ

つないみでの『資本』ではないことを註記した

のであり，鈴木教授もその点はみとめておられ

る」
(128)
というのであるが，しかしこの同じペー

ジのなかで「CとかVとかというのは，げんみ

つにいえば，たんに『資本制商品に特有な範疇』

なのではなく，むしろ原理論で考えているよう

な純粋の資本制商品に特有な範疇なのである。

しかし，このようにして得られた概念は，現実

の資本主義社会の分析に利用しうるし，また利

用しえなければそもそもいみがない。現実に与

えられた資本や地代は，多かれすくなかれ夾雑

物をふくんでいる。しかしその基本的な性格が

『資本』や『地代』なる概念をもって律しうる

ならば，それを資本，地代として観念する以外
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(126) 同，119 ページ。

(127) 同，同ページ。

(128) 大内力「価値法則と日本農業」，同『地代と土地所有』，1958，東京大学出版会，所収，267 ページ。初出は東

京大学社会科学研究所，『社会科学研究』，6-3，1955，所載。



にはないのである」といっている。この文章は

にわかには理解するのが難しいが，こういうこ

とであろう。C とか V とかの概念は厳密にい

えば純粋資本主義という抽象的世界のなかにお

いてのみ存在するのであって，現実の資本主義

においては多かれ少なかれ「夾雑物」をふくん

でいる。しかしそのような「夾雑物」は捨象し

なければならないのであって，「その基本的な

性格が『資本』や『地代』なる概念をもって律

しうるならば，それを資本，地代として観念す

る以外にはないのである」というのがその論旨

である。しかしこの見解は重大なミスを犯して

いる。直接，資本主義的生産にもとづく「資本」

や「地代」や「賃銀」ならば，まさに形態その

ものが資本主義的概念なのであって，それに附

随するその他のものはまさに「夾雑物」といっ

て捨象していいであろうが，ここで問題になっ

ているのは小生産者の「資本」や「地代」や「賃

銀」なのであって，その存在形態や性格や形成

機構や運動機構などは資本制生産関係のもとで

のものではないのである。資本主義的生産と小

農的生産とは生産として同じだから大差はない

とはまさか思っていないであろうが，その差は

まさに質的差なのである。その差を「夾雑物」

として排除したならば，小農の本質をとらえた

ことにはならない。たしかに小農経済にも資本

と同じ性質のものがないとはいえない。しかし

資本と異なる性質や行動をとることも同時に十

分にあるのであって，資本と同じ面をとってあ

とは捨象していいというわけにはゆかない。む

しろ異なる面こそが農業問題を形成するのであ

る。異なる面はけっして「夾雑物」のみではな

いのであって，小農民にあっては生産物の価格

が低下するとかえって生産が増加する，しかも

持続的に増加するといったおよそ資本家的対応

とは異なる行動をとるのはたんなる「夾雑物」

ではない。むしろこちらの方こそが重要なので

ある。農業問題の本質はむしろその異なる面に

こそ存在する。小農的生産のばあい資本家的生

産と同じように律しうる部分もあり，律しえな

い部分もあるというとき，大内は前者だけを

もって原理論における概念として観念していい

というのである。それは律しえない部分は「夾

雑物」として捨象していいということである。

そうすると律しえない部分がすべてたんなる

「夾雑物」であるとすると，およそ現実の資本

主義はすべて原理論の資本主義と同じものに

なってしまう。けれども「夾雑物」のなかには

「夾雑物」として律しえない部分があるので

あって，そもそも資本主義社会に小農民が構造

的に存在すること自体がたんなる「夾雑物」で

はないのである。小農民の資本主義的運動のみ

をとりあげて，小生産者的性格，運動をとりあ

げないのでは資本主義における農民とその農業

を分析したことにはならない。うえの引用文と

同じページにはまた「いかに限定をうけるにし

ても，ここでもその基本的な性格なり運動なり

が『資本』と共通の面をもつばあいには，われ

われはこれを資本として観念する以外にないで

あろう」という。しかしその共通する面ととも

にそれとは異なる面があり，しかもそれは資本

にたいして中立的なものではなく，資本の運動

に反する運動をするとき，これを無視して，現

状分析になるのだろうか。いうまでもなく小生

産者の性格，運動は資本家のそれとは必ずしも

同じではないのであり，また賃労働者とも必ず

しも同じではないからこそ，農業問題という特

殊歴史的な問題が発生するのである。いずれに

せよ資本家的商品経済と小生産者的商品経済と

は必ずしも同じものとはいえないのである。農

業問題研究に大きな業績を残した大内は小農経

済の反または非資本主義的性格は十分に知って

いるはずなのに，さきにも示唆したがのちにも

みるように小農民は結局は両極に分解してゆく

運命にあると考えているのである。誤解を避け

るためにいうが，農民層は両極に分解しないと
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いっているわけではない，両極に分解すること

もあれば，しないときもあるといっているので

あって，その点が発生・発展期までの資本主義

と異なる帝国主義段階の特徴だと考えているの

である。大内はある意味で旧労農派の系譜をひ

いているのであって，旧講座派の裏返しという

面をもっているといわざるをえない。

以上にのべたことが大内農業問題論とその批

判にたいする大内の反論の最大の問題点であ

る。以下，この「反論」の具体的問題点をあげ

てみたい。鈴木鴻一郎と大島清による大内批判

はすでにみたので，大内がそれをどううけとめ

たかということをもふくめてその反論を検討し

よう。大内がうけた批判の「基本的問題という

のは，一言にしていえば，わたくしが――そし

ておそらくはマルクスもまた――小農のもとで

生産された農産物の価格やそのもとにおける地

代を支配する法則性を解明するにあたって，生

産価格や地代とくに差額地代にかんする法則

が，一定のモディフィケーションをうけつつも

ここにも妥当する，そしてそのいみで日本の農

業もまた価値法則の支配下にあるといっていい

と考えている点にたいする疑問，もしくは非難

である」
(129)
と大内はうけとめている。抽象的

にいえばこれは間違いではない。それゆえ大内

が「わたくしがまさに問題にしているのは，農

産物価格にせよ，小作料にせよ，それはけっし

て無法則的に，恣意的にきまるものではありえ

ない，それは何らかの法則性をもってきまる傾

向をもっている，その法則性を明かにするとい

うことなのである。おそらくは鈴木教授も大島

教授もそのことを否定はされないであろう。だ

が否定されないとすれば，この法則性の把握の

ために，どういう手つづきが必要かをもう一歩

つっこんで考えてみることが要求されるのでは

ないであろうか」
(130)
というとき，誰も反対しえ

ないであろう。だが，つづけてつぎのようにい

うとき，異論をはさまずにはいられない。「わ

たくしに与えられた経済現象を分析するという

ことは，結局与えられた現象のなかに，経済学

の原理論で明らかにされた法則性がどのような

形で貫徹されているか，どこまでゆがみをうけ，

修正をうけながらも貫かれてゆくかということ

を明確にすることだと考えている」
(131)
という

ときの経済学の法則性が「ゆがみをうけ，修正

をうけながらも貫かれてゆくか」という問題設

定はありえないのではないであろうか。原理論

内の法則は原理論の世界においてのみ貫徹する

のであって，現実の資本主義社会には原理論に

は前提されていない非商品経済的ならびに非資

本家的商品経済的諸要因が多かれ少なかれ存在

しているのであって，それらの諸要因によって

原理論の諸法則の作用はさまざまに阻害される

と考えなければならない。その諸要因をここで

詳述することはできないが，そのもっとも重要

なものの一つに生産力の水準がある。それがか

わることによって原理論に瑕疵が生じ，それゆ

えにこそ資本主義社会が歴史的展開をなすので

ある。もちろん大内も原理論の諸法則が特殊歴

史的規定性をもっていることは知っている。だ

がこういっている。「なるほど経済学は資本主

義経済なる特殊歴史的な社会において経済法則

を把握する。そのいみでこの経済法則は，特殊

歴史的な形態規定性を与えられている。しかし

経済法則は一面においてはすべての人間社会に

共通ないわば経
・
済
・
原
・
則
・
とでもよばるべきものを

その基礎にもっているのであり，法則はかかる

原則の特殊歴史的な形態にほかならないのであ
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(129) 大内，前掲書，260∼261 ページ。

(130) 同，271∼272 ページ。

(131) 同，272 ページ。



る」
(132)
という。たしかに原理論の諸法則は「か

かる原則の特殊歴史的な形態」である。しかし

ここでは資本主義の法則の展開に瑕疵が生じて

も人間社会に共通な経済原則はそのまま維持さ

れているというように考えられているように思

われる。だがそのばあいには経済原則にも瑕疵

を生じているものと考えなければならない。に

もかかわらず直ちに資本主義が崩壊するもので

はないのはそれが法則ではなくて人間社会存立

の原則だからである。いわば人間社会に危険信

号が発せられたということなのである。法則の

展開にゆがみがあっては，法則の貫徹とはいえ

ないのであって，阻害されているというべきな

のである。

以下，大内の反論にそって問題点をあげてゆ

こう。第一に，大内は農家の生活費を労賃部分

とみなしているが，鈴木によれば労賃とは本来

他人労働の賃銀 V のことであって，それを自

己労働に当てはめるのはおかしいとする非難に

たいして，大内は労働賃銀を前提にして剰余価

値が決定されるという「マルクスの命題はむろ

ん資本主義社会についての法則性を指摘してい

るものであるが，しかしそれは同時に，いかな

る人間社会でも，まず直接生産者の労働力の再

生産が確保されなければならないという原則が

その基礎にあることは明らかである。……いわ

んや日本の農民の小作料について，同じ原則が

究極においては貫かれていることを，いかにし

て否定できるのであろうか」
(133)
と答えている。

「直接生産者の労働力の再生産の確保」は封建

社会においては政治的に傾斜したかたちで決定

されるが，資本主義においては経済法則によっ

て実現される。だが具体的に考えると，農民の

ばあいはその実現までのいわば距離が賃銀労働

者の転職のばあいとは異なって深く大きいので

ある。それも農家の次三男や娘のばあいにはそ

うでもないが，戸主となると困難である。賃銀

労働者のばあいにはさきにものべたように好

況，不況の波のなかで子弟の就職および本人の

再就職もきまるであろうが，したがってまた農

家の次三男や娘のばあいにはそれに準ずるであ

ろうが，農家の戸主ともなれば通常廃農しなけ

ればならず，そう簡単に農外に就職することは

困難であって，多くのばあい兼業農家化するこ

とになるであろう。こうして日本では戸主に

とっては構造的不況下にあるのと同じことにな

るであろう。帝国主義段階であればこの傾向は

激化することになる。小作料の高さはそういう

いみでかかる具体的な経済的強制によって決定

されるのであって，たんに賃銀労働者の賃銀に

よって直接的に決定されるとはいえないであろ

う。

第二の問題点は，農家の兼業化が第二次世界

大戦前においては一定の制約下にあることに注

意が払われていないことである。大内はこう

いっている。戦前の日本農業においては「明ら

かに商品生産が支配的になっており，商品交換

を通じて農業の再生産が維持されている。また

ここでは農民の労働力は，兼業をつうじて広汎

に農業内外の労働市場につながっており，商品

化しうるものとなっている」
(134)
というが，戦前

においては太平洋戦争に突入するまでは兼業へ

の従事はほぼ一定の割合にかぎられていたので

ある。兼業農家率は統計がとられはじめた明治

39 年以来，じつに昭和 15（1940）年まで 30％内

外に終始していたのである
(135)
。その点は農家
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(132) 同，273 ページ。

(133) 同，274 ページ。

(134) 同，275 ページ。

(135) 明治 39 年が 29.0％，大正９年が 30.3％，昭和５年が 28.0％，同 15 年が 31.4％であり，この時期までは 30％



経済調査の「二種小作農」（7∼8反経営）におけ

る農家所得にたいする兼業所得の割合からも察

しがつく
(136)
。そのことは大戦開始までは農家

の兼業が農閑期にかぎられていたと想定できる

ということである。小規模小作農家は原則とし

て「ひま」があれば農業内外で働くということ

なのである。そういういみでは兼業化はある程

度までは農業所得水準にかかわりなく「ひま」

があれば小生産者として兼業に出るということ

とみていいであろう。それが戦後の高度成長期

以来，農業労働を削ってまでも賃労働兼業にで

るというように兼業の意味が異なってきたとみ

なければならない。大内と鈴木・大島間の論争

においては両者において問題の抽象度が異なる

点が問題である。大内にあっては理論的整合性

におそらく重点をおいているために，その抽象

度が高くなっているのである。しかし現状分析

においてはある程度具体性が高くなることが要

請されるのである。

第三の問題点は価値法則における不等価交換

と小農生産物と工業生産物との不等価交換との

いみの違いが論争の両当事者にあっては不明確

のままに論争になっているのではないかという

問題である。まず大内が問題にしている大島の

主張は大内によると
(137)
こうである。「大内氏

は農工産物間には等価交換の法則は行なわれな

いといったが（それは事実だ），法律上形式上は

ともかく，自由な資本と労働の移動が事実上行

なわれがたいこと，すなわち農産物が生産価格

あるいは価値に近い市場価格で販売されなくと

も，農業生産者は土地をはなれ農業外に流出す

るわけではなく，費用価格 C＋Vさえ与えられ

るならば農業にとどまること，そのために資本

制工業製品は生産価格 C＋V＋P で売られて利

潤が得られるに反し，小農的農産物の価格は生

産者に利潤を与えないことを意味する。一言に

すれば資本主義下の小農的生産様式のもとで

は，農工産物の交換を規律する等価交換の法則

はゆがめられてあらわれざるをえないと同時に

このことは各生産部門への労働力の配分自身を

も或る程度までは規制しえないものとしてある

のである」
(138)
。これにたいする大内の反論はこ

うである。「この大島教授の批判は明らかに誤

解にたっている。というのは，小農的農産物の

価格が C＋Vという水準にきまる傾向をもち，

C＋V＋P にならないのは，……資本と労働の

移動が不自由だからではなく，むしろその移動

は自由であっても，家族労働を中心とする経営

のばあいには，Pの実現を必要としないからな

のである。それはあたかも，生産価格の成立に

さいして，平均以下の資本構成をもつ資本の生

産物は，価値以下の価格をしか実現しえず，事

実上不等化交換になる関係と似ている。それも

資本と労働の移動が自由でないからではなく，

資本の論理として，価値の実現が必要ではない

からなのである。それゆえ不等価交換がおこな

われるから，労働の配分の法則が貫徹しないと

いうのはあやまりであリ，むしろ一定の条件の

もとでは不等価交換によってこそ労働の配分の

原則が貫かれてゆくのである」
(139)
。
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内外で，ほぼ一定であった。だが戦時体制に入ってからは昭和 16 年が 58.5％，17 年が 62.0％と急増している。

前掲『改訂 日本農業基礎統計』，105 ページによる。

(136) 1931 年，28.2％，35 年，23.4％，40 年，24.8％である。

(137) 大内が引用している大島の文章は大島清『農産物価格論の理論的研究』（統計研究会編『農産物価格変動の理

論的統計的研究』，所収）からのものであるが，私がこれまで引用してきた大島論文「わが国小作料は差額地代第

二形態か」はそれをもとにした論文である。そのもとになった論文は閲覧の機会がなかった。大内の引用してい

る文章はその『農産物価格論の理論的研究』からのものである。なお「（それは事実だ）」は大島のものである。

(138) 大内，前掲，「価値法則と日本農業」，同『地代と土地所有』，275∼276 ページ。



ここに二つの問題がある，小農が生産する農

産物の価格が C＋Vの費用価格の水準にきまる

のはなぜかという問題であり，もう一つはその

ばあいの Vが過剰人口的 V水準のものでしか

ないのは何故かという問題であるが，この点は

論争の両当事者にともに問題とされていないと

いう問題でもある。第一の問題からいえば，大

島にあっては日本の農民は「自由な資本と労働

の移動が事実上行なわれがたいこと」
(140)
をど

うやら根拠にして農民が土地からはなれがたく

なっているのであり，農産物価格は費用価格の

水準にとどまり，利潤をえることができなく

なっているという主張のようである。ようであ

る，というのはその真意が不明だからであるが，

「移動」が困難なのはなにゆえか，には何ら答

えていない。何らかのかたちで封建制に支配さ

れているのか，「資本」はともかくとして農民が

ここでは日本資本主義によって構造的過剰人口

としての位置を与えられているからか，あるい

はもっと別の理由があるのか，本来答えるべき

義務があると思うからである。すくなくとも封

建制の存在のためなのかどうかは明確にしなけ

れば，議論はいっさいすすまない。かりに封建

的権力によって支配されているのであれば，「等

価交換の法則はゆがめられる」ことや「各生産

部門への労働力の配分自身」も規制されるとい

うことから農民は解放されることはない。もっ

ともこういうことは資本主義下でもありうるこ

となのであるが，それは封建的権力の問題では

なく，独占資本といった経済力を基礎とするも

のである。封建制下であれば直ちに答はでるだ

けのことである。しかし資本主義下の小農はい

つでも経済力によって進歩を阻まれるとはかぎ

らない。資本主義下では資本主義の歴史過程い

かんによっては小農民は両極に分解し，資本家

的農業をうみだすことも可能であり，帝国主義

段階であれば，小農として堆積する傾向になる。

それは小農のおかれている資本主義の歴史過程

のいかんによるのであって，小農自身の運動の

みによって規定されるわけではない。ここの大

島説は小農はいつでも滞留するという固定的観

念にとらわれている。そしてその根源も講座派

理論にこだわっているからではないであろう

か。

これにたいして大内農産物価格論は小農が生

産する農産物の価格が C＋Vの費用価格の水準

に決まり残余の剰余価値は無償で社会に奉仕さ

れることを明らかにした。したがってその剰余

価値部分は事実上資本一般の剰余価値増分にな

る。農民はその結果 C＋V を確保しえたので

あって，そうであれば剰余労働をしないで，V

部分だけ労働すればいいかというとそうはゆか

ない。農民は農民同士の農産物増産競争によっ

て最大限の労働を自ら行い，その結果やっとV

部分を確保しうるのである。生産価格形成運動

に参加しながら，自らは価値形成分としてはV

部分しか獲得できないのである。だがこの価値

法則の資本家的形態としての生産価格の形成は

全資本が生産した全剰余価値を各資本の固定資

本をふくむ資本量に等しい割合で分配する資本

家的機構なのであって，各資本がかかえる V

部分の水準はすべて等しいものと前提されてい

る。だが小農の生産物の価値にしめる V は一

般的賃銀労働者の V とは必ずしも同じ水準の
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(139) 同，276 ページ。

(140) あとから書かれた『経済志林』掲載の論文では，ここはこう書かれている。「法律上形式上はともかく，自由

な資本と労働の移動が種々な形で制限され，事実上，資本制社会におけるほど行なわれがたいこと」同誌，27 ペー

ジ。ここでは経済的事情によって移動が制限されているのではなく，政治権力的なものによって制限されている

としているように読める。しかしそうであれば重要なことなので挙証する義務があるであろう。



ものではない。とくに日本におけるように資本

主義が一定の段階にまで発展したにもかかわら

ず日本農業を担っている農民の V の水準は一

般的な賃銀労働者の V に比べるとかなり低い

ものであって，そのことこそが農業問題の基軸

をなすのである，この段階の大内にあってはこ

の日本農民の V 水準が低いものであることが

かならずしも明確にされてはいないのであ

る
(141)
。そして日本の農民，ことにその世帯主と

しての農民にとっては，当面農外雇用の拡大が

望めないとすれば，生活水準向上の道は自家農

業への労働多投しかのこされていない。だがそ

れは農民の V 総量の増加とはなっても一労働

日あたりの V 水準が低下してゆくことが問題

なのである。だがこの論理にはいわば後日談が

ある。この V 部分を形成した労働は他人労働

ではなく，自己労働である。それを行使する主

体は労働する本人である。農民の競争は本人が

自己にたいして労働多投を要求させるのであ

る。ここが一定の労働にたいして一定の報酬が

えられる賃労働と異なる点である。この自己労

働多投に形態的歯止めは明確にはない。自ら決

定するほかはないのである。通常は農民同士の

競争によって目一杯労働することになる。賃銀

労働者とは異なる小生産者の特殊性であろう。

それも小生産者が原理論には存在しえないこと

によるのである。それはもはや原理論のみに

よっては解明しえないのであり，段階論をふま

えたうえでの現状分析の問題なのである。概念

自体が原理論のみではおさえられなくなってい

るのであって，原理論的歯止めはききにくく

なっている。そういう問題意識がこの段階の大

内には欠如しているように思われるのである。

こうした農民の多様な V の高さの解明は現状

分析の問題であって，法則性との間には大きな

距離があるとみなければならない。

第四の問題は法則とその具体的展開との間に

ある誤差といわれる問題である。鈴木が大内に

なげかけた問題である。それにたいして大内は

こう応えている。「このばあい，もし農民の労

働力がまったく自由に農業外の賃労働に転化し

うる条件がそなわっていれば，いいかえればそ

の意味で農工間の労働力に完全競争がおこなわ

れていれば，農民の労働所得と賃銀のいっぱん

的水準とは完全に一致するはずである。しかし

じっさいには，農民は土地その他の生産手段を

もっているし，伝統的に父母の業をつづけてゆ

くというような心理をあるていどまで働くであ

ろうから，農業から農業外への労働力の移動は

あるていど障害をうけるであろう。もちろんそ

れは，ほんらいの賃銀労働者についてもあるて

いどまではいえることであり，労働力の一資本

から他の資本への移動は，そうかんたんにはお

こなわれない性質をほんらいもっている。それ

ゆえにまた労働賃銀や労働条件には，そうとう

大きな凹凸ができるのである。しかし，農工間

の移動は，あるいはそれ以上に大きな障害を

もっているかもしれない。しかしそれにもかか

わらず，労働力の移動がおこなわれるかぎりで

はこの両者を均等せしめようとする力はたえず

作用しているのであり，かつ資本主義の発達に

よって農民層がますます深く商品経済のなかに

まきこまれ，それとともに農民層の分解がすす

み，農民の一部がいよいよ深くプロレタリア化

してゆく傾向がみられるのだから，そしてその

いみで右の力はますます強大になってゆくのだ
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(141) 大内の 0.73V 論はすでにみたように年間の農業所得が年間の生活費の 73％しか支えていないことをしめし

ているだけであって，残りの 27％は兼業所得で賄われていることはすでにみた。それでは一労働日あたりの V

水準が賃銀労働者のそれとくらべて高いものであるかどうかはわからないのである。そしてそれが戦前期のばあ

いすでにみたようにいちじるしく低いものであることが問題なのである。



から，法則的にはわれわれは右の均等化を考え

ることができる。しかも現実にはこの均等化が

実現していないとすれば，それは完全競争がそ

れだけゆがめられているためであり，そのいみ

で誤差と考えていい」
(142)
という。しかし農民

の移動といっても，すでにたびたび指摘したよ

うに，次三男の移動と戸主の移動とは同様には

あつかいえないのであり，後者のばあい日本の

雇用慣行では中途採用ということになり，いわ

ば一家をあげての移転というかたちでの移動に

なるので，かなりの困難を伴うことは想像にか

たくないであろう。また戦後においては工場の

地方分散によって兼業化というかたちで農家戸

主の賃労働者化が容易になったが，同時に兼業

農家がふえたにすぎないということになり，そ

れでは本来の農業問題が解消することにはなら

ないことが重要なのである。土地使用の集中に

よる大規模農業経営体が成立しえないからであ

り，農民層の両極分解がすすみえないからであ

る。なお上の引用文にある「農民層の分解がす

すみ」というところに（註）があり，そこでこ

ういっている。「ついでに一言いっておけば，

鈴木教授はわたくしが農民層の分解を過大評価

し，その『プロレタリア化』を強調しすぎると，

指摘されている（鈴木，前掲『日本農業と農業

理論』，247∼248 ページ。――犬塚）。教授のい

みされるところは，日本のばあいには，『小農民

がいろいろの形で半ば『プロレタリア化』しつ

つも，半ばは依然として『農民』たるの性質を

残している』そして『わが国においてはこのよ

うな形による以外には農民層の分解は困難であ

る。』このような『分解の困難または限度を強調

すること』がきわめて重要であるにもかかわら

ずわたくしがその点を過小評価しているという

にある。しかし右のような限度があり，そのい

みで農民層の分解がゆがめられた形をとらざる

をえないこと，その原因はほかならぬ後進国と

しての日本資本主義の特殊な構造にあること

は，むしろわたくしがたえず指摘してきたこと

である。それゆえこの点を看過しているように

誣いられることは，私は拒否したい。だが，こ

のように分解がいかにゆがめられていようと

も，農民の労働力がますます大量に商品化され

てきていることは否定しえない事実なのであ

リ，そのいみで農民層の分解がすすんでいるこ

とも明白な事実であろう。日本の農家の七〇％

近くは労働力を売る農家なのである。そしてか

かる形をつうじて，農民は自分の労働力を商品

として計算せざるをえなくなり，またそれが農

工間の労働力移動を必然にするてこ
・・
にもなるの

である。その点が不明確にされると，かえって

農業を孤立的にあつかうあやまりにおちいるで

あろう」
(143)
といっている。だがこの大内の反

論は筋違いではなかろうか。本来の農民層の分

解は資本家的農業経営の成立であって，この点

は大内にあっても同様であろう。だがその成立

のためには土地利用の集中化が可能でなければ

ならない。そのためには農民のプロレタリア化

が完全離農独立賃労働者化という形で実現され

なければならないのであって，それが賃労働兼

業自作農家化という形で広汎におこなわれるか

ぎりでは，土地利用の集中化は不可能であって，

相変わらず農民層の分解はゆがめられた形にな

るのである。大内は農民層の分解がゆがめられ

た形でおこなわれるのは「後進国としての日本

資本主義の特殊な構造」によるといっているが，

農民のプロレタリア化が賃労働兼業農家という

形で展開されるのもその同じ「特殊な構造」に

よるのであり，鈴木はそのことを主張している

のである。大内が農民労働力の商品化がすすん
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(142) 大内，前掲，『地代と土地所有』，287 ページ。

(143) 同，287∼288 ページ。



でいるといっても，兼業化というかたちでは本

来の両極分解は展開されえないのである。なお

また小農においては「農産物が資本制商品であ

り，農民の労働が賃労働であり，農民の用いる

生産手段が資本であるといった理解」を大内が

前提にしているわけではないのはたしかである

が，その「質的差異を知ったうえで，われわれ

が農産物の価格水準を決定する法則性を問題に

するさいには，この質的差異がどのような量的

差異となってあらわれるかを問題にしているの

である」
(144)
というとき，「量的差異」が「質的差

異」をあらわしていることを認めている。この

考えをこれまで問題にしなかった，生産手段の

うちの「固定資本」に適用するとどうなるか。

それは農家にとっては償却を要するものとして

はかならずしもとらえられているのではなく，

つまり資本としてではなく，資産としてつかえ

るかぎりはつかうという位置づけになっている

のではないだろうか
(145)
。費用計算して有利に

なるということよりも，過酷な労働の緩和のた

めとか，あるいは戦後においては若者を自家農

業につなぎとめるためとかの理由で導入してい

る面もあるのではないだろうか。

最後に小作料の性格規定にかんする問題であ

る。二つあって一つは小作料が虚偽の社会的価

値かどうかという問題であり，もう一つは小作

料が小作農の V に食いこんでいるかどうかと

いう問題である。最初の問題についていえば，

大内が小作料はいわゆる「虚偽の社会的価値」

であると規定したことにたいして鈴木や大島が

「現物形態」をもって直接地主に支払われるの

であるからそれは差額地代といえないし，小作

料が農産物価格のなかから支払われるともいえ

ないという批判にたいして，大内は「地代は資

本制地代の場合でも，外観上は農業資本家の利

潤のなかから直接徴収されるように見えるであ

ろう。しかしだからといって地代が農業資本家

の剰余価値によって負担されるということには

すぐはなりえない。私が問題にしているのは，

現象の背後に，一見それと矛盾するようにみえ

ながら作用している法則性なのである」
(146)
と

一蹴している。問題は地代になる生産増分が土

地の豊度が高いことによるものかどうかにある

のであって，現物かどうかには関係ないのであ

る。したがってそれは「虚偽の社会的価値」で

ある。ここまでは大内のいうとおりである。こ

こからあとが問題なのである。

小作料が高くなるから農民の労賃部分が低く

なるという大島の主張に反対して，大内はここ

でこれまでのべていなかった新たな観点に立っ

て反論を展開する。大島は二つの点で誤解して

いるとしてこういう。二番目の点は「虚偽の社

会的価値」の問題であるが，すでに解決ずみで

ある。問題は第一の点である。「第一に，教授

は小作料が競争『その他の事情』によって高く

なるがゆえに，農民は農産物価格から労賃部分
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(144) 同，290 ページ。

(145) 宇野弘蔵はこういっている。「資本主義の発展に伴う商品経済の確立は，一方ではかくの如く我が国農家に

未だ資本家的発展の社会的条件を与えているとは言えないが，しかし他方では農家に或る程度の生産手段の購入

を強制し，その生産物の販売との間の交互作用を通じて商品経済への参加をますます深めることになる。それと

同時に農家にとっては，この資産の増加が，資本家的企業における資本の増殖による経営の拡大と同様の意義を

有することにもなるのであった。……先ず第一に土地所有からの解放を求めることになるのであるが，それは資

本家的企業によって求められる方向と異って土地自身を自作地として所有することに向う。土地は農家資産の最

も重要なる要素をなすのである」（『宇野弘蔵著作集』，別巻，1974，岩波書店，481∼482 ページ。「未定稿Ⅱ，農

業の構成」）。この別巻の「解説」者・斎藤晴造によればこの文章の書かれた時期は 1946 年と考えられる，という。

(146) 同，292 ページ。



を全部実現しえなくなり，それゆえに兼業に依

存せざるをえなくなると考えられている。しか

しこの論理は逆であろう。なぜなら農民が兼業

所得によって生活費の一部をカヴァーしうると

いう条件が与えられるからこそ，小作料をそこ

まで高めるほどに競争が継続されうるのであ

り，もしそういう条件がなければ，小作料は農

民の労賃部分という限界以上には高まりえない

はずである」
(147)
といって，さらにこういう。

「ただ V が農業内部で全部実現されることを

要求しえなくなることによって小作料が V 部

分にくいこむ形をとりうることになると考える

べきであろう」
(148)
と。ここで問題なのは，「農

民が兼業所得によって生活費の一部をカヴァー

しうるという条件が与えられるからこそ，小作

料をそこまで高めるほどに競争が継続されう

る」ことが必ず「Vが農業内部で全部実現され

ることを要求しえなくなることによって小作料

がV部分にくいこむ形をとりうることになる」

のであろうかということである。そうなりうる

ためには一定の条件が前提される。それは農外

兼業労働の一労働日当たり所得が自家農業労働

一日当たり所得より大きいという条件である。

イクオールまたは小であれば，最低限，小作料

はもっぱら自家農業所得から支払われざるをえ

ないということになる。それを確かめるために

は結局一労働日あたりの兼業労働所得と一労働

日当たりの自家農業労働所得とをくらべるしか

ないのである。労賃水準は年生活費の何％にな

るかといっても，そのかぎりではその年生活費

そのものの決め手がないのである。V の高さ

は日給とか週給とか月給とかといった単位労働

時間当たりの所得で表す以外にない。0.73V

論の難点はそこに労働時間がはいっていないこ

とにある。一労働日当たりの農業労働所得と同

じく兼業労働所得とを 1935 年の「一種農家」（経

営面積 14∼16 反）の小作農についてみると，第

２表「小作農の農業所得と兼業所得」のように

なる。労働 10 時間当たり所得は農業所得で１

円３銭，兼業所得で１円 14 銭となる。そして

農業所得と兼業所得とは前者がその合計の約

80％であリ，後者が約 20％である。労働時間に

おいても大体その程度である。農家経済調査に

よると兼業所得の農家所得にたいする割合は

1920 年代にはおよそ 30％であり昭和恐慌以後

はこのようにいくらか低くなるが，準戦時体制

以後，とくに太平洋戦争期から 30％から 40％

に増大する。農外兼業所得の割合がこうした変

化をとげたことは農外兼業が農閑期兼業からし

だいに増大し自家農業労働と代替関係のあるも

のに変化していったことを意味している。しか

しここで注目すべきことは 10 時間当たり所得

が農業と兼業とで意外と差がないということで

ある。差があるとすれば，それは労働力商品の

実体があるものとその擬制化との差であろう。
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(147) 同，298 ページ。

(148) 同，同ページ。

第２表 小作農の農業所得と兼業所得

1935 年，円・時

農業所得 兼業所得 計

所 得
573

（78.9）
153

（21.1）
726

（100）

労働時間
5541

（80.5）
1340

（19.5）
6881
（100）

10 時間
当たり所得

1.03 1.14 1.06

注１）稲葉泰三編『覆刻版 農家経済調査報告』，1953，

農業総合研究会による。

２）一種農家，経営面積，14.4 反，うち小作地，13.3

反。

３）農業所得には小作料 287 円はのぞかれている。

４）家計費は 693 円で経済余剰は 33 円である。

５）農業の労働時間は能力換算値である。



後者は農民自身の自己判断で労働投下ができる

ので労働報酬という V がいくらか低くなるに

すぎないといっていいであろう。小作料は自家

農業内部から支払われているとみていいであろ

う。大島や大内がいうように，「小作料が V部

分にくいこむ形をとりうることになる」とは考

えられないのである。やはり小作料は農民の一

日当たり V によって規定されているといって

いいのではないかと思うのである。

３ 構造分析（二）――『農業問題』改訂

版ほか

⑴ 改訂版と初版とのちがい

大内力の『農業問題』初版にたいする改訂版

の最大の特徴は資本主義にとって難問をなす農

業問題が資本主義の帝国主義段階への推転とと

もにはじまったという視角の登場である。ただ

しそれはその根拠を資本主義の後進性と帝国主

義段階への推転という二点においているもので

あって，のちにみるように問題の処理の方法に

不明確さをのこすものになっている。しかしそ

の視角はいずれにせよ第一章「序説」の「二

日本農業の社会的環境」に新たにつけくわえら

れた資本主義の重商主義段階，自由主義段階，

帝国主義段階という発展段階論と，その各段階

の農業の状態を先進国イギリスと後進国ドイツ

について概説を与えていることからはじめられ

ている。その視角は初版本には明確にはみられ

なかったものである。このうち前者の資本主義

の発展段階論は宇野弘蔵の創見によるものであ

ることはいうまでもないが，大内もそのことを

明記している
(149)
。ただ興味深いのは大内がこ

のいわゆる段階論を概説しているところでつぎ

のようにいっていることである。「帝国主義段

階はむろん資本主義の最高の発展段階にちがい

ないが，しかしそれは自由主義段階のたんなる

延長のうえに成立するものではない。いいかえ

れば，資本主義がみずからを純粋化しつつ発達

する自由主義段階の歴史的傾向の延長のうえ

に，ますます純粋化が徹底されるという形で帝

国主義段階がつながるわけではなく，むしろこ

こでは資本主義はますます純粋な状態から離れ

てゆき，その最後においては，歴史的な過渡期

につながってゆくという展開をしめすのであ

る。自由競争が排除されて独占が形成され，国

家権力が経済から排除されるのではなく逆にま

すます深くそのなかにとり込まれてゆくという

この段階の特色を考えただけでもそのことはお

よそ明らかであろう。そこでこのような帝国主

義段階への発展が，資本主義にとってはその逆

転的発展をいみするものだとするならば，その

ような発展が，資本主義がもっとも純粋に発達

したところからではなく，かえってその発達が

はじめからゆがめられており，はやくから帝国

主義段階への推転を必然にするような条件をみ

ずからのうちに孕んでいたところからはじまる

のは，むしろとうぜんのことであろう」
(150)
とい

う。大内はここでは後進国なら後進国の，先進

国なら先進国の，それぞれの自由主義段階から

帝国主義主義段階への推転過程を基礎としてそ

れぞれの帝国主義段階を規定しようとしている

が，宇野にあっては段階論としての帝国主義段

階の規定を基礎としてその歴史的推転過程を規

定する方法になっているのである。宇野は段階

論の規定そのものと段階から段階への歴史的過

程の解明とは次元の異なる問題としているので

ある。その分析結果は異なることになるので
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(149) 大内力『農業問題』，1961，11 ページ，註（９）。そこであげられている宇野の著書は『経済政策論』，経済学

全集，第９巻，1954，である。

(150) 大内，前掲書，40 ページ。



あって，その点はすぐのちに問題にしたい。

それはともかく大内が農業問題を帝国主義段

階の問題としてとらえようとしていることはた

しかである。しかしそのもっと奥に農業生産な

るものが資本主義的生産にむかないものであ

り，逆にいえば資本主義は農業を苦手産業視し

ているという認識がある。「イギリスが一九世

紀なかごろにはほぼそれ（農業の資本主義化

――犬塚）を達成しえたのは，むしろ世界の唯

一の先進国としてのその地位に由来するもの

だったのであり，後進国たるドイツには，もは

やそういう力はなかったのである。しかもイギ

リスでさえ，資本主義が帝国主義段階にたっす

ると，むしろそうした力を失ってゆく。それは

もともと農業生産なるものが，資本家的生産と

してこれを処理することがいちじるしく困難な

ものであり，特殊に恵まれた条件がととのわな

いと資本主義化しえないものだということに由

来するのであるが，他方，大部分の国の資本主

義はそれを達成できなかったし，また帝国主義

段階になると一般にそれをなしえなくなるとい

うところに，資本主義のひとつの歴史的限界が

みられるといってもいいであろう」
(151)
と大内

はいう。もちろんここに書かれていることは事

実である。だがここでは農業が資本主義的生産

には不向きであるということにすぎない。帝国

主義段階になるとどうなるかが問題である。こ

の段階になると，農民層の賃労働者化がすすま

ず，農民層は構造的過剰人口として堆積するか

ら，農業の資本主義化はますます不可能になる

というのが大内説である。こういっている。農

業問題とは「抽象的にいえば，資本主義自体が

農業の内部につくりだし，しかも資本主義に

よって解決しえない社会的矛盾ということにな

ろうが，われわれはそれをより具体的には，こ

の社会における農民の存在の点でとらえなけれ

ばならない。そうすれば，農民の零細な経営と

経済とに資本主義の矛盾が集中的にあらわれる

ということはまず自明のこととなる。なぜな

ら，中間層たる小農民の経営は，もともと資本

主義経済の要求する大量的商品生産には適合し

えないものであり，そのいみでそれはたえず分

解されようとしている。そしてその過程で多く

の農民の経済的窮迫と没落とが必然化されるわ

けだからである。もっとも，こうした農民の没

落自体は，まだ資本主義自体の解決しえない矛

盾ではない。もし農業に資本主義的発展が保証

されているならば，農民はやがて消滅し，ただ

労働者としてのかれらの存在が，あらためて社

会的矛盾を荷うものになるにすぎないであろ

う。しかしこういう保証がとくに帝国主義段階

においてはありえなくなり，農民の農民として

の存在が資本主義のなかでは解決しえないもの

になったとき，かれらの窮乏と没落は，労働問

題とはべつに，ひとつの社会問題となり，農業

問題となるのである。われわれは，かかる歴史

的背景において，農業問題の本質をとらえなけ

ればならないであろう」
(152)
という。この文章

は晦渋である。真意は資本主義の自由主義段階

までは農民は没落しても，それは資本主義の解

決しえない問題ではない，その没落は農民層の

ブルジョアジーとプロレタリアとへの両極分解

を意味するからである，だが帝国主義段階にな

ると農民層はこの両極に分解しがたくなり，農

民のまま「窮乏と没落」の状態にとどまること

になるからである，ということにあるといって

いいであろう。しかし全体としてどこか韜晦し

ているところがあると思われる。ここでは帝国

主義段階になると農民は「窮乏と没落」に瀕し

ながらも農民にとどまらざるをえないというい
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(151) 同，52∼53 ページ。

(152) 同，53 ページ。



みのことをいっていると解釈するほかはない

が，『農業問題』初版においても，またこの改訂

版においても最終部では「われわれはこのよう

にして，一見停滞的な日本の農業においても，

たえざる階級分解がすすんでいることをみいだ

す。そしてこの過程をつうじて，大多数の農民

は，いよいよ小生産者としての資格を喪失し，

プロレタリアに近づいているのである」
(153)
と

いっているのである。ここでは農民層の分解は

すすむといっている。あとからつけくわえられ

た改訂版の序説部分とは異なる主張が展開され

ているのである。いずれにしても明快さを欠い

ていることは事実であろう。揚げ足をとるわけ

ではないが，「窮乏」と「没落」とは意味が異な

る。前者は農民のままだが，後者は農民のプロ

レタリア化であって，質的に異なる事象であろ

う。

問題は帝国主義段階をいかなるものとしてお

さえるかという問題でもある。それは自由主義

段階までの資本主義が原理論の世界に接近する

ことをいみするのにたいして，現実の資本主義

が帝国主義段階においては原理論の世界から離

れるということをいみするのであって，離れる

ということはさまざまな方向に離れることをい

みする。その離れ方は，発展期までの資本主義

がさまざまに離れた位置から出発して原理論の

世界に帰一する方向への運動を展開するのと

ちょうど反対に，原理論の世界に多かれ少なか

れ近い姿からさまざまな方向にはなれてゆく段

階といっていいであろう。もちろんその帝国主

義段階の資本主義はいわば首もとは資本主義に

押さえられているが，原理論には登場しない部

面，ことに外的関係，外的交易関係，外的政治

関係を利用することによって展開される資本主

義の段階であると考えられるのである。した

がって農民層の分解が抑制されることが一般的

現象となるが，外的関係の利用いかんによって

は促進されることもありうると考えられる。資

本主義の発生期が外的関係の利用によって実現

されたように，資本主義の爛熟期もまた外的関

係の利用によって展開されるのである。資本主

義の発展期は外的関係の内的関係への転化に

よって実現されたといえるのではないかと考え

られるのである。資本家的商品経済はもともと

外的関係の内的関係への転化によって成りたっ

ているからである。したがって外的関係の内部

化そのものは資本主義たるかぎりつねに作用し

ているとしなければならないであろう。そこに

また段階論自体と段階から段階への推転過程と

が次元を異にするものであることがあらわれて

いる。

改訂版についてもうひとつ問題にしたい。そ

れは日本の帝国主義段階において朝鮮・台湾の

「外地」からの移入米に関税がかけられていな

い根拠はどこにあるかという問題である。大内

は第四章の「農産物価格の実現の過程（二）」で，

戦前の米価政策の展開をつぎのようにまとめて

いる。「日本の米価政策は，明治初年のものを

のぞけば，一九〇四年の『非常特別法』によっ

て設定され，〇五年七月から実施された米穀関

税からはじまる。もっともこの関税は，はじめ

は日露戦争の戦費調達のための財政関税たる性

格が強く，それが農業保護関税の性格をはっき

りもってくるのは，むしろ一九一〇年の『関税

定率法』以後であるといえよう。いずれにせよ，

ほぼ一九〇〇年ごろまで米の輸出国であった日

本は，上述のようにこのころから輸入国になっ

た。しかも工業製品を輸出し，食糧を輸入する

ようになった日本には，一九世紀のイギリスと

同じように，それはますます相対的に安く輸入

されるようになったし，また日本への米の輸出

国であった南方諸国や日本の植民地朝鮮・台湾
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(153) 大内力『農業問題』，初版，285 ページ。改訂版，339 ページ。



では農民の生活水準が日本よりずっと低かった

ことがそれに拍車をかけたのであった」
(154)
。タ

イ，ビルマなどの南方諸国の米は日本の米より

安価だったので，日本は輸入関税を必要とした。

「この保護関税は，その後国内の米価が騰貴し

たときには撤廃され，それが低落したときには

復活されているが，一九二七年以後は恒常的な

ものになり，三〇年からはじゅうらいの一〇〇

斤につき一円が二円にひきあげられた。さらに

二八年からは輸入制限がおこなわれ，三一年に

は輸出入が許可制にされることによって，保護

政策はいっそう強められつつこんどの戦争まで

つづいたわけである」
(155)
。

しかしここからが私が問題にしたいところで

ある。南方諸国からの輸入米にたいしては関税

政策や輸入制限を適用しえても，植民地朝鮮・

台湾からの移入米には適用しえなかった事情が

あったと考えられるのである。問題はその根拠

である。大内にあってはその根拠を初版と同様

に，ここでも，「これらの植民地でも，日本によ

る開発がすすむとともに良質の米が大量に生産

されるようになり，そのうえ商品経済の滲透に

ともなって農民の窮迫販売が増加したので，大

正の末ごろから『内地』への移出量は急激に増

加し，ついに昭和恐慌のころには『内地』市場

米の三分の一近くを占めるほどになったのであ

るが，そしてまたそれが上述のように『内地』

米より低い価格をもっていたので，そうでなく

とも慢性的不況のもとで米価の低落がいちじる

しくなるのに悩んでいた『内地』農民に重大な

脅威を与えることになったのであるが，しかし

そうかといって，『外地』米を『内地』市場から

閉めだせば，植民地農民が窮乏し，植民政策上

重大な問題にならざるをえなかったからであ

る」
(156)
というのみである。根拠の内容が語ら

れていないのである。植民地農民が窮乏したか

ら，というのは理由にならないであろう。それ

では，そもそも植民地たらしめたこと自体が問

題になるからである。このばあい一九三〇年代

からみられるようになったドイツの「広域経済

圏」＝いわゆるブロック経済圏とおなじ構想が

日本の軍部に，そしてまた日本の支配的資本集

団に芽生えていたこと自体が問題になるのでは

ないかと思われる。朝鮮・台湾の両総督府を牛

耳っていたのは陸，海の軍部である。安価な植

民地米を無関税で日本に移出させ，それでえた

資金をもって，一方では農業をさらに発展させ

つつ，他方では日本の工業製品を移入せしめる

資金とするという構想である。それで日本の工

業が発展すれば日本の失業者が減少し，さらに
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(154) 大内力『農業問題』，改訂版，186 ページ。この引用文のなかで日本は明治中期ごろまで米の輸出国であった

ことがのべられているが，これは重要なことであって，いずれの後進資本主義国もその発生期においては農産物

を輸出し，工業製品を輸入したのであって，それは農産物の輸出でえた資金で工業製品を輸入しえたからである。

ドイツも資本主義の成立期においてはイギリスに穀物を輸出してえた資金で綿製品や機械を輸入しえたのであ

る。「すなわち，相対的に高い生産力のもとで生産されたイギリスの繊維品がドイツにも輸入され，ドイツからは

農産物が輸出されるようになり，このような貿易関係をつうじて商品経済が進展するにつれ，自然経済的に農業

と結合されていたドイツの工業は，徐々に分離することとなったのである」（戸原四郎『ドイツ金融資本の成立過

程』，1960，東京大学出版会。21 ページ）。ただイギリスは最先進国であったために，羊毛という畜産物とともに，

毛織物という工業製品を輸出しえたのである。それでえたものは金銀財宝という富そのものであった。日本はド

イツと同様に農産物を輸出したのであるが，ただ小麦ではなく，米であった。ドイツがイギリスと同じ西欧圏内

に所在したのにたいして，日本は「辺境」に所在したという特殊性をかかえていたわけである。日本における資

本主義成立の苛烈さのひとつの原因でもある。

(155) 同，改訂版，187 ページ。

(156) 同，同ページ。



雇用が増大すれば農民も減少し，貧農の救済に

も役立つ。植民地を農業国とし自国を工業国と

して発展させる道である。それが昭和恐慌に発

する長期の不況下にあった当時の日本工業の発

展への道であると考えたわけである。その延長

線上に日本を盟主とする東アジア広域経済圏構

想がある。それはナチス・ドイツの広域経済圏

構想に呼応するものであって，それはイギリス

帝国ブロックに対抗するものであった。そうい

う世界情勢の下で，日本の工業製品の植民地へ

の移出増進を進展させるための安価な植民地米

の移入増加は日本の農家に打撃を与えることに

なる。そのため日本政府は日本の農民保護政策

を展開するのであるが，それはたんなる農民救

済政策ではなく，植民地政策に対応するもの

だったのである。いわば日本の金融資本の利益

にもとづく政策が日本の農民層に犠牲を強いる

ことにたいする農業保護政策だったにすぎな

い。こうして農業問題はたんに帝国主義国内部

の問題を超えて，世界農業問題になったのであ

る。農業問題は昭和恐慌以後，帝国主義の国内

に跼蹐していては解けない問題になっていたの

ではないであろうか。

⑵ マルクスの擬制化論

資本主義社会における小生産者としての農民

の経済的行動を原理論の諸規定を基準にして分

析するという擬制化の手法はマルクス以来多く

おこなわれている。それは現状分析の方法の一

環として大内もおこなっている。だが問題は擬

制化論と原理論との関係をどう位置づけるかと

いう点にあるのであって，それは擬制化論が現

状分析においていかなる位置を占めるのかとい

う問題に帰着するのである。その根拠は行論の

内にしめされるであろう。まずマルクス自身が

『資本論』のなかでおこなっている擬制化を検

討したい。『資本論』第３巻第１章「費用価格と

利潤」のなかでつぎのようにいっている。「資

本主義的生産に支配されている社会状態のなか

では，資本家でない生産者も資本家的観念に支

配されている。およそ現実の事情の深い把握に

よってきわだっているバルザックは，彼の最後

の小説『農民』のなかで，小農民が，高利貸の

好意をつなぐためにいろいろな労働を無償で提

供していながら，自分の労働が自分にとって少

しも現金投下を必要とはしないという理由か

ら，自分は高利貸になにも与えてはいないのだ

と思っているということを，適切に描き出して

いる。こうして高利貸のほうは一石で二鳥を落

とすということになる。彼は労賃の現金投下を

免れる。そして，自分の畑で労働しないために

ますます零落してゆく農民をますます深く高利

蜘蛛の網に巻きこんでゆくのである」
(157)
。この

部分はバルザックの『農民』ではこうなってい

る。「白人奴隷（借金している農民――犬塚）の

お陰でリグー（田舎高利貸――犬塚）は懐手の

まま，薪束や乾草や麦を刈って束ねて取り込ま

せるのだった。利子の支払いを延期してもらう

ことを考えれば，百姓にとって手仕事はなんで

もない。さればリグーは数箇月の延滞に僅かで

はあるが利子を要求する一方，債務者に無理や

りに手仕事を強いて彼らを搾取した。百姓は自

分の懐が痛まないところから何物も与えるわけ

ではないと考え，その骨折り仕事に唯々諾々と

従うのだった。こうして時々，額面以上のもの

をリグーに支払った」
(158)
とある。これは農民

が借金返済の遅延を許してくれたお礼に高利貸

のために仕事をかってでたことが，高利貸に

とっては遅延料を支払わせたことに擬制化した

ことをいみするのであるが，農民のほうは純粋
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(157) マルクス『資本論』，大月書店版，④，48 ページ。Das Kapital, Bd. Ⅲ., S. 49.

(158) バルザック，水野亮訳『農民』，下巻，1950，岩波文庫，119 ページ。旧かなを新かなに直した。



にお礼の表現として理解していること，そして

さらに高利貸のためにタダ働きを遅延料以上に

支払ったことをいみするものとしてマルクスは

とりあげているわけである。一方が遅延料を労

働としてうけとったのにたいして，他方は労働

はタダと認識していて高利貸に感謝している姿

を描きだしたものである。訳者の「解説」によ

れば，この小説の一部は 1844 年に新聞に発表

され，単行本としてまとめられたのは 1855 年

ということであるから，時代背景は資本主義の

初期としていいであろう。タダ働きと農民が認

識したのも，資本主義の初期だからであって，

のちにはとうぜん労働も賃労働に擬制化される

ことになる。擬制化にも歴史的発展があるわけ

である。

マルクスが二番目にあげている擬制化はよく

引用されるものであるが，『資本論』第三巻第

50 章「競争の外観」のなかのつぎの文章である。

「資本主義的生産様式の基礎の上では，新たに

つけ加えられた労働を表わす価値を労賃，利潤，

地代という収入形態に分解させることがまった

く自明なことになるので，この方法が（われわ

れが地代のところでその例をあげたような過去

の歴史時代のことは言わないとして）もともと

これらの収入形態の存在条件がないところでも

適用されるのである。すなわち，いっさいが類

推によってこれらの収入形態のもとに包摂され

るのである。/ もし一人の独立な労働者――こ

れを一人の小農民としよう，というのは，その

場合には三つの収入形態のすべてを適用するこ

とができるから――が自分自身のために労働し

て自分自身の生産物を売るとすれば，彼は，第

一に，自分自身を労働者として使用する自分自

身の雇主（資本家）とみなされ，次には，自分

自身を自分の借地農業者として使用する自分自

身の土地所有者とみなされる。彼は，賃銀労働

者としての自分には労賃を支払い，資本家とし

ての自分のためには利潤を要求し，土地所有者

としての自分には地代を支払う」
(159)
。このよう

な農民経営が存在しうるのは資本主義の発生期

においてであって，以前より農民の数が減少し

て，その分賃銀労働者が増大していることを存

立条件にしているのである。いいかえれば一方

では食料農産物にたいする有効需要が増大し，

他方では農民が減少して一農業経営当たり経営

面積が拡大しているわけである。借地または自

営農民経営から資本家的農業経営への転化期で

ある。そういう条件のもとでこうした擬制化が

可能なのである。

それは実際の歴史過程としては封建制農業か

ら資本制農業への転化過程としてあらわれる。

それはこの擬制化が語られている章に先行する

第 47 章「資本主義的地代の生成」でより具体的

に語られている。「現物地代の貨幣地代への転

化は，さらに，無産の，貨幣で雇われる日雇労

働者階級の形成を必然的に伴うだけではなく，

これによって先行されさえもする。……彼等の

あいだでは，いくらかの財産をかき集めて自分

自身を将来の資本家に転化させる可能性がだん

だん発展して行く。こうして，古くからの自分

で労働する土地占有者たち自身のあいだに資本

家的借地農業者の培養場ができるのであるが，

その発展は農村の外の資本主義的生産の一般的

発展を条件としているのであって，一六世紀の

イギリスで当時の貨幣の累進的な減価が伝来の

長期借地契約のもとで土地所有者を犠牲にして

借地農業者の富をふやしたように，この培養場

が特別に有力な事情に助けられる場合には，そ

れはとくに急速に発達するのである」
(160)
。

最後に分割地農民経営のばあいの擬制化の問

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 59

(159) マルクス『資本論』，大月書店版，⑤，1118∼1119 ページ。Das Kapital, Bd. Ⅲ., S. 882. なお大内も同様の箇所

を引用している。『農業問題』，改訂版，148 ページ。



題である。マルクスは「資本主義的地代の生成」

のなかで「分割地農民にとって搾取の制限とし

て現われるものは，一方では，彼が小さな資本

家であるかぎりでは資本の平均利潤ではなく，

他方では，彼が土地所有者であるかぎりでは地

代の必要ではない。小さな資本家としての彼に

とって絶対的制限として現われるものは，本来

の費用を差し引いてから彼が自分自身に支払う

労賃にほかならない。生産物の価格が彼にこの

労賃を保証するかぎり，彼は自分の土地を耕す

であろう。そして，しばしば，労賃が肉体的最

低限に達するまで，彼はそうするであろう」
(161)

という。ここでマルクスは分割地農民が土地所

有者であるかぎりでは地代の必要はないといっ

ているが，所有土地が優等地であるかぎり，ま

たある一定の追加投資が限界投資であるかぎり

は差額地代は当然はいってくるのであって，そ

れがはいってこなければ限界地生産は不可能と

なり，総供給量が需要量を充たせなくなって，

価格は上昇せざるをえなくなる。したがって彼

には原則として土地所有者であるかぎりは差額

地代と労賃部分は手にすることができるのであ

る。土地所有者でなくともいったんは差額地代

部分は手にしたうえで土地所有者に支払うこと

になるのである。ただしこの労賃部分は日本の

ばあいにすでに考察したように，実際の農外労

働者の賃銀より低くなるのが通常である。この

分割地農民の労賃部分が農業外の一般の労賃水

準より低いというかぎりでは，後進資本主義国

の，ことに帝国主義段階にはいった時代の農民

の農業所得水準をしめすものといっていいであ

ろう。農民経営における C 部分の考察はしな

かったが，日本のばあいに述べたように，本来

の「資本」たる機能はなく，たんに労働軽減化

その他のための「資産」としての意味が強いと

いっていいであろう。以上考察したことは自営

農民のばあいVや R（地代）やC，さらに P（利

潤）への擬制化は資本主義の発展段階によって

異なり，さらにその概念そのものも欠陥をもっ

たりもたなかったりするという歴史性をもって

いると考えられる。

⑶ 大内力の擬制化論

大内による日本の農産物価格形成論の核心部

分はつぎのように展開されている。「小農的経

営が支配的におこなわれている条件のもとでは

……資本家とちがって，生産価格が実現される

ような必然性は存在しない」
(162)
。資本家的経営

のばあいには生産価格の水準にきまるが，「小

農的生産においては，価格がそれ以下にさがっ

ても，農民はすぐには生産をやめるわけにはゆ

かない。……資本主義の初期の段階においてな

らともかく，資本主義があるていど発達してく

れば，小農民が自分の資産を売りはらってえた

ぐらいの資金で，他の生産部門で資本家的経営

を始めることは事実上不可能である。……それ

ゆえここでは農民には，じつは資本家に転化す

る道は事実上ほとんど閉ざされているのであ

り，かれは農業をやめて貸付地主化するか，賃

労働者になるしか道はない。……じっさい問題

として農民にのこされている道は，農業を継続

するか賃労働者になるかという二つしかないで

あろう。このような条件のもとで農業生産がお

こなわれていれば，農産物価格が生産価格以下
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(160) マルクス『資本論』，⑤，1025 ページ。Das Kapital, Bd, Ⅲ. S. 807. なおこのような農業経営の発展は「一般

に，世界市場や商業やマニュファクチュアの相対的に高い発展がすでに与えられている場合にはじめて可能なの

である」（同ページ）という点は注目に値するものである。

(161) 同，1032 ページ。Das Kapital, ⑤, Ⅲ., 8.814.

(162) 前掲書，大内，『農業問題』，改訂版，149 ページ。



に低下しても，なお農民が農業によって生活を

ささえうるかぎり，農業生産はつづけられるこ

とになる。そこで，ここでは農産物の価格の最

低限は，限界生産物の不変資本＋最低生活費，

いいかえれば，がいしてC＋Vという費用価格

の水準によって与えられると考えることができ

る」
(163)
ということこれである。このあとマル

クスがさきの注（161）で紹介した分割地農民に

あっては自作地があってもその地に発生する差

額地代は「必要ではない」などといった間違っ

たことは大内はいわない。その差額地代は土地

所有者としての農民の所有になることを明記し

ている。こうして「小農的経営が支配的におこ

なわれている条件」の存在を前提しうるかぎり

において，以上の大内の論理は成りたっている。

より簡単にいえば，日本の小農的経営が生産す

る農産物の価格は，限界生産物の価格によって

規定されているのであり，その限界生産物の価

格は「不変資本＋最低生活費」という費用価格

によって規定されている，というものであった。

このばあい「最低生活費」とは賃銀労働者より

さらに低い賃銀というものではなくて，もとも

と賃労働者の賃銀と同水準の「最低生活費」と

いういみのものなのであった。

だが日本の農民が，もちろん戦前の日本にお

いて農業外に就職することは容易ではなかっ

た。それでも農家の次三男や娘のばあいにはま

だ容易だとしても，農家経済調査の小作農のば

あいには「製糸女工」「紡織」とか「食料品工業」

とかといった低賃銀のところにしか就職できな

かったと想定されるのである
(164)
。しかし農家

の戸主ともなれば農外賃銀労働者への移動はか

なり困難だったといわなければならない。とこ

ろが大内はこういうのである。「このように小

農的生産関係のもとでは農産物価格が，最終投

資の生産物の費用価格によって規制されるとい

うことについては，もうすこし立ちいった考察

が必要である。……このような価格決定がおこ

なわれるのは，農民が賃労働者に転化しうると

いう前提条件があるからであった。すなわち，

かかる条件のもとでは，もし農産物価格がそれ

以下にさがり，農民が小作料を支払ったのちに，

所得として獲得しうるものが，かれが農業外に

労働力を売ったばあいに獲得しうる労賃以下に
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(163) 同，150 ページ。なおここで「最低生活費」というのは賃銀労働者の生活費より低いという意味ではなく，V

が一般に「最低生活費」であるという意味である。農民の生活費も賃銀労働者の生活費と量的にも同じであると

いうのである。事実，その「最低生活費」にたいする注（14）で大内はこういっている。「このばあい最低生活費と

いうのは，いうまでもなく農民がみずからの生活のために必要とする生活費であるのにたいして，C＋Vという

ばあいのVは，ほんらいは資本家が労働者に支払う労働賃銀（可変資本）の大きさを示すものである。しかしこ

の労働賃銀は労働力の価格にたいする対価であり，労働力の価格は原則として当該社会で歴史的・社会的に決定

される最低生活費によって規定されるものだから，そのいみですくなくとも量的には両者は対応関係にあると

いっていい。のみならず，農民は，みずからの労働力を売るものではなく，したがってかれが農業で労働した結

果えられる所得は，労働賃銀という形態はとらないとしても，しかもそれは資本主義社会では，農民がみずから

にたいして支払う労賃として観念されるようになることは，先にも触れたとおりである。そういう論理のうえに

おいて不変資本＋最低生活費は，C＋Vをもって類推しうるものとなるわけである」（大内『農業問題』，改訂版，

151∼152 ページ）と。だが戦前においてはとくに農家の戸主はそう簡単に賃銀労働者にはなれなかったし，次三

男，娘にしてもそうであって，一般的には農外に職をえてもその賃銀はより低いものだった。そのことはすぐの

ちにみるように大内も認めているのである。

(164) 拙著『日本における農民分解の機構』，1967，未来社，小作農の「農業労働一日当たりV」（138 ページ第 43 表

の 1920 年代，30 年代初頭の数字）と 112∼113 ページおよび 114∼115 ページの産業別労務者の１日当たり賃銀

とを比較すると，およそそういうことがわかる。



さがるならば，かれは農業をやめて賃銀労働者

になるであろう。そうすれば農産物の供給が減

じ，価格は一定水準まで回復することになる。

かかる機構をつうじて，けっきょく農産物価格

の水準はこのばあい，費用価格の水準に規制さ

れることになるわけである」
(165)
というのであ

るが，問題は農産物価格を規定する農家の労働

力はいかなる労働力かという点にある。農家た

ることを継続するか否かを決定する労働力であ

るから，それは農家の戸主労働力であるとしな

ければならない。その戸主労働力がいわば中途

採用というかたちで農外賃銀労働者になるとい

うばあいは，そもそもそれ自体がとくに戦前の

日本では困難であり，たとえ就職できたとして

もかなり賃銀の低い待遇の悪いところにしか就

職できないであろう。その所得はこれまで農家

として農業を営んでえた所得よりもさらに低い

ものであろう。一般的にいえば零細農家の戸主

労働力はいわば通底低音のように景気の好況・

不況にかかわりなく過剰人口として存在せざる

をえなかった。そしてそこにこそ農業問題の核

心があったのである。そうであれば所得水準は

低くても農業を継続した方がまだ救われるとい

うことになる。結局，農民の V は賃銀労働者

一般の V よりも低いという構造ができあがっ

ているのであって，さきの大内の論理ははじめ

から農民の Vも農外賃銀労働者の Vも同一水

準であるという前提から出発して，もし農民の

V がそれより低下したときには農民は賃労働

者になるということを述べているにすぎない。

はじめの前提がそもそも事実ではないのであっ

て，それが事実ならば，始めから農民層が滞留

するということはありえない。控えめにいって

も農民は賃労働者にもなれたが農業が好きだか

ら農業を営んでいるとはかぎらない。むしろそ

うではないから農業問題が発生するのである。

正常な農民層の分解とは農民層が賃銀労働者に

転化することを基軸とするものであって，それ

は農民の所得が賃銀労働者の所得よりも低いこ

とを前提にして展開されたのであり，その結果

一方では農民は減少し，他方では資本家的農業

が形成され，農民は消滅したのである。大正中

期以降の日本では農民の V が賃銀労働者の V

よりもそもそも低いのにもかかわらず，賃銀労

働者の増大力が日本資本主義の構造的特質に

よって抑えられていたために，農民のそもそも

の低賃銀構造が破砕されずにのこったのであ

る。いまさらいう必要はさらさらないが，農民

の滞留は日本資本主義の「封建制」によるとい

うような単純なものではない。農民が中途で賃

銀労働者になることがそもそも困難だったので

ある。大内は労賃（Ⅴ），地代（R），資本（C），

利潤（P）の原理論上の諸概念を農民に適用し

ようとするばあいもほぼそのままの形で実現さ

れる，あるいは実現されないというのであるが，

そのばあいは多かれ少なかれ阻害された形でし

か実現されないのである。農民は原理論には登

場できない歴史的に規定された存在なのであっ

て，農民にあってはそれらの原理論的概念を純

粋に適用できないことをそれはいみしている。

資本主義の発展段階によって異なるわけであ

る。大内は『農業問題』初版で，農民の生活費

Vは「資本主義社会における一般的な労賃水準

によって規制されるのであリ，たとえ現実には

その水準以下にさがりえても，それはいわば誤

差の問題にすぎないのである」
(166)
といってい

たが，それは改訂版では削除されている。「誤

差の問題にすぎない」とはけっしていえないの

である。けれども改訂版でも「そこには（農産

物価格の低下には――犬塚）一定の限度がある。
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(165) 大内，前掲書，『農業問題』，改訂版，152 ページ。

(166) 大内，『農業問題』，1951，初版，129 ページ。



その限度は，うえにみたように資本主義社会に

おける一般的な労賃水準によって規制されるの

であり，たとえ現実にはその水準以下にさがり

えても，基準はやはり労賃水準にあるのであ

る」
(167)
といっていてやはり原理論規定の範囲

を超えてはいないのである。

大内の農産物価格論は「小農的経営が支配的

におこなわれている条件」を前提にして展開さ

れたのであるが，そのさいその小農的経営を固

定的に，あるいは一種のタイプ論としてとらえ

たために，直接原理論をそれに対応させること

になったと考えられる。ところが小農制は資本

主義の歴史的運動によって動かされる存在なの

である。さらにその小農制はもとよりすべての

資本主義に前提されうるものではない。日本自

体においても明治末までは小農経営は両極に分

解する運動がみられたのであるが，大正中期以

降は小農経営の分解が困難化し，停滞的存在に

なった。もちろんそこにはそうなるにいたる歴

史的根拠が存在するはずである。後進資本主義

としての日本資本主義は明治末までは発展期に

あってそれ以後帝国主義段階への移行期に入

り，大正中期以降帝国主義段階に突入した。そ

れとともに農民層が堆積の傾向をしめすにいた

るのであり，それが日本資本主義の農業問題を

発生させたのである。そのことを私は大内経済

学から学んだと自覚している。この改訂版『農

業問題』はその歴史的過程の分析の必要性がい

わば緒についたばかりの時期のものであって，

もともと歴史性を内蔵する擬制化手法を構造分

析において直接的に使用したことが問題だった

といわなければならないであろう。

⑷ 宇野弘蔵の擬制化論

宇野弘蔵に『価値論』という書がある。初版

は 1947 年にでたが再刊が 1965 年にでた。「大

体旧版のままで，ただ仮名づかいその他の訂正

を加えて再刊することにした」（再刊序）という。

この書の「序論」の「Ⅱ 価値論の対象と方法

とにかんする二，三の注意」のなかに小生産者

にたいする価値法則の適用にかんする擬制化問

題を論じているところがある。それは擬制化が

一面的なものであることを論じたものであっ

て，私にはそれは正しいものと思われた。私が

そこから学びえたことを記したい。「資本主義

社会が商品経済を基礎にするということは，

……その基本的社会関係が労働力なる特殊の商

品を通して商品形態をあたえられることをいみ

する」
(168)
として以下の三点をあげる。第一に，

商品経済は全面的に社会化されるのであって，

一般に生産物は商品化しえないものはないので

あるが，生産物の種類によってその商品化の意

義は非常に異なっている。「直接生活に必要の

ない生産物」，たとえば贅沢品が商品化したと

しても，それは社会的には根本的変化をおよぼ

すことにはならないが，「食糧や衣料品の商品

化は，その社会自身が商品経済化してきたこと

をしめすものである。労働力の商品化がかかる

生活資料の商品化を徹底的に実現するものであ

ることはいうまでもない。それと同時に他のあ

らゆる生産物もまた商品化されざるをえなくな

る」
(169)
。第二に，「労働力商品化とともに商品経

済そのものが，偶然的性質を失って，本質的に，

必然的に行われることになる」。第三に，「資本

家的に生産せられない生産物もまた資本家的に

生産せられたものと同様の関係をその内部に想

定せられることになる。資本主義の社会はいか
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に発達した国々でも，完全に全社会を資本主義

的関係に編成するものではない。多かれ少なか

れ従前の生産方法の存続を許すものである。い

いかえれば直接の生産者による商品の生産が依

然として行われる。しかしこれらの商品もま

た，けっしていわゆる単純なる商品として生産

せられることにはならない。資本家的商品と同

じようにその生産にあたって原料その他の生産

手段の価値を生産費として計量するばかりでな

く，自己の労働自身をも自分自身の賃銀労働と

して，したがってまたそれにたいする剰余労働

を利益の基礎をなすものとして計算するような

ことにならざるをえないのである。そればかり

ではない。他のあらゆる労働が，たとい資本家

によって雇用せられるという関係にない場合で

も，賃銀労働の形態を想定せられることになる。

かくてあらゆる種類の労働が賃銀ないし報酬を

えて提供せられるものとみなされるようにな

り，全社会の労働は商品形態を通して交換せら

れる関係を確立してくる」
(170)
。

ここで宇野がいおうとしていることは，労働

力まで商品化されている資本主義社会において

は，資本家的に生産されていないものでも，商

品化されうるということである。そしてその商

品化は資本主義に先立つ諸社会におけるのとは

異なって，「農業に結合せられた家庭工業の分

離は，自給的なる農業部面をも商品経済化させ

ずにはおかない。それはけっして資本主義社会

以前の小農と同一視することはできない」
(171)

というのである。資本主義以前においては農民

は農産物とともに工業品も自給用として生産し

ていたのであって，したがって原則として農産

物を商品化する必然性はない。けれども宇野の

抽象力のすごさは資本主義社会における小農生

産物の商品も資本主義以前の商品も，資本主義

的に生産された商品と同じ性質をもっていると

いうことをみぬいていたことにある。「それは

もちろん具体的な関係を捨象した，一面的規定

としてであって，われわれがかかる商品を一般

的に商品として理解するにも，じつは資本家的

商品の発達した形態を抽象したものによってで

なければならない理由もそこにある。……それ

は労働力自身をさえ商品として理解しうる段階

にいたってはじめて展開されうる抽象であ

る」
(172)
といってつぎのように結論をしめして

いる。「われわれが商品を分析し，その価値法

則を明らかにせんとする場合には，当然商品形

態を抽象的に扱かわざるをえないのであるが，

それは具体的にはきわめて原始的な商品から資

本家的に生産せられた商品にいたるまでに，共

通に現われるものでなければならない。しかも

いかなる種類の商品にも共通なこの形態は，資

本主義社会に特有な労働力なる商品においては

じめて純粋に他人のための使用価値として現わ

れるのである」
(173)
と。ここで宇野が主張して

いることは商品の抽象的本質は他人のための使

用価値にあるということである。しかしさらに

深読みすれば，資本主義においてはそれが徹底

的になっているがたんにそれだけではない。他

人のための使用価値が他人のための使用価値を

生産していること，いいかえれば商品が商品を

生産しているという自己完結的行為を行ってい

ることをも明らかにしているのである。その自

己完結性が同時に資本主義が歴史的存在である

ことをも暗示しているのである。自己完結性は

そっくり取り替えることができる歴史性を意味
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しているのである。そこまで視野にいれて考え

ると資本主義以前の商品化はたまたま共同体の

外部に出しうる過剰生産されたものの商品化で

あリ，資本主義社会の小農民における商品化は

家庭工業が成りたたなくなったゆえの農産物の

商品化であるのにたいして，資本主義的生産に

おいては商品化は徹底的商品化であって，その

商品は売れなければ使用価値でさえないという

ものである。資本主義社会における小生産者に

おける生産物の商品化は「一面的規定」として

の商品であって，全面的な商品とはいえないと

いうことになる。売れなければ自家消費される

からである。小生産者の商品は資本家的商品に

擬制化されうるが，その擬制化は「一面的規定」

としての擬制化であるということになる。

労働力商品は純粋に「他人のための使用価値」

であって，それゆえに社会的なものであるのに

たいして，自家農業生産物の大部分は「自分の

ための使用価値」としてかなり低い擬制的価格

になる。もちろん一般的な都市労賃水準が抽象

的には基礎にあるといっていいが，その自家農

産物の擬制的価格水準はその都市労賃水準より

かなり低くなっている。「社会の中に生産する

個人が，社会的に生産するといっても，その社

会の一員たるその個人が，自己のために生産す

るものは，これを社会的とはいわない。分業が

いかに発達しても，それは商品として市場に提

供せられるものにかんして社会的関係が形成せ

られるものであって，その根底からの社会的関

係が考えられているわけではない。いいかえれ

ば商品所有者の社会的関係にすぎないのであ

る。社会と個人との対立的関係が残るのも当然

といわなければならない」
(174)
といった事態が

発生するであろう。

以下，宇野は小生産者「社会」が資本主義社

会とは異なっていかに不安定で欠陥をもってい

るかをつぎのように説いている。封建制の解体

後に生まれた「個々の小生産者が自己の自由意

志によって商品を生産し，販売しつつあるもの

と考えている間に，その基礎条件をなすその財

産を蚕食せられて，商品の生産も販売ももはや

自由勝手になしうるものではなくなってくる。

いいかえれば自己のためにする生産の余地は，

ますます狭隘となり，縮小せざるをえない。商

品経済は，商品市場に抽象的に想定せられる社

会的関係を，その根底自体に持ち込まざるをえ

なくなる」
(175)
。実際，商品経済は商品市場にと

どまることによって一社会たりうるものでは

けっしてない。「資本主義は，いわばこれを具

体的に実現する唯一の形態なのであった。分業

はいわゆる職業的分業のごとくに個人的分業で

はなくなる。産業的分業として社会的に生産す

るものの分業となる。個人の自由として行なわ

れた商品の生産は社会的に強制せられた生産と

なる。直接の生産者はもはや自己の自由意志に

よって商品の生産をなすものではない」
(176)
。小

生産者は商品経済的に分解せしめられて賃労働

者に転化する。こうして賃銀労働者が「自分自

身の生産する商品をも，これを商品として購買

するよりほかに使用することができなくなる」

のは，「自己の商品として提供しうる唯一の商

品が，じつは商品として生産せられたものでは

ない自己の労働力にほかならないという事実か

ら生ずるのである」
(177)
。こうして商品（労働力

商品）による商品の生産という資本家を生産主

体とするモノがモノを生産するという自立的
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な，したがってまた労働力商品がモノではない

ことを根拠にして歴史的たらざるをえない社会

としての資本主義社会が成立するのである。

宇野は「商品経済自身は，生産にたいしては

外的にあたえられたものにすぎないにしても，

……これが一社会の基本的関係を支配するもの

となるためには，いかなる社会にも絶対的に必

要とせられる生産自身を支配し，把握しなけれ

ばならないのであって，商品の価値法則もこの

絶対的条件を充足するものとして展開されなけ

ればならない。そこに法則としての意義も力も

ある。商品経済の社会も，それが存続するため

には，社会の成員の生活を保証するものでなけ

ればならない」
(178)
といって資本主義社会がと

もかく人類社会として存立しうる根拠をなす価

値法則の意義を明確にしたのち，「価値法則も

したがって，小生産者的商品生産の行われるか

ぎりは，十分にその展開をみることにはならな

い。小生産者的関係は，部分的には商品関係を

実現しながら，なお全体としてその社会の存続

を保証しうるものにはならないからである。そ

れはいちおう外観的には価値法則を純粋に展開

するもののように見えるのであるが，市場関係

の抽象としてそうであるにすぎない。一社会制

度として確立せられる根本的条件を欠くのであ

る」
(179)
といって，小生産者的生産関係において

は価値法則の作用は阻害されることを論証して

いるのである。小農経済においても価値法則は

むろん作用はしているのであるが，大内のいう

ように貫徹しているとはいえないのである。擬

制化がつねに一面的であるのは擬制化の対象が

資本主義の歴史過程として存在しているからな

のである。そして一面的擬制化をとおして資本

主義の歴史過程の特質を分析解明できるわけで

ある。そして擬制化というばあい，生産価格が

成立しないで費用価格にしかならないというこ

とにとどまらず，農民労働力の価値（V）や生

産手段の価値（C）や地代（R）なども阻害され

たかたちでしか実現されないということもふく

みうるといわなければならない。そして擬制化

が一面的だということは対象の歴史性によるこ

とをいみしているのであって，それも具体的に

規定しなければならないことになる。

⑸ 農産物価格論と段階論

大内力の『日本資本主義の農業問題』におけ

る講座派理論批判が日本の地主小作関係を日本

資本主義自体の問題として位置づけて『資本論』

の，とくに価格理論をもって具体的に解明され

たことは大内の大きな功績であった。けれども

日本農業，そしてさらに日本資本主義自体は講

座派のように理解しえないのは当然なのだが，

そうかといって『資本論』で展開されている原

理論のみで処理できるものではなかった。『資

本論』が 19 世紀中葉までの事実上イギリス資

本主義の発生，発展過程を抽象化してとらえ，

そこから資本主義の原理論を組み立てたことは

正しかった。講座派はこれこそ資本主義の内部

構造を明らかにした理論ととらえた。そのこと

自体は別に誤ってはいない。さらに農業が小農

によって担われているのはまだ資本主義社会に

なりきっていないというのもかならずしも誤っ

ているわけではない。しかしその後資本主義の

ほうは成長発展しているのにいつまでたっても

小農が消滅しないで，しかも多くの農民がます

ます貧困化しているのは資本主義が本来の資本

主義に転化するのを妨げているものがあるから

であり，その妨げているものこそ半封建的地主

制であり半封建的土地所有である，という認識

がでてくるにいたって，いったい『資本論』の
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理論はいかにして現実の資本主義社会とみられ

る社会の分析に適用できるのかという問題が浮

かびあがってきた。しかも資本主義社会といわ

れながらもイギリスをのぞく西欧の資本主義国

でも農業には多くの農民が残っている。にもか

かわらずそれらの資本主義はたんに後れている

ということでは説明できないほど，資本制的工

業はイギリスに対抗できるほど発展している。

しかもその工業はイギリスの綿工業にたいして

ドイツの重工業というように質の異なるものと

して対抗している。そこでこういうことにな

る。一方では資本家と賃銀労働者と土地所有者

の三者のみから構成されるいわば純粋の資本主

義社会の内部構造を明らかにしようとした『資

本論』の世界があり，他方では現実のさまざま

な性格をもつ資本主義とよばれる諸国の内部構

造の解明領域がある。それらの国々はそれぞれ

固有の資本主義の発生，発展，爛熟の歴史過程

をもっているのであり，その過程の内に内部構

造も当然変化する。さらに資本主義諸国とさま

ざまな非資本主義国，地域をもふくむ世界経済

もこの領域にはいるであろう。問題は後者のい

わゆる現状分析といわれるものは『資本論』の

ような原理論からは直接解明できないというこ

とにあった。

『資本論』のような一貫した論理によって展

開され，かつ最初の商品から必然の論理が展開

されて三大階級論に到達して，そこからふたた

び商品が再生産されるといった円環的論理の体

系はそれ自体がいわば自立的完結的小宇宙を構

成している。その小宇宙にはそれが何処からき

て何処にゆくのかはげんみつにいえば痕跡もな

く消えている。資本，賃銀労働者，および土地

所有者ははじめから前提されていて己の出自と

最期は黙して語らないのである。論理自体は永

遠に循環運動を繰り返すと思っているのであ

る。しかし語らないというのは歴史過程がない

とか，始めと終わりがないとかということを意

味しない。この円環的論理体系からはでてこな

いということであって，別の論理体系の問題だ

というのである。そこでこういうことになる。

各国資本主義の様相は，19 世紀中葉まではすで

にみたようにイギリスを先頭として資本主義が

発生し，発展してきたが，各国資本主義もイギ

リスより後れながら大体同じように発生，発展

するものと考えられていた。しかし 19 世紀末

以後になるとこれまでとは異なって，帝国主義

段階とよばれるような新たな傾向が出現するよ

うになった。その位置から諸資本主義国の過去

を見直すと，発生，発展の過程もじつはイギリ

スとは異なる様相で展開されていることがわ

かってきた。いわゆる先進国型と後進国型のち

がいである。だが発生，発展の過程が先進国，

後進国で異なるという問題の解明は発生の過

程，発展の過程そのものの解明を前提とする。

そして爛熟の過程まで視野にいれれば，基準と

なるのは原理論の純粋資本主義の世界にもっと

も近い発展期が基準となることになる。そして

発展期の先進国型とか後進国型という問題は現

状分析の領域に入れていい。発生期の典型もこ

の発展期の典型を基準にして選ぶべきであるか

ら，発生，発展の典型はイギリスということに

なる。後進諸国の発生，発展はこのイギリスと

は異なるのであるが，収斂する方向はイギリス

と同じなので，それはたんなる先進，後進のち

がいにすぎないといっていい。そのちがいの分

析は現状分析の問題である。そこで中間理論と

してのいわゆる段階論としては資本主義の発生

期，発展期はイギリスを採ればいいということ

になる。ところが爛熟期は純粋資本主義からは

なれる過程の資本主義であり，そのはなれ方に

は収斂するものが原則としてないのであるか

ら，複数の資本主義国をとらなければならない。

しかもはなれ方は積極的なものと消極的なもの

がありうるから，積極的なものとしてドイツを，

消極的なものとしてイギリスをとればいいとい
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うことになるであろう。以上が宇野が主張して

いると私が理解する発展段階論である。

ところが農業が農民によって営まれていて，

かつそれが長期にわたってみられるような国は

厳密には資本主義国とはいえない，いわば半資

本主義国として資本主義国にはなりきっていな

いという考え方がかつては多数派を占めてい

た。事実，マルクスですらイギリス資本主義は

ドイツ資本主義の未来の姿であると考えてい

た。すべての資本主義国はたとえいま農業が小

農によって営まれていたとしても，いずれそれ

も資本主義的生産に転化すると予想していたと

みていい。たしかにあの「輝ける」西欧近代の

資本主義国に比べるならば，封建的とみえる部

分が後進国としての日本資本主義には多々あっ

たことも事実である。だがイギリスをのぞいて

はいずれの資本主義国も，現代においてさえ農

業まで資本主義化した国はほとんどないといっ

ていい。当のイギリスも第一次世界大戦中から

資本家的農業は保護政策なくしては存立が困難

になっている
(180)
。むしろイギリスのみが農業

をも資本主義化しえた例外的な国なのであっ

て，その最先進資本主義国としての世界史的地

位こそが自己を工業国とし，他を農業国とする

地位を典型的に形成せしめた国なのである。大

内は日本の農業が資本主義自体は高度の発展を

みせながら，なにゆえ小農によって担われてい

るのかを封建制残存の結果であるという講座派

理論を退けたうえで，農産物価格形成機構から

これを説こうとしたのであるが，それのみでは

無理であった。農産物価格形成の特殊性を規定

する日本資本主義の発生・発展の後進国的特殊

性から説くべきだったのである。その特殊性と

は何か，はまさに今後私の追及すべき問題にほ

かならないが，さしあたりいえることはイギリ

スが最先進国として許されるような，手工業の

独立化による発展を３世紀におよぶ長期の資本

主義発生期をへて，世界最初の産業革命をもっ

て資本主義を確立したのにたいして，ドイツは

産業資本をもって資本主義を発生せしめ，日本

は初期的金融資本をもって資本主義を発生させ

たという特殊性といっていいであろう。そのこ

とを前提として日本の農産物価格を構成する農

民の V 水準は比較的初期から過剰人口的水準

のものにならざるをえなかったのである
(181)
。

日本資本主義の後進性はその農民層を完全に分
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(180) 森建資『イギリス農業政策史』，2003，東京大学出版会，第１章をみよ。

(181) 佐伯尚美はその著『農業経済学講義』（1989，東京大学出版会）の「農産物の価格と流通」という章の「農産

物価格決定の機構」のなかで「農産物の価格は抽象的には需要と供給とのつき合わせによって決まるといってい

いが，しかし実際にはすべての需要者と供給者が一堂に会することは不可能であるし，またその必要もない。そ

ういうメカニズムを代表するものとして一定の流通制度，価格決定機構が社会的につくられている。そこにおい

て需給をつき合わせた一般的・標準的価格が『発見』されれば，以下それを基準として生産・消費の末端にいたる

各段階の価格がほぼ自動的に決められていくことになる」（158 ページ）といったのち，「現実の価格決定機構」と

して分散的地方市場，統一的中央市場，団体交渉による協定価格，国家的統制市場，「農産物価格の動向」として

長期的動向，周期的変動，季節的変動というこれまでマルクス経済学ではあまり取りあげられなかった分野にま

で言及しているのは私には新鮮に思われる反面，そこには重大な問題があることを看過することができないよう

に思われる。それは小農による農産物価格形成論が欠落，ないしは軽視されていることである。佐伯は「農業生

産が小農という家族経営によって支配的に担われている場合，その農産物価格は原則として C＋Vの水準に，つ

まり費用価格の水準に決定される。……このように，小農の農産物価格に利潤部分がふくまれていないというの

は，小農自身の社会的性格にもとづく」（152 ページ）といったのち，このような「小農の価格理論は，それ自体

としては論理的に明快であるが，しかしだからといって直ちにそのままの形で日本農業の現実の農産物価格に適

用しうるものではない」（同上ページ）といってつぎの三つのことが前提されているからだという。第一はそこに



解させないうちにその発生，発展の過程を展開

した。それでも明治末まではいわば正常な農民

層の分解過程がみられたのであるが，そのご第

一次世界大戦後の 1920 年以後になると明確に

それが阻害されるようになり，農民が農民のま

ま貧困化するようになっていわゆる農業問題が

資本主義の難問として登場することになった。

資本主義が発展しているにもかかわらずなにゆ

え農民は貧しいのか，を日本資本主義の特殊性

から説こうとしたのが大内の『農業問題』初版

である。とくに農産物価格形成論のところで

あった。このころ大内にはまだ日本資本主義が

帝国主義段階に突入していたという認識は明確

にはなかった。改訂版で初めてそういう認識が

しめされたが，本格的ではなかった。しかし結

果的にはこの農産物価格論は帝国主義段階とい

う段階規定を前提とするものだったのである。

４ 構造分析（三）――『農家経済』

⑴ 成果と問題点

ここでは大内力著『農家経済』
(182)
の成果と問
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は需給均衡が前提されているが，その需給均衡価格は判断不能だからであるというのである。こういっている。

この説は「農産物に対する需要・供給両面での競争がいわば極限まで行われ，その結果一定の均衡状態が実現さ

れていることが前提されている。農産物価格理論が需要側の条件を捨象し，専ら供給側の条件のみによって価格

がきまるという，サプライサイド・エコノミックス的発想に立つのはそのためである。抽象理論としてはそうせ

ざるをえないとしても，実際にはつねに需要・供給の競争が存在し，どこが理論的な需給均衡価格であるかを判

断することは不可能である」（同ページ）というのである。だが，これは理解に苦しむ見解である。価格はたんに

需給関係のみで決まるのではない。需要側の要因は不足なら価格を引き上げる作用を，過剰なら引き下げる作用

をするだけであり，供給価格そのものは生産者側の条件できまるのであって，小農のばあいには一定の期間には

一定の「資本構成」を前提とする費用価格にきまる。かりにそれでもなお市場価格が上るばあいには同じ「資本

構成」のもとで追加生産がおこなわれるのであり，市場価格が下落するのであれば生産を縮小するか，それが長

期にわたれば，「資本構成」を高めるか撤退するかという対応を強制されるわけである。もちろん具体的にはいろ

いろ問題がでてくるであろう。生産力に大きくかかわるのはむしろ経営面積であって，地代も問題になってくる。

いずれにせよ価格水準そのものを規定するのは生産者側の条件であり，需要量そのものを決定するのは需要側の

条件なのである。たんに需給関係できまると理解したのでは，価格水準そのものは何ら規定しえないことになる。

第二の問題は農民の Vや Cやは賃銀や資本とまったく同じものととらえることはできないということのよう

である。こういうのである。「小農の場合，価格決定のメカニズムを背後から支えているのは労働力の移動であ

リ，農産物価格が一定水準以下に低下すれば農家労働力が他部門に移動せざるをえないという点である。そして

その具体的水準はそれぞれの時期・国の歴史的状況によって異なる。戦前の日本のように，外部の雇用市場が極

端に制限され農民の移動先が容易に見出せない場合には，農産物価格が費用価格を割り込んだからといって，直

ちに生産が縮小するとは限らない。農民はある程度までは自己の生活を切り下げる形で対応するであろう。逆に

戦後のように，外部の雇用市場が拡大し比較的容易に移動が見出せる場合には，費用価格による規制はずっと強

く働くことになる。さらにいえば，Vの水準をどう考えるかということも，その時々の社会経済条件のなかで規

定されているのである」（同，152∼153 ページ）というのであるが，この見解は至極もっともなものである。ここ

では批判の相手が明記されていないので明確にはいえないが，私の想像でいえば，たしかにリジッドにいいすぎ

ていて，擬制なのでもう少し幅をもたせたほうがいいと思っている。しかしむしろ私が問題にしたいのは第一の

問題提起と，この第二のそれとは矛盾していることである。さきには需給均衡価格を判断することは不可能だと

いっていたのに，ここでは「ある程度まで」とか「ずっと強く働く」というように，Vや Cやに擬制することを

肯定している点である。

第三の問題は戦後の日本農業において地代部分はどう扱うべきかという問題であって，佐伯にあっては無視し

ていいという考えのようなのである。こうである。「地代が価格形成に入り込むか否かの判断は，実際にはきわ



題点を明らかにしたい。この書は農林省の『農

家経済調査』によって，戦前は昭和恐慌をぬけ

だした後の 1936 年（昭和 11 年）をとりあげ，

戦後は高度成長の開始前夜にあたる 1954 年（昭

和 29 年）をとりあげて，日本の農家経済の構造

的特質を詳細に分析している
(183)
。第一章は日

本の農家経済の特質と「農家経済調査」の解説

および「調査農家の位置づけ」がのべられてい

る。第二章で「戦前の農家経済」を，第三章で

「戦後の農家経済」を分析解明し，最後に第４

章で「戦前より戦後にかけての農家経済の変貌」

をもってくくられている。ここでは戦後の分析

の部分は省いた。

「戦前の農家経済」から，大内の解明した論点

とそこにいかなる問題点があるかを検討してゆ

こう。分析対象として 1936 年がとられた理由

として大内は，戦後を戦前と比較するばあい通

常 1934∼36 年がとられるが，農家経済のばあ

い 34 年はその前年の 33 年の大豊作とこの年の

大凶作，および繭価の暴落によって，農家経済

は好調ではなかったし，その影響は 35 年にも

のこっていたことをあげている。この時期の

「農家経済調査」は 1931 年から 41 年まで各年，

同じ方式で作成されたものであるが，農家の経

営規模としては二種類が採られていて，「第一

種農家」として経営規模が耕作地１町４，５反

程度の農家がとられ，「第二種農家」として耕作

地８，９反程度の農家がとられている。そして

そのそれぞれが，自作農，自小作農，小作農に

わけられている。そして本書では 1936 年の調

査対象農家の日本の全農家における位置づけを

最初に与えている。調査農家は全体としてかな

り上層に偏っているが，経営規模が比較的小さ

い，「第二種農家」ですら「いっぱんに中間より

ずっとうえの位置にあり，選定方法の『当該市

町村の平均耕地面積の七割未満を耕作する農

家』という定義が予想させるものとはかなりか

けはなれている」。そして経営規模の相対的に

大きな「第一種農家」になると，「その位置は下

から八∼九〇％という，ほとんど日本の農家の
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めてむずかしい。現実の小作料が，差額地代か絶対地代かの判別ができないばかりでなく，戦後の日本のように

農民の自己所有地が圧倒的な場合に，それが資本投下の規制としてはたらかないからである。農家としては地代

がえられなくとも生産を続けるということが十分ありうるのである」（同，153 ページ）というのである。たしか

に戦後の農地改革以後は自作地地代を類推することは困難であって，とくに佐伯のいう「土地持ち労働者」にあっ

ては困難である。しかしもともとかれらにあっては土地は資産なのであって，その農業生産におよぼす影響はそ

のかぎりでは大きくない。しかし戦後の高度成長期およびそれ以後は借地大経営や数人の農業者による稲作を請

負うという形の借地大経営が兼業先進地で数多く発生，発展した。そこでは稲作請負料を基礎とし，その結果と

して算出される地代が発生した。所有地を請負に出す土地の貸し手は安定的兼業農家が多く，土地所有の維持・

保全が主目的であって，実質地代はそう高いものではなかった（たとえば拙稿「農協による経営受託組織の構造

――大垣南機械化営農組合の分析――」，『名城商学』，名城大学商学会，33-4，1984 年３月，をみよ）。むしろ地

代（とくに差額地代）なるものは土地の賃貸借があれば，借地経営の結果，いわば自然発生するものなのである。

それはVや Cやの自立範疇の自立運動の結果として発生し，そのことによってVや Cやの自立性が逆に確保さ

れるという関係にあるのである。それは資本主義なるものが人間社会からはなれて「自立」している世界たるこ

とを自ら暴露することの結果をいみしているのである。

それはともかく，こうしていずれにせよ「実際にはつねに需要・供給の競争が存在し，どこが理論的な需給均衡

価格であるかを判断することは不可能である」とはいえないのである。

(182) 大内力『農家経済』，1957，中央経済社。

(183) 本書「はしがき」で大部分の統計表の作成とその分析は大内のプランにしたがって佐伯尚美がおこなったも

のを，あとで大内が全面的に筆をいれ，書きかえたり，書きたしたり，あるいは削ったりしたので，「むろん本書

の責任はわたくしのものである」と記されている。



うちの最上層部を代表するものとさえなってい

る」
(184)
。なお大内の著書では，規模の大きい「第

一種農家」が「B群農家」とされ，規模の小さい

「第二種農家」が「A群農家」とされている。

以下，ここでは経営規模の小さい農家が「A群

農家」であり，規模の大きい農家が「B群農家」

とされていることに注意しておこう。

では「戦前の農家経済」にたいする著者の分

析結果とそこに問題がないかどうかを検討して

いこう。第二章「戦前の農家経済」の「概観」

のところで，まず農家経済の貨幣経済化につい

てこういっている。「A群，B群ともに，収入面

でも支出面でも，そのなかば以上が貨幣経済化

しており，農家経済の基調が貨幣経済の面にお

かれるようになっていることは，一見して明ら

かである。だが，いま A群と B 群とを比較し

てみると収入，支出ともにB群は，A群よりも

貨幣経済化のていどがじゃっかん高くなってお

り，経営規模の大きな農家ほど商品経済との接

触が深いことがしめされている。またこれを自

小作別の観点からみると，A群，B群のいずれ

にあっても小作から自小作，自作とゆくにつれ

て規則的に貨幣経済化率は上昇している」
(185)

といい，「こうした傾向があらわれてくるもっ

とも大きな原因は，いうまでもなく小作料の支

払いが，現物形態でおこなわれているからであ

るが，……ここでは右の二点，すなわち農家経

済の貨幣経済化は，経営規模の上昇につれてい

くぶん強くなること，および小作より自小作，

自作とすすむにつれてかなり強くなることを注

意しておくにとどめよう」
(186)
というのは，貨幣

経済化を農民の生産物にかぎった一面的な見方

ではないであろうか。農民の部分的賃労働者化

がとくに小作農において兼業労働化という，た

んにそれ以前からある農民生産物の商品化以上

に質的に深い資本主義的商品化の意義が軽くと

らえられてはいないだろうか。そしてその高次

の商品化は，生産物の商品化とは異なって，自

作よりは自小作，小作とすすむにつれて強く

なっているのである。もちろん兼業労働への依

存度が自作，自小作，小作にゆくにしたがって

高まり，そのことが農民の生産物の商品化とと

もに，「日本の農家経済は農業外部の資本主義

に密接に結びつけられており，その動きに強く

規制されていることはほぼ明らかである」
(187)

とはいっている。しかし農家経済の商品化が農

民の生産物の枠をこえて農民の労働力にまでお

よび，しかも完全脱農民化はこれを制約すると

いう歪曲化された農民労働力商品化の中途半端

な性格にこそ農業問題の核心部分があるので

あって，自作，自小作農民の生産物の商品生産

化が資本家的経営を形成せしめない原因もまた

そこにあるのである。いずれにせよ封建時代に

は工業品生産者でもあった小生産者としての農

民から工業を奪いながらなお彼らを農業専門

の，しかしそれでは自立しえない小生産者たら

しめているところに，日本資本主義の矛盾が存

在するのである。大内の農民の兼業化問題のと

らえ方には問題が残るのである。じつはこれよ

りまえに大内は第一章の「日本の農業家経済の

特質と『農家経済調査』」の「二 日本農家の構

成」において日本の「農家のうち，零細小作農

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 71

(184) この直前の引用文とともに，大内，前掲書，53∼54 ページ。なお本書は具体的な分析をおこなう前に，「調査

農家の選定」や「調査結果の表示方法」や「調査農家の位置づけ」等について詳細な検討をしている。いま調査対

象農家が存在する農区のみをあげると，「北海道，東北，北陸，北関東，南関東，東海，山陰，近畿，瀬戸内，北

九州，南海」の 11 の農区である（前掲書，37∼38 ページ）。

(185) 前掲書，59 ページ。

(186) 同，59∼60 ページ。

(187) 同，63 ページ。



として出発したものは，戦前の重い小作料負担

のもとでは，よほど特殊な好機にめぐまれない

かぎり上昇することは不可能である」
(188)
と

いった把握をしていることがすでに問題だっ

た。零細小作農の多数の存在自体が後進資本主

義国としての日本資本主義が構造的過剰人口を

かかえこまざるをえなかったことに由来してい

るのであって，そのことは大内自身が主張して

いることだったはずである。「重い小作料負担」

はその結果だった。下層農家の多数が賃銀労働

者に完全に転化しえないで，賃労働兼業農家と

して滞留せざるをえないことは，上層農家が資

本家的経営に転化しえないで地主化してゆくこ

ととともに過剰人口をかかえこまざるをえない

日本資本主義の特質に由来することは大内自身

の『日本資本主義の農業問題』以来の主張だっ

たはずである。われわれはさきに大内の『農業

問題』を検討したさいにも，農民層の分解もい

ずれは正常なかたちの両極分解が発生するであ

ろうという基本的な考えがあることをみたので

あるが，日本資本主義の後進性をたんなる後進

性とみる旧労農派的見解の残像が大内にはある

のであろうか，という思いを禁じえない。じつ

は大内には下層兼業農家はいずれは賃銀労働者

に転化するはずだというふうに考えていたこと

はすでにわれわれも気づいていたのであるが，

その点はまたのちに触れる機会があるであろ

う。ただ一言ここでいっておきたいことは農民

の賃労働者化はいかなる経路で実現されるの

か，そしてそのさい安価な農産物の輸入を許す

のかどうかということをどう考えているのかと

いうことである。

とはいえしかし，第二章の「二 農業生産の

構造」で戦前の日本農家の経済的上向運動が中

農自小作農どまりであって，そののちは地主化

への横すべりであり，下向運動は自営兼業をも

ふくむが，多くは賃労働兼業農家として堆積す

る傾向を打破しえないものであったことを，つ

ぎのように具体的にのべている点はその事実認

識の確かさをしめすものである。「日本の農家

が経済的に上昇し，農業経営を拡大してゆくば

あい，小作農は，それが５反以下というような

零細農であればむろんのこと，A群ていどの農

家であっても，上昇することはむずかしい。そ

れはいうまでもなく小作料の圧力のためである

が，それだけにそういう農家は，むしろ兼業化

への傾向を強くもっており，農業はできるだけ

手をぬいておこなおうとするようになるのであ

る。これにたいして A 群ていどの自小作，な

いしはもっと零細であっても自作であれば，む

ろん超人的な努力を必要とするであろうが，上

昇する可能性をもっている。そのばあいには，

まず小作地を拡大する形で経営の拡大がおこな

われる。A群の自小作が，生産諸条件は貧弱で

ありながら，労働と肥料の増投によって土地生

産力の上昇をねらっているのも，このような上

昇の努力をしめしているものであろうし，B群

の自小作の優位は，いわばそういう上昇の上限

をしめしているとみることができるのである。

また小作であっても，B群ていどに経営が大き

くなれば，やはり農民的に上昇することが可能

なのであり，それがB群の小作の上昇力に反映

されているわけである。しかし，一定の限度，

すなわち，自家の労働力でほぼ完全に経営をな

しうる限度まで経営が大きくなると，それ以上

経営を拡大することは，雇用労働力へのいぞん

度を大きくし，かえって経営を不安定にするし，

採算をしばしば不利にする。したがって農家

は，その辺から，経営を大きくするよりは，む

しろ土地を買い入れて，小作は自小作に，自小

作は自作へという横すべりの運動をするように

なる」
(189)
とまとめているのである。ただしか
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(188) 同，24 ページ。



し，大内にとっては自明のことだったのであろ

う
(190)
が，こうした貧困な零細小作農が広範に

存在したこと自体が，一方では後進国の資本主

義成立の特殊性として農民的土地所有にたいす

る国家による短期・強烈な収奪（地租改正）の

結果なのであり，他方では西欧資本主義諸国か

ら直接綿工業機械を輸入せざるをえなかったた

めに工業の賃労働雇用力が相対的に弱かったこ

との結果だったのである。この点は明確にして

おくべきだったと思われる。

ついで農家の「兼業の構造」が分析されてい

る。そして結論としてこうまとめている。「自

小作別の兼業の構造をまとめていえば，自作農

家は農業外部への投資，林業収入などのような

財産的収入が比較的多く，農業外部へ労働力を

販売するばあいでも比較的安定した所でそれを

おこなっているのにたいして，小作のばあいに

なるときわめて不安定な形での農業外部への労

働力の販売と零細家内副業が兼業の主要な内容

となっているということになる。いいかえれ

ば，自作はかなり余裕をもった形で兼業収入を

あげているのにたいし，小作のばあいには生活

窮迫的色彩がきわめて濃厚であるということに

なるであろう。そして自小作は両者のほぼ中間

に位するものとみることができる」
(191)
という。

これをもうすこし具体的にいうと，賃労働兼業

は自作，自小作，小作にゆくにしたがって増加

してゆくが，その内容は想像をいれて考えると，

「B群ではおそらく下級サラリーマン，工員な

どのような比較的安定した有利なものが多いで

あろうが，A群では土工，日傭，出稼などのよ

うに不安定なものになる傾向が強いであろ

う」
(192)
という。しかし兼業としての財産収入

は自作，自小作，小作にゆくにしたがって漸減

するのであって，林業などの財産収入や有価証

券保有などの財産収入は自作農にもっとも強く

結びついている，という。これはたしかにこの

時期の特徴だといっていいであろう。このほか

兼業生産物収入があるが，これは炭焼きとか農

産加工とかであって，下層農家の兼業であろう。

こうみてくると，兼業の主流は賃労働兼業で

あって，その大部分は「土工，日傭，出稼」で

あったと想像される。サラリーマンや工員兼業

はむしろ中農層に多かったと思われる。そして

この時期の上層農の兼業の特徴は有価証券等の

保有という財産収入にあったといっていいので
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(189) 同，77∼78 ページ。

(190) この『農家経済』が出版されたのは『日本資本主義の成立Ⅰ・Ⅱ』（楫西光速・加藤俊彦・大島清・大内力の

共著，Ⅰ 1955 年，Ⅱ 1956 年，東京大学出版会，ただし 1954 年に『日本資本主義の成立』が出版されていて，こ

れがのちの『日本資本主義の成立Ⅰ』になっている）の出版ののちである。この 1954 年版（55 年版でも同じであ

るが）の『日本資本主義の成立』には「ブルジョア的関係の萌芽的形成は，むろん封建社会の内部における生産力

の発展によってもたらされるのであり，それが封建的諸関係をあるていどまでつきくずし，同時に，たとえば農

民を土地からきりはなしてプロレタリア化するとともに，社会の一部に貨幣的富を蓄積してゆく，という形で，

ブルジョア的関係の成立する基礎をつくりだしてゆくのである」（54 年版，206 ページ）とあって，やや公式的で

あり，抽象的でもあるが，農民を土地からきりはなすことが重要な条件になっている。ただし，それはたんに商

品経済的要因のみでは達成されえないのであって，権力の行使を必要とすることが不明確になっている点は問題

である。商品経済が発展すれば自然に資本主義になるというものではないのである。地租改正は明らかに権力の

行使なのである。そしてそれは結果かいえば，というより結果によって判断するよりほかはないのであるが，ブ

ルジョア権力だったのである。

(191) 同，98 ページ。

(192) 同，96 ページ。なおここで著者は断っているわけではないが挙家脱農としての転職先をあげているわけでは

ないであろう。そのばあいはまた話が異なってくる。



はないかと思われる。だがそれは農民層の上向

分解の一形態には相違ないが，純然たるブル

ジョア化ではなく，プチ・ブル的資産蓄積をめ

ざすブルジョア化にすぎなかった。農業資本家

への転化が不可能なのはおそらく土地利用の集

団的集積が下層農民の農業離脱が困難なことに

よって不可能であることに由来するものと考え

られる。また農家の家計は，自小作別に第一生

活費はそう大きな差がみられないが，より生活

水準の高さをしめす第二生活費は自作，自小作，

小作にゆくにしたがって低くなるという構造を

しめしているのであって
(193)
，その小作農でさえ

容易に賃労働者に転化できないのであるから，

自小作，自作がその生活水準を維持したまま賃

労働者に転化することはいっそう困難である。

小土地所有の農民が土地を貸しだして賃銀労働

者に転化することはこの時期には一般的にはあ

りえないというべきであろう。ただここで問題

になるのは工業発展の低位性と農民の貧しさと

はある意味で相互規定的な関係にある。工業の

発展が低いから一方では農民は賃労働者になれ

ずに貧困化するのであり，他方では農民が減少

しないので，一農業経営当たりの土地面積が拡

大できないことになる。また農民が貧しいから

工業製品が国内であまり売れないので工業が発

展しないという関係がある。その悪循環を打破

する契機はどこにあるかを考えるべきであっ

た。東洋は西欧とは異なって，資本主義はいわ

ば日本だけが突出していたのであって，のちに

ふれるように周りの商品経済の発展度が低かっ

たことが日本の資本主義的発展を制約したとい

えるのである。しかしそのことが逆に日本の帝

国主義化を早めたともいえるであろう。かかる

対外関係の考察がほとんどなされていないこと

が問題としてのこるのである。だがこのことは

じつは資本主義の具体的な性格を規定するうえ

で重要なことだったのである。

⑵ 大内力の分析の結論

大内の分析も最終部に入る。「農家経済の総
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(193) 同，101 ページ。

第３表 農業所得と農家家計の比較

（円）

農業収入
（A）

生産的
農業経費
（B）

ほんらいの
農業所得
（C＝
A−B）

家計費
（D）

（E＝
C−D）

諸負担
など
（F）

差引剰余
（E−F）

A
群

自 作 959 227 732 751 −19 91 −110

自小作 932 184 748 621 ＋127 214 −87

小 作 823 168 655 532 ＋123 266 −143

B
群

自 作 1374 306 1068 879 ＋189 129 ＋60

自小作 1437 304 1133 826 ＋307 295 ＋12

小 作 1341 256 1085 741 ＋344 424 −80

註）１）諸負担などは農業上のものだけを計上した（原注）。大内力『農家経済』，106 ページの

第 55 表。

２）「生産的農業経費」とは「固定費的経費」（土地，土地改良費，建物費，農具費）と「流動

費的経費」（種苗費，蚕種費，家畜飼料費，肥料費，光熱動力費，薬剤費，加工原料費，労

賃）の計であって，「不生産的経費」（負債利子，諸負担，小作料，賃借料，販売費，その

他）を含まない。



括」である。大内は第３表「農業所得と農家家

計の比較」をかかげてつぎのように総括する。

「すなわちもし仮に小作料，租税等の諸負担が

課せられず，農家が純粋に生産的経費しか支出

しなかったとしたならば，……各農家は A 群

の自作をのぞいては，いずれも農業生産によっ

て自己の家族の生活を維持するという小農的必

要を満たし，そのうえじゃっかんの余剰をも残

すことが可能となったであろうが，しかもそれ

はB群により多く，自作にもっともすくないと

いう形においてであるということこれである。

ところで，このほんらいの剰余が両群ともに自

作において最小であるという点についてである

が，それはけっして自小作，小作の生産面での

優越性をしめすものではない。表によっても明

らかなように，ほんらいの農業所得にはそれほ

ど大きな違いはみられないのであるから，こう

したほんらいの剰余のちがいは主として家計費

の大小から生じたとしなければならないであろ

う。事実 A群の自小作，小作が A群の自作と

同一水準の家計構造をもったとすると，そのほ

んらいの剰余は自小作はマイナス三円，小作は

マイナス九六円となって，小作料，租税等の諸

負担が仮になかったとしても農業所得のみを

もってしては家計を維持することができなく

なってしまうのである。しかもわれわれがすで

にみたように，A群の自作農家の生活水準もそ

れほど高いものとはいいがたいのであるから，

A群自小作，小作は生活水準を最低限度――な

いしそれ以下――にきりさげることによって，

ようやくほんらいの剰余を生みうる状態にある

ということができるであろう。これにたいして

B群のばあいには，かりに自小作，小作が自作

と同一水準の家計支出をおこなったとしても，

自小作では二五四円，小作では二〇五円のほん

らいの剰余をうみだしうることになるから，A

群に比していちだんと有利な地位に立ってい

る」
(194)
という。こうして経営規模８反ていど

の A 群農家のすべてと，同じく１町４反てい

どのB群の小作農は一方で家計費をきりつめ，

他方で兼業所得にたよるという状況がいっそう

切実なものになっているのである。とくに A

群のなかにあって差し引き剰余のマイナスが最

小である自小作は「もっとも労働集約的な農業

経営をおこなっている層なのであり，このよう

な過重労働と過少消費という二重の自己搾取の

うえにようやくそれ以上の赤字が生ずるのを防

ぎとめているのにすぎないのである。だが，そ

こに自小作層のいわば農民的な性格がはっきり

とでているといってよい」
(195)
のであって，大内

はのべていないが賃労働兼業のばあいには自己

の意思のみによっては就業できないのにたいし

て，自営農業への就業，それに自営兼業への就

業も同じであるが，それらへの追加就業は自己

の意思によって可能なのであり，それが自己搾

取を可能にするのである。そしてそれこそがま

さに個別労働の採算性よりも全体としての採算

性を重視するという小生産者としての農民の性

格の現れなのである。

つぎに B群についていえば，「これらの農家

群は小作料，租税等の諸負担がまったくなかっ

たばあいには，いずれも小農的経営としていち

おう成りたち，しかも多少の剰余をのこしうる

条件を備えたものであった。そして，……諸負

担がかれらのうえにつけくわえられても，自作，

自小作のばあいにはなおかつ農業所得をもって

農家の家計をまかなうという原則をつらぬくこ

とが可能となっているのであり，小作になって

はじめて，農業所得だけでは家計をカヴァーす

ることができず，農業外部への兼業をどうして
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(194) 同，106∼107 ページ。

(195) 同，109 ページ。



も必要とするという条件があらわれてくるので

ある」と大内がいうのはいいとしても，つづけ

て「小作になってはじめて，農業所得だけでは

家計をカヴァーすることができず，農業外部へ

の兼業をどうしても必要とするという条件があ

らわれてくるのである」
(196)
というのはそれ自

体は正しいのであるが，農民が賃労働兼業にで

るのは農業所得のみでは生活できないという理

由のみからではなく，農閑期に兼業機会があれ

ば農業所得のみで生活しえたとしても兼業にで

てゆくのである。そこに小生産者としての農民

の性格が現れている。同じ兼業でも性質の異な

る二種類のものがあることの意義を明らかにし

ておくことがこのさい必要ではないであろう

か。事実，われわれがつくった第４表「農業所

得と兼業所得」によれば，A群農家ばかりでは

なくB群農家も兼業しているのであり，その所

得は A 群とほとんどかわらない。農業所得が

低い，高いにかかわりなく，農閑期に賃労働兼

業機会があれば，それを利用するのではないで

あろうか。農閑期があり，そのとき近場に稼ぐ

機会があれば稼ぎにでかけるというのが賃銀労

働者と異なる小生産者の生き方ではないであろ

うか。そしてそれが農民間に競争を生み，農産

物価格の低下をよびおこし，結果として農業労

働所得と賃労働兼業所得もしくは兼業生産物の

生産をもって年間の生活費を稼ぎだすという構

造ができあがるのではないだろうか。むしろ結

果的に A群農家のすべてと B群農家の小作農

は農業所得と兼業所得をもってようやく生活し

うることになっているわけである。そして農業

経営規模の比較的大きい自作農のばあい自作地

地代部分は農家家計の剰余をなすということに

なる。A群（8∼9反経営）のすべての農家とB

群（１町 4∼5反）の小作農は農業所得が家計費

を充たさないために兼業労働にでているが，B

群の自作農と自小作農家は農業所得が家計費を

充たしていても兼業労働にでているのである。

しかもその兼業所得は A群農家のそれに劣ら

ない額である。この兼業労働は農閑期におこな

われているとみていいであろう。B群の自作農

と自小作農家はその農業所得が家計費を充たし

いているのは自作地地代をえているからであろ

うが，それでもなお農閑期に他に稼ぎどころが
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(196) 前の引用文をふくめて，前掲書，110 ページ。

第４表 農業所得と兼業所得

（円）

農業収入
A

兼業所得
B

所得合計
C＝A＋B

家計費
D

余剰
E＝C−D

農業所得の
家計費充足率
F＝A/D（％）

A
群

自 作 638 119 757 751 6 85.0

自小作 533 138 671 621 50 85.8

小 作 389 154 543 533 10 73.0

B
群

自 作 938 135 1073 879 194 106.7

自小作 836 127 963 826 137 101.2

小 作 659 149 808 741 67 88.9

注）前掲，『覆刻版 農家経済調査報告』によって作成した。1936 年。

１）農業所得＝農業収入−農業経営費（「不生産的経費」をふくむ）。なお農業所得には自作地地

代部分がふくまれている。

２）兼業所得＝兼業収入−兼業費



あれば稼ぎにでるというのが小生産者のかわら

ぬ行動パターンである。このばあいのちにまた

くわしくのべるが，A群農家のすべてとB群の

小作農においてその農業所得が家計費を賄えな

いことを基礎として農産物の価格水準が形成さ

れることが前提になって，B群の自作農と自小

作農とがその農業所得をもって家計を賄いうる

メカニズムが形成されるとみなければならない

であろう。そのばあいそれは自作地があるから

だとのみはいえない。この階層の自小作農に

あってもその農業所得が家計費を充たしている

からである。いずれにせよ農閑期を生ずるよう

な営農形態であり，かつ近場に賃労働兼業につ

けるような条件があるばあいには農業所得で家

計費が賄われていても，その兼業を採りいれる

のではないかと考えられる。そして兼業を取り

いれる農家階層においてはそのことが当初は農

業所得で家計費を賄いえたにもかかわらず，農

民の競争は結局農業所得と兼業所得との合計を

もってしか家計を賄いえないという結果をもた

らすことになるといっていいのではないかと思

われる。事実，さきの第４表「農業所得と兼業

所得」によればA群農家においては自作，自小

作，小作のいずれにおいても兼業所得がなけれ

ば家計費を賄いえない状態になっている。いず

れにせよ日本で兼業農家の統計がとられるよう

になった 1906（明治 39）年以来太平洋戦争には

いるまで兼業農家が一貫して全農家のほぼ３割

ていどあったということは
(197)
そのことを意味

しているのではないかと思われる。

大内の「農家経済の総括」としての結論をき

こう。まずA群農家についていえば，「ここで

はいずれの農家も辛うじていくらかの黒字をの

こしており，しかもそれは自小作において最大，

小作がこれにつぎ，自作において最小というこ

とになっているが，いずれにしてもかれらの経

済が黒字になりえたのは，過重労働と過少消費

という二重の自己搾取にくわえて，農業外部へ

の労働力販売という半プロレタリア化の道が

あったからであった。さらにこれら A 群内部

では自作は一方では商業的農業を拡大しつつ，

他方では農外投資や下級サラリーマン化という

形で，農業所得の低位性をカヴァーしようとし

ているのにたいして，小作はむしろ農産物の商

品化には積極的意欲をしめさず，日傭い出稼ぎ

等の下級賃労働か，あるいは零細な家内副業に

その兼業収入源を求めつつ飯米農家化する傾向

をもっていた。そして自小作が，これら両者の

中間にあって，一方では可能なかぎりでの自己

搾取によって農産物の商品化の拡大をはかると

いう自作的傾向をしめしつつ，他方では日傭い，

出稼ぎによって兼業収入の増大をめざすという

小作的傾向を示している。ただかれらにあって

は，前者の傾向が主流をなしており，後者はむ

しろやむをえざる悪としてみられるにすぎない

のである。さきにあげた自小作において農家経

済余剰が最大になるという数字も，このような

自小作のすぐれて自己搾取的な性質の結果とし

て読みとらなければならないであろう」
(198)
と

総括している。またB群については「この群の

小作のばあいには……A 群の自小作にたいす

る評価がある程度あてはまるのであって，かれ

らは兼業をなお不可欠なものとはしているが，

A 群の小作のように飯米農家化する傾向はみ
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(197) 総農家にしめる兼業農家の割合は 1906 年が 29.2％で，1936 年が 25.5％であり，1940 年が 32.4％である（前

掲，『改訂 日本農業基礎統計』，105 ページによる。その注によれば，兼業とは「わが国では一貫して世帯単位の

概念を採用し，世帯員中農業以外の業に従事するものの有無によって判定する建前がとられている」とある。こ

のばあい「世帯員中農業以外の業に従事するもの」が通年的に農業以外の業に勤務しているもののみのばあいも

兼業農家とされると考えられる。

(198) 前掲書，110∼111 ページ。



られず，むしろ農民的に上昇しようとする努力

を強くしている。しかし自作，自小作になると

兼業収入は，もはや A 群にみられたような喫

緊の，いわばかれらの存立条件を左右するほど

の重大なものではなくなっている。かれらに

とって兼業の必要は，農業労働の季節的繁閑を

調節し，経営全体としての能率を高めるという

第二義的なものか，あるいは農業内部に蓄積さ

れた剰余を農業外に投資するためのものとして

あらわれてくるのである。そして A 群の小作

とは反対の方向においてであるが，かれらも，

とくにその自作は脱農民化への傾向を強めてい

る。それはいわば日本の農業経営としては，ほ

ぼ昇りつめた姿をしめしているのであり，それ

以上の上昇はかれらを非農民化，有産階級化す

る以外にないというところに到達しているので

ある」
(199)
とむすんでいる。

こうして大内はAB両群の自小作別農家の性

格と運動方向を簡潔につぎのようにまとめてい

る。すなわち，A群の自作は一方では「商業的

農業の拡大」，他方では「下級サラリーマン化」，

同小作は日傭い，出稼ぎの飯米農家化，同自小

作は一方では「自己搾取的自作農化傾向」をも

ち，これが主流であり，他方では日傭い，出稼

ぎ，小作農化である。B群では小作はA群の自

小作のような農民的上昇力をもち，自小作，自

作の兼業化は「二義的」なものであり，自作は

有産階級に横すべりをしている，としている。

各層の性格規定と運動方向の指摘はおよそ適確

である。ただ私としてはことに A 群のような

経営土地の小さい農家や B 群の小作農にあっ

ては自家労働を投下しうるあらゆる機会を自家

農業内外に求めてゆくという小生産者的行動パ

ターンがあることを重視すべきであると思う。

兼業もたんに第二義的というよりは蓄財の一環

としてかれらにとっては重要な行為というべき

なのである。ドイツよりさらに後進的資本主義

として出発した国としては，農業の発展が小生

産者的枠組みを破砕できなかったことの根拠を

問うことのほうが重要であると考える。大内の

ここでの分析は農民各層の性格と分解の方向を

規定したものであるが，その運動が成立する根

拠はかならずしもしめされてはいない。つまり

いいかえるならば，中農標準化傾向と農民層の
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(199) 同，111∼112 ページ。

第５表 農業所得水準と兼業所得水準の比較

農業労働
（時間）

兼業労働
（時間）

計
（時間）

農業所得
（円）

兼業所得
（円）

計
（円）

A
群

自 作
4616

（87.7）
646

（12.3）
5262
（100）

638
（84.3）

119
（15.7）

757
（100）

自小作
5367

（79.4）
1393

（20.6）
6760
（100）

533
（79.4）

138
（20.6）

671
（100）

小 作
4294

（79.0）
1140

（21.0）
5434
（100）

389
（71.6）

154
（28.4）

543
（100）

B
群

自 作
5743
（88.5）

746
（11.5）

6489
（100）

938
（87.4）

135
（12.6）

1073
（100）

自小作
5430

（86.5）
849

（13.5）
6279
（100）

836
（86.8）

127
（13.2）

963
（100）

小 作
6073
（82.0）

1331
（18.0）

7404
（100）

659
（81.6）

149
（18.4）

808
（100）

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。



分解との関係が明確ではないということであ

る。中農標準化傾向が農民層分解の一形態であ

るならば，分解層はどの層で上層，下層はどこ

かが判然としていないのである。

⑶ 農民層の両極分解としての中農標準化傾向

中農標準化傾向とはじつは農民層の両極分解

の一形態であると考えられる。その根拠の解明

には詳細な分析が必要とされるであろうからこ

こでおこなうわけにはゆかない。だがその基本

的な論点は提起しうる。すなわち第５表の「農

業所得水準と兼業所得水準の比較」によれば，

A 群においても B 郡においても家族総労働に

しめる農業と兼業との割合と総所得にしめる農

業と兼業との割合が驚くほど似通っていること

がわかる。とくに A 群では労働における割合

が農業八割にたいして兼業が二割であるが，所

得においても大体同じ割合である。B群におい

ては農業と兼業との割合比率では自小作別に多

少バラつきがあって，自作では農業の割合が多

少高く，小作では兼業の割合が相対的に高い。

けれども自作，自小作，小作の各層では総労働

における農業と兼業の比率と総所得における農

業と兼業との比率は大体同じになっている。し

かし A群に典型的に現れているように農業と

兼業との比率が労働においても所得においても

大体同じになっているということは重要であ

る。すなわちそれは一労働日当たりの所得が自

家農業においても兼業においても大体同水準で

あることをいみしている。この点は事実，第６

表「10 時間労働当たり農業所得と兼業所得」を

みても 10 時間当たり所得は兼業所得のほうが

いくらか高いが大体同じような高さになってい

る。まえの表にもどるが，B群では経営面積が

大きいことによって，労働でも所得でも農業の

比率が高くなっているのであり，自作，小作間

のとくに農業所得格差が大きいのは自作地地代

の有無によるとみていいであろう。その点では

A 群自作の農業労働所得がいわば突出してい

るのも自作地地代のためであろう。

以上の事実はなにを意味するのであろうか。

大筋をしめすということであれば，一農業労働

日所得＝一兼業労働日所得＝一労働日所得＝一

日当たり農家家族生活費＝一労働日当たり農民

の Vということである。この Vはたとえば自

家農業で年間 200 日働いて（あとは農閑期）一

年間生活しうるといったものではなく，は

しょっていえば一日労働して一日の生活費がえ
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第６表 10 時間労働当たり農業所得と兼業所得

｛円｝

農業所得
（円）

家族農業
労働時間
（時）

同 10 時間
当たり所得
（円）

兼業所得
（円）

兼業労働
時間
（時）

同 10 時間
当たり所得
（円）

A
群

自 作 638 4616 1.38 119 646 1.84

自小作 533 5367 0.99 138 1393 0.99

小 作 389 4294 0.91 154 1140 1.53

B
群

自 作 938 6653 1.41 135 746 1.81

自小作 836 6402 1.31 127 849 1.50

小 作 659 6477 1.02 140 1331 1.12

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。

家族農業労働時間は実数である。



られるといった意味での V である。その生活

費が農業所得でも兼業所得でも一日当たりでは

ほぼ同じていどなのである。農民の兼業所得水

準が自家農業と同様に一日兼業労働にでて一日

分の生活費がえられるにすぎないという低水準

になっているのである。つまり農閑期に行われ

る農家の兼業が日雇的兼業であることを基礎と

して自家農業労働の評価が一日当たり労働の評

価として規定されるのである。

A群と B群とでは経営規模が異なるが，その

かわり第７表「家族１人当たり家計費」にある

ように家族員数がB群の方が一人以上多いが，

一人当たり家計費はA群農家より低めである。

家計費は家族数が増えると増加するが一人当た

りには逓減的になる性質がある。しかしそれに

しても生活水準にはそれほど大きな差はない

か，もしくはむしろB群のほうが低いというべ

きであろう。ただ B 群農家には余剰の蓄積力

が大きいという特質があるとみるべきであろ

う。ただ第８表「土地生産性と労働生産性」に

あるように，A群農家はB群農家にくらべて土

地生産力に優れているが，労働生産力では劣っ

ている。それにたいして B 群農家はちょうど

逆に労働生産力で優れて土地生産力で劣ってい

る。B 群は発展力のある小商品生産者であっ

て，A群は衰退しつつある，あるいは上層と下

層との両極に分解しつつある不安定な小生産者

であるといっていいであろう。それ自体は過剰

人口的農民なのである。そのなかにあって A

群でも B 群でも自小作の支払う反当小作料が
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第７表 家族１人当たり家計費

家族員数
（人）

農業従業者数
（人）

家計費
（円）

１人当たり家計費
（円）

A
群

自 作 5.24 3.04 751 143

自小作 5.08 3.14 621 122

小 作 5.71 3.15 533 93

B
群

自 作 7.02 4.10 879 125

自小作 6.91 4.00 826 120

小 作 6.84 4.03 741 108

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。

第８表 土地生産性と労働生産性

耕作地
（反）
（A）

農業収入
（円）
（B）

農業労働時間
（時）
（C）

土地生産性
（円）
B/A

労働生産性
（円）
B/C

A
群

自 作 8.6 959 4807 112 2.00

自小作 9.1 932 5464 102 1.71

小 作 8.3 823 4224 99 1.95

B
群

自 作 14.6 1374 6962 94 1.97

自小作 14.6 1437 6797 98 2.11

小 作 14.4 1341 6649 93 2.02

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。

農業労働時間は農家家族世帯員と雇用労働の農業労働時間の計。



がいしていちばん高くなっているのは第９表

「自小作農別反当小作料」がしめすとおりで

あって，それは宇野がいうように自小作が自作，

小作より農民的発展の意欲が強いことをしめし

ているものといっていいであろう
(200)
。以上の

事実のうち 7∼8 反経営のA群農家が上下に分

解しているという想定は重要ないみをもってい

る。従来日本の戦前期の農民層分解が中農また

は小農標準化傾向をもつといわれたが，これが

両極分解を意味するのか，それとも中農に集中

化するのか，学界でかならずしも明確にはされ

てこなかった。むしろ後者のように考えられて
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(200) 宇野弘蔵は「自小作農形態の特殊性」という論文のなかで，「多かれ少かれ自作地を所有する自作兼小作農が

ある程度までは高い小作料にしてもこれを支払って自家労力を十分に使用し得る経営面咳を獲得しようというの

は当然であって，これが小作農家にとって不当に高い小作料となることもあり得るのではないであろうか」（宇野，

『宇野弘蔵著作集』，⑧，1974，岩波書店，46 ページ）といっている。この文章が所在する論文は 1945 年 11 月に

発表されたものであるが，『宇野弘蔵著作集』，別巻（1974，岩波書店）に収録されている「未定稿Ⅱ」の「農家の

構成」は斎藤晴造の解説によれば，1946 年にかかれたものと考えられるという。実際それは自小作農の特殊性を

より具体的に明らかにしたものとなっている。その結論部分には小商品生産者としてのもっとも発展した特質を

明らかにしている。こういっている「自小作農はいうまでもなく自己の所有地に小作地を加えて農業経営をなす

ものであって，小作地の借入れは単純に企業家的立場において行われるものではない。それは自家労働力のいわ

ゆる完全燃焼を基準としての借入れであると同時に経営耕地に対する所有の解放を目標とするものである。我が

国農業の家族労作経営の根本は実にこの点にある。自作農がその発展の道を地主的経済に求め，農家としては

往々にしてその積極性を失い勝ちとなり，小作農が地主に対してしばしば貧農的地位を強制せられる傾向にある

ことは，自小作農のこの農家としての積極的競争に圧倒せられるからに外ならない。商品経済を基礎とする自小

作農経営の競争は，一面では家族労働の極端なる強化による生産物価格を通して，他面では自作地の援護による

小作地の争奪によって，自作農，小作農にとって極度の負担を強いるのである。総耕地面積の半ば以上を経営し，

農家戸数の四割五分にも達する自小作農は，その家族労作経営を以て，我が国農業に単なる生計のための経営で

もなければ，また利潤のための経営でもない，一種独特の家族的経営様式を確立して来たのである。それは極度

に家族的消費を節約し，また家族労働を強化するということに基礎を置くものである」（前掲『著作集』，別巻，

479∼480 ページ）と。ここに登場する 1∼2 町自小作家族経営は増加しつつある農業生産経営としては最高の経

営であって，「経営耕地に対する所有の解放」とは自作地の地代部分の一部を借入地地代に上乗せするといういみ

である。そうまでして家族労動力の完全燃焼ができるように小作地をとりいれて経営地の拡大をしようとするわ

けである。

第９表 自小作農別反当小作料

小作地
小作料
（円）

反当小作料
（円）田

（反）
畑

（反）
計

（反）

A
群

自 作 3 1 5 14 2.8

自小作 40 9 49 159 3.2

小 作 66 14 81 240 3.9

B
群

自 作 3 2 5 14 2.8

自小作 53 16 69 202 2.9

小 作 102 30 132 370 2.8

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。



きた。そうだとすればそれは分解とはいえな

い。私はさきに示唆したはずであるが，小農標

準化傾向とは農業経営規模としては 0.5∼1 町

層が 1∼2町層の自作または自小作小農と，0.5

町未満層の二兼農家とへ分解することをいみす

るとみている。小農標準化とはその上向運動が

経営としては 1∼2 町層の小農に向っての運動

であって，そこで止まって，あとは地主化して

農業生産の外部にでることをいみするのであ

る。下向運動も経営としては二兼 0.5 町未満層

どまりであって，そのさきは賃銀労働者として

農業の外部に出てしまうのである。まことにリ

リパット的分解なのである。さきの 0.5∼1 町

層の A 群農家は，とくにその自小作農はまさ

に分階層であったのであり，1∼2 町層の B 群

農家は上層に析出された上層農家だったのであ

る。そしてそれ以上の階層は地主化して農業生

産担当者ではなくなるのである。

こうして戦前期の農民は農閑期には賃労働兼

業にでるか，炭焼きなどの兼業生産物の生産を

とりいれるか，そうしたことをせざるをえない

のである。その点では封建時代の農民が農業の

かたわら家庭工業にも携わっていたことと同じ

である。ただ資本主義のもとでは家庭工業は少

なくなって，賃労働兼業が多くなったわけであ

る。そうした兼業ができないばあいには生活の

仕方を極度におとさざるをえない。また生活の

仕方をおとせば何とかなりうるのも，賃銀労働

者とは異なる小生産者の特徴であろう。賃労働

兼業にでていく点が封建時代の農民と大きく異

なる点であろうが，農業以外の稼ぎもしなけれ

ばならないことは共通しているのである。

こういうわけで多角的農業経営とか大規模農

業経営とか，あるいは地主自作経営などをのぞ

けば大半の農民にあっては農業も兼業もその所

得はそれに従事した労働日分の生活費しか保証

しなかった。したがって日本の農民の大半をし

める水田単作地帯の農民は，農閑期には兼業労

働にでざるをえなかったのである。そのことは

小農民が小農民として農業を徹底的に商品経済

的に経営することは無理であることをしめして

いる。いいかえれば農民の生産する農産物の価

格は兼業労働をとりこむことを前提にして形成

されていることをいみしている。ところがここ

での大内は農民の自家農業労働の問題を兼業労

働を抜きに論じうるものとして兼業問題を二次

的な意味しかもたないものとしているのであ

る。けれどもさきにみたように農産物価格が農

業労働一日当たりに形成する価値が一日分の生

活費（V）にしか当たらないということを基礎

にして形成されるものとすれば，そして年間労

働日のすべてを農業に投下することができない

で，かつその所得がその投下労働日の生活しか

保障しえないものであるかぎりは，残余の生活

費は原則として兼業労働所得をもって賄うほか

はないということになるのである。それは５反

∼１町層農家の農閑期兼業労働を前提にして農

業労働の価値形成力が規定されていることによ

るのである。それはおそらく試行錯誤のうちに

そうなったはずである。以上は A 群農家のば

あいであって，そこでは一日あたり農業労働所

得が一日あたり兼業労働所得より大きくなりえ

た農家は上昇し B 群農家に転化する。小さい

ばあいには一段下の 0.5 町以下層に転化して賃

労働者的性格を強くする。B群農家，とくにそ

の自作，自小作のばあいは兼業所得が仮になく

ても，年間生活が可能であった。しかし農閑期

がある以上は小生産者としては兼業機会がある

ならば兼業に従事しない理由はない。小生産者

としてあらゆる機会を利用するはずである。ま

たそういうような自己労働力の使い方は小生産

者しかできないのである。しかしその経済的行

動の選択幅を大きくなしうるにはみずからの生

活を最低限保証するだけの土地の所有者でなけ

ればならないであろう。もちろん土地所有には

国家をはじめとして府県，市町村から地租を徴
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収される。しかしその地租総額は第 10 表「小

作料と地租」にあるように借地農の小作料にく

らべるならば，その一割ていどである。小作料

がいかに高いものであったことがうかがれるの

であるが，それはそれで商品経済的運動の結果

なのである。しかしそれを規定していたのはた

んに小作農の土地借地競争の結果によるわけで

はない。その競争を小作農に強いた日本資本主

義の後発国的性格に由来する過剰人口圧力を下

地にして，さらに帝国主義段階への推転によっ

て，いわば構造化された過剰人口的圧力がその

基底に存在していたのである。

⑷ 農業問題解決策としての「発展の法則」

過剰人口的圧力は帝国主義段階に入ると変化

はしないのだろうか。すでに世界の有力資本主

義諸国が 19 世紀末以来帝国主義段階に突入し

てから優に一世紀以上を閲している。今日のわ

れわれにとっては第二次世界大戦後の 1950 年

代後半からの資本主義の高度成長は優に半世紀

以上を閲している。帝国主義段階＝低成長との

み規定することはできなくなっている。考えて

みると帝国主義段階とは自由主義段階を離れる

ことを意味しているのであって，離れ方にはい

ろいろあっても不思議はない。今や大戦争とい

う大破壊そのものが「人為的」生産関係の変革

を意味している時代である。その生産関係の大

変革が意図せざる生産力の高度成長をもたらし

たのであって，こういうことも帝国主義段階に

は十分ありうることなのであった。帝国主義段

階とは自由主義段階から離間するということな

のであって，離れ方には戦争と平和ということ

もありうるのである。

日本農業が日本資本主義の成立・発展期に資

本家的発展をなしえなかったのは日本資本主義

がドイツよりさらに後進国的な成立を余儀なく

されたからにほかならなった。明治末期までは

それでもきわめて弱いかたちで方向としては農

民層の資本主義的に正常な両極分解の発生をみ

たのであった。しかし帝国主義段階に特有ない

わゆる中農標準化傾向は明治末期から現れはじ

め，とくに第一次大戦後にいたって明確にみら

れるようになった。その中心をなすのはこれま

でみてきたような小商品生産農民としての資本
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第 10 表 小作料と地租

（円）

不生産的
経費の計

小作料 諸負担 うち地租
小作料
＋地租

A
群

自 作 91 14 54 27 41

自小作 214 159 28 11 170

小 作 265 240 11 2 251

B
群

自 作 128 14 79 44 58

自小作 294 202 52 23 225

小 作 423 370 18 4 374

注）前掲『農家経済調査報告』による。1936 年。

１）不生産的経費とは負債利子，諸負担，小作料，賃借料，販売費，そ

の他よりなる。

２）地租には，国税として，田税，畑税，宅地税，その他地税よりなる。

府県税，市町村税にはそれぞれ地租付加税がある。ここの地租は

その合計である。



主義的対応であった。中農標準化傾向という農

民層分解の特殊に矮小化された形態もその資本

主義の発展の問題と関係がある。だが第二次世

界大戦後には世界の有力資本主義諸国では農民

層の分解も大きく変わることになる。佐伯尚美

は「現代資本主義の下で，農民層分解にも再び

大きな変貌が訪れることになる。かつて古典的

帝国主義段階でみられた中農標準化現象が崩

れ，再び新たな形態・性格の両極分化が開始さ

れることがそれである」
(201)
といったのち，つぎ

のように日本をふくむ主要資本主義諸国に共通

する現象としてとらえた正しい認識を示してい

る。「それは自由主義段階におけるような農業

内部における資本主義的経営の発展・拡大を意

味するものではけっしてなかった。総農場数の

急減にともない，いずれの国においても農場内

部は，一部の専業的大経営と残りの大多数の零

細兼業経営という二つの階層にますます明瞭に

分化しつつある。しかも，この二つの階層はと

もに農業内部における資本=賃労働関係とは無

縁である。前者は高度の資本装備をもち，その

生産規模を一段と拡大してきているものの，そ

の雇用労働への依存はむしろ低下ぎみである。

これに対して後者は主として農業外企業に雇用

される土地持ち労働者であるが，かつての“貧

農”イメージとは異なってその生活内容は著し

く向上し，いわゆる安定兼業農家化しつつあり，

彼等の生活水準は場合によっては上層農家をも

上回っている。要するに，一部の企業的家族大

経営と大多数の安定兼業経営というのが，先進

資本主義国にほぼ共通にみられる農民層分解の

方向なのである。こうした新しいタイプの農民

層分解をどうとらえるかというのが，現代資本

主義の農業問題を理解するキー・ポイントであ

る」
(202)
といっているのである。

この第二次大戦後の主要資本主義諸国に現れ

た農民層分解の新たな形をどうとらえたらいい

かという問題を考えるとき，宇野が主張してや

まない「発展の法則」という考え方が一つの有

力な鍵を提供していると思われる。われわれが

さきにみたように植民地米の移入にはなにゆえ

関税をかけなかったということもこの「発展の

法則」にかかわるのであり，日本における農民

層の分解がさしあたり明確にブルジョワジーと

プロレタリアに両極に分解しないのもその問題

にかかわってくるのである。農民の労働は商品

としての労働力の使用価値としての労働ではな

い。資本主義社会においては一面ではたしかに

その小生産者の労働力の使用価値が価値を生む

という結果をもたらすが，いつも必ずそうなる

とはかぎらない。小農の生産物の価格が下がっ

たからといってかならずしも農業への労働の増

投ををやめるわけではない。労働力が買った商

品ではないからである。もちろんその低下も程

度問題であるが，自己労働をある程度投下しつ

づけうるのである。そのために農民の自己労働

の価値形成力は低下を避けえないことになるの

である。このばあい後進諸国の，あるいは特殊

先進国のアメリカの安価な農産物を原則制限抜

きに輸入することは国内農民の貧困化を招くも

のとして，これまで抑制されてきた。しかしこ

れでは農民の貧しさからの解放はなしえないこ

ともまた事実である。農業の労働生産性をあげ

るには原則として一戸当たり経営面積を拡大す

る必要があるが，そのためには土地総面積が一

定である以上は農民総数の減少が前提にならざ
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(201) 佐伯，前掲『農業経済学講義』，57 ページ。なおここでは中農標準化を通説と同様に両極分解とみてはいない

ようなのであって，私の理解とは異なっている。

(202) 佐伯，前掲書，58∼59 ページ。なおここでは上層農はいわば大型小農であるという捉え方をしているが，条

件次第では小資本家的経営にもなりうると考えていいのではないかと思われる。



るをえない。そこで発想の転換をして，安価な

農産物輸入を制御しつつ敢行して，食糧費を低

位に抑えつつ賃銀労働者の雇用を拡大せしめ，

工業を発展せしめて，工業製品を後進農業諸国

等に輸出して，ますます農民の賃銀労働者化を

促進させる。つまり工業製品を輸出して農産物

を輸入するという，自己を工業国とし，他を農

業国とする関係の実現，これが宇野の「発展の

法則」であって，主要資本主義諸国は資本主義

発展の段階のいかんを問わず，事実上これまで

外的関係を自己に有利に利用して発展してきた

のである。後発資本主義諸国がその農業問題を

根本的に解決するにはこれしかないのもまた事

実なのである。そうしないかぎり農民を莫大な

財政資金をもって保護しつつ，それにもかかわ

らず結局は保護しえずに，しかもかりに保護し

ていても農家数を減少せしめえない以上，結局

農業問題を解決することにはならないのであ

る。その解決策が宇野の「発展の法則」説なの

である。

５ 「発展の法則」と農業問題

⑴ 宇野「発展の法則」の基本

宇野弘蔵に資本主義全期を包摂するものとし

ての「発展の法則」という考え方がある。封建

社会において農業と工業とが合体していた状態

から工業が分離され手工業として独立化しつつ

ブルジョア革命をへて資本主義が成立した。そ

の後も資本主義体制をリードしたのは工業であ

る。その工業の発生・発展・変質の歴史的展開

に応じて，農業も資本主義的変容を余儀なくさ

れた。その資本主義がもっとも順調な発展をみ

た産業資本時代を代表するイギリスは，みずか

らを工業国とし，他を農業国とする関係をとる

ことによって資本主義の加速的な発展を実現し

たのであった。その農業国は資本主義の後進国

であるが，農産物を工業国に輸出することに

よってみずからの工業資本主義化を実現したの

であって，農業国にとってもとくに不利だった

というわけではない。むしろ工業化を促進しえ

たのである。それはすでにのべたようにリカー

ドの比較生産費説が明らかにしていることで

あって，工業国はみずから農産物を生産するか

わりに，工業製品をいわば追加生産し，農業国

に輸出し，その見返りに農産物を輸入するほう

が有利であり，農業国も同じ理屈で未発展の工

業製品を生産するかわりに農産物を追加生産

し，それを工業国に輸出して，その見返りに工

業製品を輸入するほうが有利だった。もちろん

後進国はいつまでもそこにとどまるわけではな

いが，当面は工業資本の蓄積がある程度達成さ

れるまでは農業国にとどまることになるであろ

う。重要なのはこの過程のうちに工業国では安

価な農産物が輸入されて，農民層の分解が激化

促進され，農業経営を放棄せざるをえなくなっ

た土地を集中して，資本家的大農業経営体が増

進，または発生することにある。零細農業経営

が脱農せざるをえないし，また工業の発展もそ

の輸出増大によって加速されるから賃銀労働者

の雇用も増大する。それは零細農民の脱農を容

易にするから単位農業経営面積の拡大を容易に

するのであり，その延長線上に資本家的農業経

営の新たな出現も可能になるであろう。後進国

がより後進的な国にたいして同様なことをすれ

ば，規模は小さくなるであろうがほぼ同様なこ

とがおこるわけである。

これは偶然そういう関係ができたということ

によるのではない。もともと商品経済は共同体

と共同体との間で発生したということは，その

商品がそれぞれの共同体にとっては余剰生産物

だったからであって，商品経済にとっては本来

の関係なのである。そしてこうした関係の展開

のうちに，工業国においても農業の資本主義的

発展ないしその傾向をみたし，農業国において

も工業の資本主義的発展をみるようになるので
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あった。そしてその資本主義的発展いかんに

よっては農業の資本主義化も可能になるであろ

う。ただ共同体と共同体との間のたんなる関係

とは異なって，農業から分離された工業製品が

出現したところに，たんなる共同体間の関係と

は異なるところがあるのであって，そういう工

業品はより必需品的な農産物とは異なって，す

べての共同体においていっせいに余剰化するほ

どに生産されるものではない。工業品はこの点

で農産物とは異なるわけである。農業と分離さ

れた工業製品はどこの共同体でもいっせいに造

られるというものではない。先進国のイギリス

ではじめて造られたのであリ，それゆえいわば

工業品生産で史上はじめて先進国，後進国とい

うちがいが発生したといっていいであろう。そ

してそういうちがいが同時代に並存して商品経

済的に「平等な」競争を展開せざるをえないこ

とが，工業国対農業国という関係を形成したの

であって，それはけっして資本主義にとってた

んなる外在的問題ではないのである。もともと

資本主義はかかる外的関係から発生し，内部を

も「外的関係」たらしめているのである。

こうした歴史的事実を基礎にして宇野が主張

したのが，農産物を輸入して工業製品を輸出す

るという資本主義「発展の法則」なのであった。

それはもちろん資本主義の発展期としての自由

主義段階で明確に現れるのであるが，のちにみ

るように資本主義全期をつうじて存在する歴史

貫通的法則として宇野はとらえている。だが工

業国対農業国の関係は資本主義の先進国と後進

国との立場におかれるのであって，それは先進

国型と後進国型という固定化した関係になる。

生産力の発展テンポは工業のほうが早いからで

ある。先進国型は農業まで資本家的商品経済に

包摂されるのにたいして，後進国型では資本家

的商品経済と多かれ少なかれ小生産者的商品経

済とが並存する関係のなかにあって，後進国型

は先進国型に収奪される関係が発生するので

あって，後進国型においては農民にとっては，

一方では過剰人口が堆積していて工業労働者に

なる道が狭く，他方では農産物価格が低水準で

あって貧しい生活を強いられることになる。先

進，後進のちがいはこうして資本主義の型をも

規定するのであって，それはかつて日本の学界

を支配していた思想が主張していたようにたん

にブルジョア革命が不徹底だったからではな

く，不徹底にならざるをえなくさせた歴史的必

然としての資本主義特有の後発性によるのであ

る。

以上にのべたことは宇野の「発展の法則」説

から私が学びとったことなのであるが，以下で

はその宇野説を直接検討しよう。その「発展の

法則」が論文で直接展開されているのはつぎの

四点の論文である。発表順にいうと，第一は「資

本主義の成立と農村分解の過程」（1935 年）で

あり，第二は「農業問題序論」（1947 年），第三

は『恐慌論』（1953 年）の序論の「二 恐慌論と

外国貿易」であり，第四は「日本資本主義の特

殊構造と農業問題」（1959 年）である
(203)
。なお

これ以外にもいくつか「発展の法則」に言及し

たものがあるが，それはそのつど指摘したい。

では宇野の「資本主義の成立と農村分解の過

程」における主張をみよう。資本主義にはつね

に資本家的商品経済を進化拡大しようとする経
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(203) 宇野，①「資本主義の成立と農村分解の過程」，初出は『中央公論』1935 年２月号，のち『農業問題序論』，

1947，改造社，『増補 農業問題序論』，1965，青木書店，に収録。②「農業問題序論」，前掲『農業問題序論』お

よび『増補 農業問題序論』に収録。③『恐慌論』，岩波書店，単著のなかの一節。④「日本資本主義の特殊構造

と農業問題」，東畑精一・宇野弘蔵編『日本農業の全貌第四巻 日本資本主義と農業』，1959，農林省農業総合研究

所，のち前掲『増補 農業問題序論』に所収。ただしここではいずれも『宇野弘蔵著作集』，⑧〔農業問題序論〕，

1974，岩波書店，より引用する。



済的運動が存在する。いいかえれば社会を商品

経済的に純化しようとする性格がある。条件さ

えあればそれをとらえていわば商品経済の筋を

とうそうとする。その動きは資本主義の発生

期，発展期においてそうであったように商品経

済の運動が既存の障害物を突破して発展しよう

とする。資本主義はこの運動そのものを後進国

的条件や帝国主義段階への転化による阻害をう

けながらも，いわば忘れないのである。そのこ

とを論じたのが宇野のこの論文である。その結

論部分でこういっている。「かくて後進諸国の

資本主義の成立は，その必然的前提となるべき

農村の分解を，一部的にはむしろその発展の結

果として種々なる形を通して，政策によってあ

るいは促進的にあるいは停滞的に一般的には慢

性的過程として実現してゆく。勿論それぞれ特

殊の国においてこの過程自身は特殊の形態をと

るのであるが，しかしそれは資本主義そのもの

がおのおの特殊の法則によって発展するという

意味にとってはならない。資本主義はイギリス

においても戦前のロシア，ドイツにおいてもま

た日本においても同様なる発展の法則をもって

発達するのであって，それが阻害され，歪曲さ

れるところに各国の特殊性があるに過ぎない。

また実際かくなければ，これを経済学的に分析

することは不可能であり無意味であるであろ

う」
(204)
と。念のためにいえばこの「発展の法

則」はいつでもそのまま貫徹するというのでは

なく，資本主義の爛熟期においては阻害されな

がらも作用しているといういみなのである。ま

たイギリスより遅れて資本主義の成立をみたド

イツや日本ではイギリスにたいする後進国とし

て農産物（ドイツは小麦，日本は米，繭，生糸）

を輸出したのであって，それはそれで後進国の

資本主義の発生の型なのであった。それは一般

的に後進諸国が資本主義の発生期にとる方法な

のである。イギリスは世界最初の資本主義の発

生国として農産物（羊毛）も工業製品（毛織物）

も輸出し，金銀財宝を手に入れたのであった。

そして資本主義の発展期は農産物（綿花，食糧）

を輸入して，工業製品（綿織物）を輸出すると

いう資本主義の典型的な発展を実現したので

あった。いずれにしても資本主義の発展段階に

よっては「発展の法則」は阻害されることもあ

るが，つねに作用しているといういみなので

あって，そのいみでは原理論の諸法則と同様に

歴史貫通的法則だというのである。この「発展

の法則」は 1948 年公刊のさきにみた『日本にお

ける農業と資本主義』（1948）という討論会の記

録においても語られているし
(205)
，『宇野弘蔵著
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(204) 宇野，前掲，『宇野弘蔵著作集』，⑧，41 ページ。

(205) この書の第二部「論争点の究明」の一「農業を動かすもの」のはじめのほうでつぎのような興味深い討論がお

こなわれている。「宇野 農村なり農業なりの問題も資本主義の中で農村がどうなつているかということに中心

があるのであつて，資本主義全体の発展の問題でしよう。農村を資本主義から離して農村固有の問題としてしま

つたり，或は独自の発展の問題としてしまつては，問題の点が全く偏つた考え方になつて来る。例えば農村独自

の発展を保障するということが政府の政策としても，それがどういう目標を有しどういう結果となるかは，農村

固有の或いは独自のものとして扱うことは出来ない。だから大内（力――犬塚）君のいわゆる資本主義の影響に

しても，之をある程度緩和しながら，資本主義に適応したものにしようということになつたとしても，それは農

業の発展には之を阻止する方の影響が強くなつて来るということにもなる。しかもそれは又同時に動かすもの自

身が実は分解を促進するという結果を齎らすことにもなる。/大内 むろんそういう面もあるでしよう。いかに

農民の分解をチェックしようとしても，他方ではともかく商品経済に農業を適応させてゆかなくてはならないわ

けですから，そうなれば分解を促進することにもなるのは当然です。それは矛盾には違いないけど，事実の矛盾

なんだからしよういがない。/宇野 だから分解が行われてゆくということも決して単独の過程としてではな

い。これは農村と都市の工業を比較すると，それは受動的な面が非常にあるけれども，それに対応して分解して



作集』別巻の未定稿「農地制度改革は何故行わ れるか」
(206)
においては政策提案として主張さ
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いるのだから……全体の資本主義の発展進化からいえばどうしても分解せざるを得ないというところに意味があ

ると思う，日本の農業もそういう点では資本主義に対応した過程をとつているのであつて，受動的といえば農業

全体が受動的だともいえる。之を動かすものは日本の資本主義だということにもなる。/大内 大体今までの日

本の農業政策そのものがなるべく資本主義から農業を切断して小農を維持して行こうという考え方だった。少く

ともイデオロギー的にはそうだ。しかし実際には，政府がそのつもりでやつていることが案外反対に小農を分解

させている場合もむろん多いのでしよう。むろんうまくチェックしえた場合もあるかもしれないけれど。/宇野

そういう場合もやはり資本主義的な分解を促進している面が必ずある。/大内 それはたとえば東畑先生のいわ

れている国家がウンターネーマーであるという一つの証拠としてたとえば品種改良というような事業，これは農

事試験場が専らやつている。そういう意味で新しい生産力をつくるべき力は国家がもつているという考え方だと

思うのです。そしてこの新しい生産性の高い品種を農家に用意させれば，農家の経営が少くとも一時的には立ち

なおつて，小農維持の目的は達せられるでしよう。しかしその新しい品種を農家に押しつけて経営のなかに入れ

れば，商品化がますます進む。そういう意味ではやはり一方では農村は分解する。/宇野 農村がある程度資本

主義の下で分解するというのは，これはむしろ資本主義自身の発展の法則じやないですか。それを農村なり，農

業だけを別にして動かすもの，動かされるもの，というものを決めることはちよつとむずかしいのじやないかと

私は思う。まあしかし資本主義に対して受動的な面のあるということはいつていいでしよう。一般的にいえば，

……。そしてまた政府の政策としても，これも受動的な面である点を緩和するという方で農村の対策が立てられ

ている。こういうことはいえるので，それが果たして農業問題，農村問題を解決する途であるかどうかというこ

とは非常に疑問になつてくる。/大内 一般的にいつて，いままでの農本主義者はいうまでもないのですけれど

も，それ以外の考え方で……殊にたとえばマルクス主義的な経済学者の考え方でも農村というものを切離してし

まつて，農村の内部だけでものを考えるという傾向は非常に強い。/宇野 どうしても日本の農村を考える場合

に資本主義の中の一つの農村，農業，というふうに考えなくちやならん。こういう結論になると思うですね。し

かし問題はそれから先きにあるわけで，日本の資本主義が特殊の歴史をもつて発達して来ている，そのために農

村の分解も特殊の性格をもたざるを得ない。此処でも亦農村の特殊性から資本主義の特殊性を規定するという考

え方も出て来る」（同書，154∼158 ページ）と。以上の討議をあげたのは，日本資本主義が小農制をかかえこんで

いるのは，日本資本主義が資本主義としてなお発展していることを前提にしたうえのことであることを明確にし

たいためであるが，この引用のなかで，宇野と大内とのちがいがいわば視角のちがいでもあることがうかがわれ

る。すなわち大内にあっては日本の農民層の分解は阻害はされているがそれでも分解そのものは展開されている

ことが強調されているのにたいして，宇野にあってはその両極分解の動きそのものはあるが，それが阻害されて

いる点が強調されている。大内が原理論に偏った見方をしているのにたいして，宇野は段階論的視角から規定し

ているわけである。大内の考え方からは，直接農民の保護政策の必要性がでてくるが，宇野の考え方からは一方

では農民を保護しつつ他方では分解をすすめる政策をとるという，一見矛盾する二方面政策をとるということに

なる。この点はまたのちに問題にする。

(206) 宇野，『宇野弘蔵著作集』，別巻，未定稿Ⅰ「一 農地制度改革は何故行われるか」の最後につぎの文章があ

る。「この問題（農地制度改革の問題――犬塚）も単純に国内問題として考えることは，真にその解決を求める所

以とは言えないであろう。寧ろかかる世界史的意義を明確にし，その方向に解決が求められて始めて，外部から

与えられた問題としてでなく，国内問題としても正しい方向を採り得ることとなるわけである。この観点からす

ると例えば八千万の人口を有する我が国が，従来の外地を失った今後の経済において，その食糧をいかにして自

給達成するかという方向が，果たして正しいか否かは甚だ疑問である。少なくともかかる目標を予定してかかる

ことは，いわゆる農本主義に陥る危険を免れないであろう。勿論，今後の日本の農業或いは食糧問題をいかに解

決するかを放置してよいというのではないが，世界経済に参加する型態とその実質的関係とは，まったく不明確

なるままで，今後の方向を決定するのは，一層無責任と言わざるを得ないであろう。/したがって農地制度の改

革も，現在のところは他の諸問題と同様に，例えば財閥の解体，或いは労働運動の解放と同様に，従来の封建的性



れている。そこでは宇野独特の見解が表明され

ている。食糧自給説に反対しているのである

が，その根拠にこの「発展の法則」がおかれて

いるように思われる。

宇野はさきほどの引用につづけてつぎのよう

にいっている。「後進諸国が資本主義化を開始

したときイギリスの資本主義そのものは，……

そのメダルの裏側を明らかにしていた。しかし

後進諸国にとっては外面的にはこの方法を輸入

しない限り資本主義国の農業国となってその分

解を受けなければならなかったのであって，そ

れは善いことか悪いことかの問題ではなかっ

た。それかといってこれを学校教師ふうにその

短所を棄てて長所をのみとるということは許さ

れなかった。また内面的にもかかる輸入をなし

得る国として多かれ少かれすでにその準備を有

していたのであって，それは旧社会の崩壊と同

様の必然性でもあった。それと同時にその移植

はそれぞれ特殊な形態をもってしばしば顚倒さ

れたる順序をもって行われ，農村の分解はその

最も極端なる形態を強制されるのであっ

た」
(207)
。この「後進諸国が資本主義化を開始し

たときイギリスの資本主義そのものは，……そ

のメダルの裏側を明らかにしていた」というと

きの「メダルの裏側」とは後進諸国が先進工業

国にたいして農業国の位置にあることをさして

いる。それにたいして後進国は先進国から綿工

業機械を輸入することなくしては農業国の地位

から脱却することができない。しかしそのこと

は農民層の分解を前提にして資本主義が成立す

るという本来の順序からは「顚倒されたる順序」

を踏まざるをえなかったことを意味する。その

結果，後進諸国では農民層を多数残したまま資

本主義が成立することになったというわけであ

る。これも資本主義の「発展の法則」の後進国

における現れである。宇野は日本資本主義の特

殊形態の究明の前提として「一般に後進国とし

ての規定を明らかにする」必要があったので

あって，「それは資本主義が種々なる歪曲を受

けながらも自己の発展法則を貫徹するものであ

るということを理解するために，必ず先ずなさ

れなければならないからである」
(208)
といって

筆を擱くのである。

⑵ 宇野「発展の法則」論の展開

「周知の通り十九世紀中葉の『世界の工場』と

してのイギリスは，大陸諸国を農業国にするこ

とによって実現せられたのである。さらにまた

これらの諸国が工業国化した十九世紀後半に

は，世界的に植民地的農業国がその農産物を

もってこれを補充したのである。われわれはか

かる過程の内に資本主義の発展が，農業自身を

いかに処理して来たかを知ることが出来る。そ

れは決して資本主義の内部における根本的解決

を与えるものではなかった。難点は常にこれを

外部に押しやることによって片づけられて来た

のである。/ 勿論，資本主義は，農業における

その発展を実現しなければ，一社会制度として

の自己を主張し得ないというのではない。工業

における資本主義の発展と共に，農業もまたそ

の工業を失うことによってその旧来の社会関係

を維持し得ないものとして，むしろ資本主義の

発展に即応した変化を示さざるを得なかったの

である。資本主義的工業はその国内に農産物を
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格の払拭という消極的改革に主眼があるものと考えなければならない。なお著しく不明なる今後の方向を予定し

てかかることは，反ってこの主要問題を曖昧にすることともなるのである。少くとも璽余の方策はこの線に沿っ

て展開せられ，制約されるものでなければならない」（前掲，『宇野弘蔵著作集』，別巻，426 ページ）。ここで宇野

は工業・農業を復興させつつ，工業品輸出，農産物輸入の政策を提唱していた。

(207) 宇野，前掲書，『宇野弘蔵著作集』，⑧，41∼32 ページ。

(208) 同，42 ページ。



十分に得られなければ，国外にこれを求めて発

展するということに，何らの困難を有するもの

ではない。実際また一般的にいって国内工業の

発展は外国農産物の輸入を必至とするのであっ

た。……特に機械的大工業の発達は，手工業の

場合と異ってその原料を外国に求めざるを得な

かった。イギリスの羊毛工業が問屋制度乃至マ

ニュファクチュア制の下にあっては，国内に羊

毛を生産し得ることがその発展の有力な根拠と

なったのに反して機械工業の下に発展した綿工

業がその原料を外国に求めたのは，決して偶然

のことではなかったのである」
(209)
という文章

は，宇野弘蔵がさきにみた「資本主義の成立と

農村分解の過程」につづいて 1947 年に発表し

た「農業問題序論」の最初の部分にある文章で

ある。1947 年といえば農地改革がその緒につ

いたばかりの年である。

ここでまずつぎのような疑問がうかぶ。自己

を工業国とし，他を農業国として資本主義は発

展するという宇野のいわゆる「発展の法則」が

ここでは先進国イギリスを例にとってのべられ

ているが，その限りではなんら疑問をはさむ余

地はない。そのことが「それは決して資本主義

の内部における根本的解決を与えるものではな

かった」とはどういう意味なのか，このかぎり

ではよくわからない。その根拠がここではしめ

されていないからである。事実，さきに引用し

た宇野の文章にあるようにイギリス資本主義の

発展は「発展の法則」によって説明できる。イ

ギリス資本主義発生期の羊毛工業は半ば農業と

結合していた手工業としてその原料たる羊毛は

これを国内に求めざるをえなかった。これにた

いして農業から完全に独立した綿工業において

は工業的生産の自立的発展が可能となった。農

業においては資本主義的経営が可能であっても

その生産力は工業のばあいとは異なって小生産

者たる小農の生産力との格差は，とくにその初

期においてはそれほど大きくはない。それに加

えて農業生産には農繁期と農閑期とがあって，

資本主義的経営には不向きな性質がある。個別

資本にとってはすべての分野を資本主義的生産

をもって支配しなければならないという義務は

ない。より利益があがる分野を選択していいの

である。あえて小農と無用な競争をする理由は

ない。イギリスにおける資本主義初期の農業保

護政策は農業生産者の保護というよりは土地所

有者の利害にもとづくものであった。こうして

イギリスにおける資本主義の発展期は，自己を

工業国とし，他を農業国とする関係を通して展

開されたのであり，またすでにわれわれがみた

日本の戦前における植民地，朝鮮と台湾からの

それぞれの総督府による米の無関税移入政策の

真意もまたそこにあったからである。

そして宇野は同じ趣旨のことを後進資本主義

国の発展過程についてものべている。すなわち

「後進国の資本主義は，イギリスの繊維工業に

おいて完成されたものを輸入したばかりではな

かった。新たに鉄工業を中心とするいわゆる重

工業をその基礎としたのであって，産業におけ

る株式会社制度を極度に利用するものとして行

われた。高度の資本の有機的構成を有する産業

が，比較的容易に採り入れられたのもそのため

であるが，それがまた農村の分解をイギリスの

ように徹底的に実現することなくして済ますこ

とになったのであって，農業問題はいわゆる自

由主義によって経済的過程に放任することを許

さないものがあった。それと同時に資本主義自

身も株式会社制度を基礎とする金融資本によっ

て新たなる展開を示していた。例えばドイツに

しても農業人口が十九世紀八十年代には，今日

の日本と同様に四〇パーセントを占めていたの

であって，十九世紀初期にすでに一〇パーセン
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(209) 宇野，『宇野弘蔵著作集』，⑧〔農業問題序論〕，12∼13 ページ。



ト台に過ぎなかったといわれるイギリスとは，

非常な相違を示している。関税その他のいわゆ

る農業保護政策が，どの程度農業一般は勿論の

こと小農自身にも有利に役立ったかは別として

も，少くとも外国，とくに米大陸その他の全く

異った条件の下に生産される穀物が比較的安価

に輸入される限り，暫時的にでも彼らの生産の

現状維持に役立つものと考えられたのは当然で

ある。かくて，鉄関税その他のいわゆるカルテ

ル関税と共に採用された穀物関税その他の政策

は，当時のいわゆる帝国主義的政策を特徴づけ

ると共に，他方では農業恐慌として現われた異

常の状態を緩和する手段とされたのであっ

た」
(210)
。だがそれにもかかわらず農業恐慌は解

決されなかった
(211)
。ドイツではイギリスとは

異なって穀物の生産は減少しなかったのであ

り，さらに東欧からの安価な穀物が穀物関税を

飛び越えてドイツに流入してきたのである。ド

イツの農業問題は「工業の発展と共に労働力の

不足という形で現われた。勿論，地方によって

種々その事情を異にしはするが，一般的にいっ

てそれは大経営における賃銀労働者にのみ限ら

れるものではなかった。小経営もまた労働力の

工業への流出によってますます家族労働力依存

に追いやられることになったのである。そして

それはまた農業の機械化を阻害することとなら

ざるを得なかった。今世紀（二十世紀――犬塚）

に入ってからの価格の恢復が，前世紀末の恐慌

状態をやや緩和したことは事実であるが，しか

しそれはなお一層困難なる問題を準備する期間

に過ぎなかったのである。/ 第一次大戦中米大

陸その他の農業生産の拡大は当然のことである

が，戦後において欧州諸国の復旧と共に，農産

物は世界的に過剰状態に陥らざるを得なかっ

た。多くの国々は戦後の需給関係に適応した調

節をなしえなかったのである。しかもこの過剰

状態は，単に穀類に留まるものではなかった。

十九世紀末の欧州の農業恐慌に対応して現われ

た例えば酪農，糖業等への発展自身も，大戦中

に他の新たなる諸国によってその地位を脅かさ

れることとなったのであって，農業部面にあっ

てはすでに二九年の大恐慌以前に，世界的規模

における恐慌状態に陥りつつあった。農業問題

はもはや個々の国々の問題ではなくなって来た

のである」
(212)
。こうして 19 世紀末以後，ドイツ

では自己を工業国とし他を農業国とする「発展

の法則」は歪曲されて現れ，第一次大戦以後は

その歪曲は世界的に拡大され，世界農業問題と

なったのである。

日本の農業問題も大正末期以後，世界農業問

題の一環として現れた。いまや資本主義の発

生，発展は世界的な現象となり，資本主義諸国

はその発展とともに，農業部門を互いに外部に

追いやろうとして，それを果たせず，農産物過

剰は世界的な広がりをみせるようになった。も

はや資本主義諸国は自国農業構造の改革を工業

製品の輸出のみをもっては解決しえないところ

に追い込まれるにいたっていた。日本について

いえば小農的，過小農的農業の資本家的農業へ

の転化が課題になっているともいえるのである

が，いまや小農制農業そのものが危機に面して

いるのである。小農制農業が危機にありながら

解体もできず，発展もできない状態に追いこま

れているのである。およそこうした問題をどう

位置づけるかということについて，宇野はつぎ

のように説いている。「わが国の農業問題も，
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(210) 宇野，前掲書，14 ページ。

(211) エル・イー・リュボシッツ『農業恐慌理論の諸問題』，農業問題研究会（代表者 村上保男）訳，1952，農林

統計協会，73 ページ以下を見よ。常盤政治『農業恐慌の研究』，1966，日本評論社，134 ページ以下を見よ。

(212) 宇野，前掲書，15 ページ。



……世界的の問題と切離されてあるわけではな

い。わが国資本主義がいかに特殊な事情の下に

発展して来たとしても，依然として資本主義的

発展の一般的原則に支配されているのと同様

に，農業問題も世界的農業問題の特殊な表現に

外ならない。農業問題を資本主義発展と切断し

て論ずることはすでにしばしばその誤謬を指摘

されて来ている。しかしまたそれは単に一国の

資本主義の特殊の事情によってのみ理解し得ら

れるものでもない。……/ 資本主義が例えば衣

料生産部門を支配的に把握するということは，

それが全衣料生産でなく，その一部門にしても

その重要な部門であれば，全部門にわたる支配

的地位を獲得しうるのと同様に，農業に対して

も，これを単に生活資料の一部分が商品として

買入れられるに過ぎないという関係に置くもの

ではない。商品経済が生活資料部面に侵入する

ことだけでもそれはすでにほとんど革命的変化

をともなわずにはいないのであるが，農業自身

の労働力をなんらかの関係で吸収しながら農業

と結合されて行なわれて来た工業が資本家的に

経営されることになると，その影響は決定的に

なる。……農村の生活資料自身がこれによって

商品経済化するとはいえなかった。資本主義的

生産が始めてこれを実現したのである。/ それ

と同時に農村においても中世紀的，封建的生産

関係はその基礎を失うことにならざるを得な

い。少くとも一国の経済の重要な基本的生産部

門が資本主義的に経営せられるためには，これ

を阻害するがごとき旧封建的関係をそのまま留

保することは許されない。実質的に新たなる資

本家的生産関係が直ちに他の部面をも支配する

というのではないが，しかし形式的にはその部

面にもこれに適応した形態を認めざるを得な

い。実質的には中間的な，過渡的な，あるいは

過去の生産様式が残存するにしても，形式的に

も同様の遺物があるとはいえない。いい換えれ

ばそれは直接的にかつ積極的に新たなる生産方

法の展開に障害となるがごときものとしてある

わけにはゆかない」
(213)
と説いて，つぎのように

展開する。「小農経営が単に商品経済に接触す

るというだけでなく，その依って立つ基礎を資

本家的工業によって奪われるということは，多

かれ少かれその労働力自身をも資本主義のため

に自由に使用し得る形態におかざるを得ないも

のにする。それは勿論，直ちに資本家的生産関

係の下に賃銀労働者化するとはいえない。しか

しまた土地所有関係もかかる事情の下にあって

は旧来の封建的なるものに留まることは出来な

い。勿論，これも資本家的経営に対応した新た

なる形態を実現するとはいえないが，少くとも

小農経営にかかる転化を許すものにはならなけ

ればならない。土地商品化の一般的必然性もそ

の意味において始めて理解され得るのであ

る」
(214)
という。小農経営にいかなる転化が現

実に残されているかについてはここでは語って

いないが，ただ「わが国農業の生産力がいかな

る要因によって決定されるかは非常に重要な問

題であるが，しかしそれは決してわが国資本主

義と無関係に考えらるべきものではない」
(215)

というヒントを与えている。いずれにしても

「わが国資本主義を通して世界的な農業問題の

特殊の表現ともなって来ているのである。いわ

ゆる昭和農業恐慌は，決してわが国のみに限ら

れる現象ではなかったのである」
(216)
といった

のち，つぎの「結語」をもってこの「農業問題
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(213) 宇野，前掲書，16∼17 ページ。

(214) 同，17 ページ。

(215) 同，17∼18 ページ。それに関連する宇野の論文には「自小作農形態の特殊性」（『宇野弘蔵著作集』，⑧，所収）

と未定稿Ⅱ「農業の構成」（『宇野弘蔵著作集』別巻，所収）がある。



序論」という論文を結ぶのである。「要するに

わが国の農業問題もまた世界資本主義が処理し

得なかった問題を特殊の形で問題にして来たも

のとして理解しなければ，真にその解決を求め

得る方向にあるとはいえない。それは資本主義

がみずから解決し得ないままに，そのいわば外

部に押しやって来ただけに，資本主義自身の矛

盾を最も深刻に包含しているものといえるので

ある。社会主義が農業と工業との結合を主張す

る点もそこにあるといえよう」
(217)
。

われわれがさきにだした問題，「それは決し

て資本主義の内部における根本的解決を与える

ものではなかった。難点は常にこれを外部に押

しやることによって片づけられて来たのであ

る」とは宇野にあっては問題提起ではなかった。

結論の予告だったのである。現実には有力資本

主義諸国のそれぞれが自己を工業国とし，他を

農業国としてのみ発展しえたのであって，資本

主義諸国は当然のことながらついに農業問題を

世界的なものに転化せしめて
(218)
，みずから解決

しえないものにしたことをこそ結論として最初

に提示していたのであった。農業を外部にだす

ことはけっして解決ではなく，解決からの逃避

でしかなかったのである。個別資本にとっては

それを解決する義務はないとしていたのであっ

て，下部構造としては解決しえない問題であり，

世界的政治の問題になったのである。主要有力

資本主義諸国はかくてみずからの内部に危機に

陥った小農的農業を，イギリスにあっては資本

家的農業でありながら危機に陥った農業を，抱

えこみながらなおかつ他を農業国として自己の

勢力圏のもとにおこうとして争うことになった

のである。それはもちろん農業問題の根本的解

決の道ではなかった。

⑶ 「発展の法則」と外国貿易

イギリスにおける資本主義の成立が現実には

イギリス一国のみで自立的に実現されたもので

はないことを宇野はつぎのようにいっている。

イギリスが「純粋の資本主義社会を形成する方

向に進みつつあったということも，実はイギリ

ス自身を工業国とし他の諸国を農業国として，

その工業品の輸出に対して農産物を輸入すると

いうことによってイギリス自身の資本主義化

を，農業自身の資本主義化を含めて，実現した

というのであって，決して他の資本主義的には

なおおくれた国々との貿易関係を通して結ばれ

る社会的な関係なくして得られたものではな
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(216) 宇野，前掲書，20 ページ。

(217) 同，20 ページ。

(218) 農業をも資本家的生産として展開させているほとんど唯一の国としてのイギリスにおいても，森建資によれ

ば，「イギリス政府が現代的な意味での農業政策を始めるのは，ドイツの潜水艦作戦によって食糧輸入途絶の危険

にさらされた第一次大戦中からである」が「農業にたいする国家の介入が本格化するのは，第二次大戦の勃発を

待たなければならなかった。開戦後，政府は基幹的な農産物の価格を公定し，それらの販売に責任を持ち，牛乳

やバターなどの配給を開始した。こうした政府の政策は戦時経済運営を根幹から揺るがしかねない重大な難点を

含んでいた。政府は生産費を上回る生産者価格を保障するといった形で食糧増産を図ろうともくろんでいたが，

生産費中最大費目であった労務費が増大していったのである。そのために，農産物の生産者価格は絶えず上方に

修正されることになった。小売価格を抑制する必要に迫られていた政府は，生産者価格と小売価格の差額を補填

するために膨大な財政支出を迫られた」という（森建資『イギリス農業政策史』，2003，東京大学出版会，「序」，

ⅱ∼ⅲページ」。第一次大戦後資本家的農業経営も政策的支えがなければ維持しえない状況に追いこまれたので

ある。小農制農業をかかえた他の資本主義諸国と比べるならば，イギリスにおける農業問題の発生がだいぶおそ

く，いわゆる国家独占資本主義体制への転化の時期になってからだといえよう。この時期に農業問題は世界農業

問題になったわけである。



い」
(219)
。そしてそのことが，原理論で外国貿易

を捨象しなければならないことと密接な関連が

あるというのであって，「それは簡単にいえば，

資本主義社会が対外関係と同じ原理をその社会

の原理としているということである」
(220)
とい

う。もともと商品経済は社会と社会との間に発

生するものであって，社会の内部から発生する

ものではない。商品経済は「いわば社会にとっ

て異質的なものとして，いい換えれば他の社会

との間に生ずる関係をその内部に或る程度反射

的に採り容れることに外ならなかった。……商

品経済の滲透するにしたがって，その社会は一

方では本来商品経済を目的とするとはいえない

生産過程における生産力をも増進しつつ，他方

ではまたかくの如き生産過程に対応した政治

的，宗教的等々のいわゆる上部構造にも変化を

齎らさずにはいないのであるが，生産力の増進

によってその社会の基本的関係が資本主義的に

変化せしめられる方向をとらない限り，商品関

係は異質的なものとして留まらざるを得な

い」
(221)
。このばあい資本主義を確立した工業国

が，いまだその確立をみないが下部構造が上部

構造による支配から脱出している後進国から食

糧や綿花などの農産物を輸入するならば，後進

国はそれでえた貨幣をもって先進国から工業品

を輸入することができるわけであって相互に利

益がもたらされる。もっともそのばあい後進農

業国においては農業生産力が余剰をだしうるぐ

らいの高さになっていることが前提されるので

あるが，こうした交易関係を通じてその生産力

の上昇が促進されることにもなる。このことは

宇野がいうように唯物史観が確立される根拠と

もなるのである
(222)
。

中世，近世を通じて西ヨーロッパ大陸を中心

として長期の商品流通の時代がつづき当時その

辺境に位置していたブリテン島で，16 世紀以来

商品経済がようやく生産過程をとらえつつ発展

したとみていいであろう。もともと封建社会の

中心からは辺境の位置にあり，しかも島国で

あったイギリスで商品経済が生産過程をもっと

も早くとらえたというのはその封建制が緩いも

のであったことが封建制の解体を相対的に早

め，そのことが新たな生産力を生みだし，資本

主義への転化をもっとも早く，かつ典型的なも

のとしたとみていい。商品流通というその当時

の本来の生産関係とは異質の生産関係が新たな

生産力を生み出したわけである。かくて「資本

主義社会がその社会の基本的原理を商品経済を

もってするということは，他の社会との関係を

商品経済をもってしながら，自らはそれと異っ

た原理をもってする社会と異なって，一方では

自らの社会の経済的過程をそれ自身に動くもの

として純粋な形で取扱うことを可能にすると同

時に，他方では実際上は対外的な商品交換の関

係をもって発展しつつあるにも拘わらず，その

社会の全面的な資本主義化の傾向を基礎にし

て，全社会の資本家的商品経済化を想定し得る

ことになる。対外的な商品関係が，もはやその

社会の原理と異質的なものではないからであ

る」
(223)
ということになる。このことがなにを

意味するかといえば，「十九世紀中葉のイギリ

スにおいて工業品に対して輸入される農産物

は，イギリス自身において資本家的に生産さる

べき農産物に代って工業品が生産されるという
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(219) 宇野，『宇野弘蔵著作集』，⑤〔恐慌論〕，1974，岩波書店，36 ページ。『恐慌論』の序論の「二 恐慌論と外

国貿易」にある文章である。

(220) 同，37 ページ。

(221) 同，同ページ。

(222) 同，同ページ。それは生産力の増進が生産関係の一定の変化を前提にしているということである。

(223) 同，38 ページ。



ことになる。それはただかかる対外的商品交換

関係が資本家的に有利に行われるからに過ぎな

い」
(224)
。かくて外国貿易がイギリス国内に与え

た作用は外的関係という商品経済的関係を内部

化し，これまでの封建制度にかえて商品経済を

基本的原理とする資本主義社会に転化するとい

う結果をもたらしたのである。

こうした外国貿易の作用は原理論では捨象し

うるし，また捨象しなければならないが，歴史

過程の分析にはもちろん捨象してはならないも

のである。外国貿易は「イギリスの資本主義が

いかなる過程をもって発展したかという，いわ

ば質的規定を決定するものではなく，一定の資

本主義に特有な発展の過程をいわば量的に拡大

するものとしてに外ならない。……しかしそう

いう具体的過程の内部には，しかもそういう

色々異った影響力をもった外国貿易によって拡

大せられながら，資本主義発展の法則性が貫徹

されている」
(225)
。これは「イギリスはかかる外

国貿易によって当時の資本主義的発展を実現し

たのには相違ないが，それは決して資本主義発

展の法則と異った要因を加えたわけではない。

……それは全く当時のイギリス資本主義を代表

する綿工業を中心として，その発展を起動力と

して展開されているのである」
(226)
。それゆえ

「外国貿易はむしろ，かかる綿工業の発展自身

によって規定されるものに外ならなかっ

た」
(227)
。こうしていかなる資本主義国も自己を

工業国として他国を農業国とする関係を通して

発展することになるのである。ただし厳密にい

うとこういう関係を典型的に推進して工業国に

なったのはイギリスのみであって
(228)
，他の資本

主義諸国は多かれ少なかれ国内に小農層を抱え

こんだまま工業国になったのであって，ドイツ
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(224) 同，同ページ。

(225) 同，39 ページ。

(226) 同，同ページ。

(227) 同，同ページ。

(228) イギリスは資本主義の発生期における主要工業としての羊毛工業においても，原料としての羊毛はスペイン，

ドイツから輸入していた。とくにスペインからが多い。吉岡昭彦編著『イギリス資本主義の成立』，1968，御茶の

水書房，153 ページの表４による（1791∼1821 の時期）。井上巽稿。

なお小林茂によれば，「Cobden や Bright が穀物法反対同盟の資金集めのためのランカッシャー製造業者たち

を説得した論法はこうであった。すなわち『穀物法が外国の小麦の買入れを阻止しているから，小麦生産国はイ

ギリスから工業生産物を購入することができないのである。だから穀物法を撤廃してヨーロッパの農業国から小

麦を輸入すれば，それだけイギリス製の工業生産物は輸出されることになる』と。この論法は，綿製品の輸出に

依存する度合いの強いランカッシャーの業者たちに説得力を持ち，多数の寄付が集ったと言われている」（小林茂

『イギリス農業と農政』1972，成文堂，55 ページ）。穀物法は 1846 年に廃止されたが，それはイギリス農業の黄

金時代を出現させたのである。それは，イギリス綿業の輸出による発展，工業賃銀労働者の増大，農産物輸入に

よる農産物価格の低下，農民層分解の進行とそれに伴う農民層のいっそうの減少，農業者の両極分解の進行，農

業資本主義化の発展，という論理の展開によって理解することができるであろう。これをさらに具体的にいえば，

この時期に「穀物作と飼料作の輪栽というノーフォーク方式の原型に羊や肉牛などの肥育をバランスよく結合さ

せた農法」（小林，同上書，59 ページ）である「混合農業」が発展した。「この混合農業は東部と南部の乾燥した

砂質壌土地帯においては特に有効であり，小麦価格の下落を畜産価格の上昇によってカバーし，高い収益を確保

することができた。畜産物価格の好況にささえられて，大型農業経営が育成された。だから，イギリス農業の黄

金時代を支えたのは，小麦価格の上昇ではなくて，畜産物価格の高騰による収入増大であると言える。したがっ

て，この黄金時代を通して，イギリスの農業は穀作中心の農業から畜産中心の農業へと展開する情勢を作り出し

たと言うことができる」（小林，同上書，59∼60 ページ）という。



は第一次世界大戦後の 1930 年代に東欧諸国か

ら政策上農産物を輸入したが，それをまた他に

輸出しているのであって，本来輸入する余裕は

なかった。したがってかかる後進諸国では多数

の小農民層を抱えこんだまま帝国主義段階には

いることになったわけである
(229)
。こうして発
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(229) カウツキーは帝国主義段階のドイツ農業を対象に『農業問題』を著したが，その第７章「資本主義的農業の限

界」において大農業経営の優越性は否定できないとか，しかし小経営は没落しないとか，あるいはするとかいっ

て明確ではない。たとえば「統計の示すところによると，農業的小経営が大経営の前に急激に消滅するといふこ

とは，イギリスに於いて資本主義的大経営が広大なる程度においてその進撃を始めて以来，即ち大体（十九世紀

―犬塚）五十年代以来，イギリスの模範にならつて大陸に於いても期待され，恐怖されたるものであつたが，実現

しなかつた。否な，所によつては寧ろ，その土地面積の小なる経営の増加の傾向すら存在する」（カウツキー『農

業問題』上巻，1946，向坂逸郎訳，岩波書店，229 ページ）といってドイツの 1882 年から 1895 年にかけての統計

をかかげて，５-20 ヘクタール層の経営がもっとも多く増加していることを指摘している。そうかと思うと，「小

経営の没落の過程が錯雑を極め，これに多様の反対傾向が交叉し，或はその没落を妨げ，或はこれをのばし，所に

よつては，その反対にねじ曲げたりする，が，何処に於いても実際にはこれを止め得ないものであるといふこと

を証明するだけである」（246-247 ページ）といったりする。また「東エルベ地方の大農地は，それと並んで小農

民経営を作り出して縮小された。それは，決して，小経営が大経営に勝るがためではなくて，従来の農地面積が

粗放的経営の欲求に適合してゐたがためである」（259 ページ）といったりしている。いずれにせよ，結論が不明

確であることは否めない。

問題はさしあたり二つある。一つはおそらく西部ドイツの事実であろうが農民層の分解形態が 5-20 ヘクター

ル層という中間層に集中する形になっているのであって，これは直ちに両極分解とはみなしえない。両極分解と

してもその特殊形態である。日本でいう中農あるいは小農標準化傾向という事実に対応するものであろう。この

事実をどう理解するのかが問題である。もう一つは小経営農民は大経営の賃銀労働者であって，小地片所有の半

プロレタリアなのではないかということである。問題はなにゆえ小地片所有者という形をとるのかということで

あるが，農業には農繁期と農閑期とがあって，大経営では農閑期においても何らかの農業関連の仕事はあるはず

であって，農場経営者からその仕事を命ぜられるはずであるが，しかしその仕事が与えられないものは自己の小

地片を利用して何らかの農作業を自己のためにするということになるのではないか，あるいは半農（自家農業）

半プロレタリア（農業日雇労働者）ではないかと推定される。いずれにせよイギリスにみられたような資本家的

借地農業経営ではなく，ユンカー的地主資本家経営に雇われている日雇農民ではないかと思われる。19 世紀末に

なるとドイツ農業にも発展の法則を歪める動きがみられるようになったわけである。

他方 19 世紀末にはイギリスにおいても農業の意味はかわってきた。19 世紀末にはアメリカの大量の穀物と畜

産物がイギリスに輸出されるようになったが「このことは，イギリス農業の最盛期の終末を意味した。海外の新

しい穀倉は，ますます多くの食糧を国内市場へ向けて放出しつつあったので，凶年ももはや高価格によって償わ

れなくなった。やがて他の諸国も，イギリスの産業人口に供給するために農業を行うようになった。まもなく冷

蔵装置（の発達）は缶詰肉の小貿易を冷凍肉の大輸出に転換せしめ，ニュージーランド，オーストラリアおよびア

ルゼンチンが，アメリカ，カナダとともにイギリスの穀物および畜産物市場への大攻勢に加わった。約四〇年前

の穀物法撤廃はついに効果を発揮することになった」（C，S. オーウィン『イギリス農業発達史』三澤嶽郎訳，1978，

御茶の水書房，90 ページ）。19 世紀前半のドイツはイギリスにたいしては農業国の位置にあった。「全体として

農産物の市場状態は，三〇年代以後，良好であった。農産物にたいする需要は，広い意味での工業内部で働く人

口の増加とともにたえず増大した。それはただドイツの内部だけでなく，国際的規模においても作用した要因で

あった。イギリスへの，とくに東エルベ地域からの穀物輸出は，イギリスの穀物輸入を妨げていたいわゆる穀物

法が撤廃される以前の一八四六年でさえ増大し始め，その後はさらに増加した。輸出のこのような増加はともか

くも五〇年代には小麦について現われたが，この頃ドイツは最初，大麦と燕麦および家畜で，供給国のなかでは

トップにたっていた。/この姿は六〇年代も，農産物のイギリスへの輸出がなお増加するかぎり変化しなかった。



展の法則の作用はさまざまに阻害をうけるので

あるが，一方的にうけるというのではなく，発

展の法則とのかかわりようでジグザグの道をと

るのではないかと思われる。

要するに「外国貿易からその国の資本主義的

関係にとっていわば外部的要因としてでなく，

全産業が資本主義化され，あらゆる生産物が資

本主義的に生産される過程を，部分的に非資本

主義的な産業の生産物をもって自国の資本家的

生産物に代置するという関係にある限りにおい

て，抽象しうるのである」
(230)
が，それは現実に

は外国貿易も視野に入れて個別資本が与えられ

た条件のもとで最大の利潤率をあげうると考え

られる産業を選んで投資した結果が実現するも

のなのである。外国貿易がそうした働きをなし

うるのは，それぞれの国で資本主義の発展期に

いたるまでの時期にタイムラグがあるからなの

であって，先進国においては工業の資本主義的

発展度でも，農業の資本主義的発展度でもそれ

ぞれ後進国より高いのであるが，工業と農業と

の発展度の格差は先進国のほうが大きいので

あって，貿易関係においては先進国はその格差

を利用して工業製品を輸出して農産物を輸入す

ることが有利になり，後進国もまた同様の理由

で農産物を輸出し，工業製品は輸入することが

有利になる
(231)
。そこには権力による強制関係

は本来ないのであって，それゆえに自由貿易関

係になるのである。

しかしそのことが結果的に自由主義段階の終

焉と帝国主義段階の到来を生むことになった。

後進国ドイツはこの間に重工業生産力を実現す

ることになるが，それは後進国ドイツが産業資

本を形成するときに株式会社形態を採用するこ

とになったのであって，その生産関係が重工業

生産力を形成させたのであった。そしてその重

工業を基礎にしてドイツは先進国に転化する。

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 97

もちろん海外農産物の競争は，ドイツの輸出の増加テンポの鈍化に感じられ始めていた。小麦の供給国としてと

りわけドイツは，ロシアとアメリカ合衆国に比べて，イギリスの輸入においてはその意義を失った。というのも

これらの国々にたいして，あらたな交通手段――鉄道と汽船運航――の伸長が，西ヨーロッパとついで中央ヨー

ロッパの穀物市場への道を開いたからである。そのことは三〇年代，四〇年代，五〇年代の全般的上昇に続いて，

六〇年代に畜産物価格はそうではなかったが，ライ麦・および小麦価格の軽微な下落が生じたことにも，現われ

ている。だがこうした事実も，産業革命期に全体として農産物市場が拡大したことを，何ら否定するものではな

い。この拡大は農業生産が拡がるための重要な原動力であった。それは，ブルジョア革命がさらに貫徹して，農

業の生産諸力の展開の重大な障害を徐々に除去したとき，それだけ一層効果的となった」（ハンス・モテック『ド

イツ経済史 1789-1871』，大島隆雄訳，1980，大月書店，150 ページ）。

(230) 宇野，前掲書，43 ページ。

(231) このことを基礎づけた学説がリカードの比較生産費説である。簡単に説明するとこうである。いま先進工業

国における農産物１単位の生産に要する労働量を 90 とし，工業製品１単位の生産に要する労働量を 80 とする。

後進農業国のそのそれぞれを 100 と 120 としよう。先進国は工・農両生産物で後進国より労働量はともに少ない

が，両国内それぞれで農工産物をくらべると，先進国では相対的に工業製品のほうが労働量が少ないが，後進国

では農産物のほうが少なくなっている。このことが重要なのである。いま両国間に自由貿易がおこなわれている

とすると，先進国は工業製品１単位を後進国に輸出して現地で農産物と交換すると 120/100 ＝ 1.2 単位の農産物

がえられるが，先進国内で交換すると 80/90 ＝ 0.89 単位の農産物しかえられない。同様に後進国は農産物１単

位を先進国に輸出して現地で工業製品と交換すると 90/80 ＝ 1.125 単位の工業製品がえられるが，国内で交換す

ると 100/120 ＝ 0.83 単位の工業製品しかえられない。結局先進国は後進国に工業製品を輸出して，その代価で

後進国の農産物を輸入すれば，国内で交換するよりは多くの農産物をがえられ，後進国は農産物を輸出して，そ

の代価で先進国の工業製品を輸入すれば，国内で交換するよりは多くの工業製品を手にいれることができるので

ある。



しかもその資本は従来の産業資本的蓄積様式で

は処理しえない金融資本的蓄積様式を生むこと

になって，あらたなる資本主義の段階を出現さ

せることになる。日本はそのドイツよりさらに

後れて資本主義化した最後の主要資本主義国に

なったといっていいが，西ヨーロッパから遠く

はなれた東アジアにあって周囲に直接競争する

資本主義国が存在しなかったということもあっ

て，イギリスとドイツとの中間的な性格をもつ

資本主義として発展することになった
(232)
。

⑷ 「発展の法則」と日本の農業問題

宇野弘蔵は「日本資本主義の特殊構造と農業

問題」
(233)
という論文の始めの方でこういって

いる。「先進国イギリスにおいても，農業の資

本主義化は，長い期間にわたる資本家的工業の

発展の過程のうちに，さらにまたかかる資本家

的工業の発展にともなう外国貿易の伸長の影響

の下に，具体的にいえば工業原料品の輸入に

よって，ようやく完成されたにすぎなかっ

た」
(234)
。原蓄期において領主権力によって農奴

が追放されたあとの土地が牧羊業者に貸しつけ

られて，事実上の近代的土地所有が発生したの

であるが，そこで生産された羊毛を原料として

手工業者による毛織物が生産され，それが西

ヨーロッパに輸出されたのであった。これがイ

ギリスにおける原蓄期であるが，その長期にわ

たる原蓄期をへて 19 世紀初頭に綿工業機械化

を基軸にして産業資本が確立した。それは原料

としての綿花をインド，アメリカから輸入して

綿糸，綿織物を輸出するという貿易関係を基礎

とする資本主義の確立を意味していた。いいか

えれば「イギリスの資本主義が羊毛工業を出発

点として，後に綿工業の機械化によってその確

立を見，農業の資本主義化がようやく十九世紀

中葉の穀物条例の廃止によって，外国貿易に補

完されつつ完成せられる」
(235)
ことになったの

であって，自国を工業国とし他を農業国とする

関係を基礎としていたのである。

この比較生産費説のいみを明確にしておきた

い。資本主義国にとっては資本家的に生産され

た工業品をもって農産物をえたということは，

しかもそのばあい権力関係をもちいずに自由貿

易をもってえたということはその農産物も資本

家的に生産されたものとみなしうるのである。

そうすると農業国においては農産物も工業品も

小生産者の生産物であって，その販売価格には

通常利潤部分は含まれていないと考えていい。

あってもいわゆる萌芽的利潤である。工業国の

工業品のみ資本家的生産物なのであって，それ

がこの比較生産費説の根幹をなしている。その

工業品のみ労働力商品を前提とする生産物なの

であって，他は小生産者の生産物なのである。

したがって工業品と農産物とでは労働の質が異

なっているのであって，先進国の工業品は労働

力の商品化を前提とする生産物であるのにたい

して後進国の農産物は小生産者の自家労働の生

産物である。その農産物には食料品ばかりでは

なく工業の原料としての綿花もふくまれている

（インドのばあい）。したがって先進国の工業

品価格は生産価格であるのにたいして後進国の

農産物の価格は費用価格でしかないということ

になる。もっともアメリカ産の綿花は奴隷労働

を基礎とする生産物であるが，これはアメリカ
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(232) この日本資本主義成立の仕方は産業資本段階の性格と帝国主義段階の性格とをあわせもつ特殊性を形成した

といっていい。ドイツよりいっそう複雑な性格をもつ資本主義になったのである。

(233) 東畑精一・宇野弘蔵編『日本農業の全貌 第四巻 日本資本主義と農業』，1959，農林省農業総合研究所，所

収。のち『宇野弘蔵著作集』，⑧〔農業問題序論〕，1974，所収。

(234) 宇野，前掲，『宇野弘蔵著作集』，⑧，152 ページ。

(235) 宇野，前掲書，153 ページ。



の特殊性によるものとしなければならないであ

ろう。こう考えてみると比較生産費説はいわば

イギリス地方を中核として世界的な商品経済圏

における商品経済の長期にわたる発展が十九世

紀初頭において農業の資本主義化をふくむ資本

主義社会として結実するまでの歴史過程を対象

として生まれたものといいうるであろう。事実

十九世紀 1846 年には穀物法が撤廃されて，イ

ギリス農業の資本主義化もこの過程を通して完

成をみたのである。

こうして「封建社会の崩壊に伴う土地所有の

近代化は，イギリスにおいても，極めて長期に

わたる資本主義の発展の過程の内に準備せられ

た農業自身の資本主義化とともに，ようやくい

わゆる資本家的土地所有を確立することになる

のであった。農業自身の資本主義的経営にして

も，またそれにともなう土地所有の資本家的形

態にしても，それは決して農業自体の発展の結

果として実現されたものではない。工業におけ

る資本主義の発展の対応物としてにすぎな

い」
(236)
といえるのである。したがって日本は

もちろんドイツ，アメリカ，フランス等のいわ

ゆるイギリスにたいする後進国として資本主義

化を開始した諸国では「それぞれに特殊資本家

的生産としての機械的大工業の輸入の時期に

よって，すでにその出発点を異にし，著しく異っ

た様相を呈するのであった。いずれもイギリス

のように二世紀にもわたる資本の原始的蓄積の

過程を必要とするものではなかった。農村に多

かれ少かれイギリスのような徹底的分解を受け

ないままで，その国の資本主義化を実現したの

である」
(237)
。ところがそういう後進国のなかで

も日本はいちじるしくおくれた後進国である

が，しかし東アジアにおいて日本のようにいち

早く資本主義化を開始した国はないという欧米

諸国とは異なった環境のもとで資本主義化を開

始したのであった。「同じ後進国といっても，

十九世紀後半の，しかもすでに七十年代以後の

いわゆる金融資本の時代の資本主義化であっ

た。それは機械的大工業としてもすでに高度に

発達したものであったが，そればかりでなく，

ほとんど最初から株式会社形式をもってしたの

であって，その資本主義化の過程の農村に及ぼ

す影響は，極めて特色のあるものとならざるを

えなかった」
(238)
。日本は機械制工業を移植する

ような形で資本主義を開始した。その工業の主

要生産物としての綿製品は国内市場を広くもつ

ことができず，ほとんど最初から海外市場を目

標として生産されることになったのである。農

村は労働力商品の給源にはなったが，その労働

力は主として若い女性でしかなかったのであ

る。

「しかしこういう発展をなす資本家的工業に

しても，もはや農村に旧来の封建制を許すわけ

には行かない。工業の発展に必要とせられた労

働力は，常に農村の過剰人口を補給源として要

請するのであって，それは少くとも封建的なる

支配服従関係から自由なる農村人口を前提とす

るのである。一般に資本主義の発展は，直接の

生産者の生産手段からの自由と共に，封建的な

人身的隷属関係からの自由という，マルクスの

いわゆる二重の自由を前提とするのであるが，

そしてそれは当然に農民の土地喪失を意味する

のであるが，わが国の資本主義化の場合はそう

はゆかなかった。勿論，いかなる国の資本主義

化もそう簡単にこの農民の無産者化が実現され

たわけではない。資本主義の発展の過程の内に

種々なる経過と限度とを有するのである。わが
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(236) 同，154 ページ。

(237) 同，156 ページ。

(238) 同，156∼157 ページ。



国ではそれがいわば最小限度において実現され

ることになった。いい換えれば制度としての封

建的諸関係を廃棄して土地所有の近代的私有制

を確立したに留まったのである」
(239)
。その近代

的工業の設立過程には莫大な資金が必要とされ

るのであるが，明治政府はそれを地租改正もっ

て調達するほかはなかった。地租改正は政府に

とっては近代化の財源調達の手段としてはそれ

しかなかったから行われたのであるが，結果的

には近代的土地所有を成立させる手段になった

のである。もともと土地所有に合理的根拠は存

在しない。賃銀労働者の存在も産業資本の存在

も土地所有を前提にしてのみ成立するものであ

る。むしろ土地から切りはなされた無産者の発

生という事実が形成されたことがその「前提」

としての土地所有を生みだしたのである。結果

が前提を生みだしたのである。資本主義固有の

倒錯性である。そして日本ではかかる近代的土

地所有としての農民的土地所有を明治政府が制

度的に作りだしておけば，後は国家権力が高い

地租を徴収することによって土地所有を手放す

農民が徐々に，しかし少なからぬ量において発

生することになる。そのことを通じて資本主義

が必要とする労働力商品が供給されたわけであ

る。日本のばあい明治初年におこなわれた地租

改正で零細な農民的土地所有が形成され，その

直後のインフレ，デフレで土地を手放す農民が

続出して，一方では地主制が形成され，他方で

は農民のプロレタリア化が進行した。農民に留

まったもののなかからも綿工業が必要とした女

子労働者が多数供給されたわけである。むしろ

日本の綿紡績工業は機械の輸入によって成立し

たものであるから零細農民層の家族をその労働

力供給源とすることが都合がよかったのであ

る。イギリスとは異なって日本においては「資

本主義は，もはや農民をその土地収奪によって

全面的に無産者化する必要を有していなかっ

た。しかしその発展に必要とする無産労働者の

給源を封建的関係によって梗塞されていてはな

らなかった。かくしてわが国では，近代的土地

所有制は，農村過剰人口をして常に産業予備軍

の特殊形態たらしめる過小農経営を普及せしめ

ることになったのである」
(240)
。

こうして日本資本主義の生成・発展期は明治

維新からはやくて日露戦後の明治末期，おそく

とも第一次世界大戦後の大正初期までの 40 年

もしくは 50 年の短期間で終了した。その後今

日までのほぼ 90 年は資本主義の爛熟期にある

といっていいであろう。この間，大きくいえば

20 世紀全期を通じて日本農業は工業部門への

主要食料品と賃銀労働者と日雇的労働者の主要

供給源をなしたのであって，日本工業製品の大

きな需要者はこれを海外に求めた。とくに

1960 年代以降の長期にわたる高度成長ととも

に，自動車に代表される重工業製品を中心とし

て凄まじい勢いで純輸出を進展させた。その様

子は第 11 表「日本の分類別輸出入額」に示すと

おりである。食料品は高度成長の初期にはまだ

米の消費が大きかったので食料品の輸入はそれ

ほどではないがその後米の消費が減退して，各

種の肉類を始め牛乳，乳製品，卵類，果樹，野

菜，油脂類等の消費が増大するのに応じてそれ

らの輸入が急速に増大した。20 世紀末には第

12 表「主要国の分類別輸出入額」に示されてい

るように日本はドイツを追いぬいて食料の輸入

大国になっている。さらに自動車を始めとする

工業製品の純輸出額は 1995 年にはドイツを追

い抜いて名実ともに日本資本主義は他を農業国

とし，自らを工業国とする関係を実現したので

ある。その「他」の農業国の主要輸出入品をあ
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(239) 同，157 ページ。

(240) 同，158 ページ。



げると，第 13 表「日本の輸出先別・輸入元別輸

出入品と額」のようになる。小麦，肉類，大豆

の農畜産物の輸入元はアメリカ，カナダ，オー

ストラリアであり，羊毛，綿花はアメリカ，オー

ストラリア，メキシコであり，原油，鉄鉱石は

イラン，サウジアラビア，オーストラリア，イ

ンド，チリである。各種工業製品の輸出先は大

半がアメリカであって，あとは中国，リベリア

大内力の日本農業の構造分析（犬塚） 101

第 11 表 日本の分類別輸出入額

単位 億円

総額 食料品 原燃料 軽工業品
重化学工業
品

その他

1955

輸出 7238 454 237 6520 27

輸入 8897 2250 5585 1055 7

差額 △ 1659 △ 1796 △ 5348 5465 20

1965

輸出 30426 1238 456 9693 18866 173

輸入 29408 5292 17449 915 5691 62

差額 1018 △ 4054 △ 16993 8778 13175 111

1975

輸出 165453 2255 1863 21431 137729 2176

輸入 171700 26147 110699 10433 23750 671

差額 △ 6247 △ 23892 △ 108836 10998 113979 1505

注）加用信文監修，農政調査委員会編『改訂 日本農業基礎統計』，1977 年，農林統計協会，による。

1955 年，65 年は総理府統計局『日本統計年鑑』，75 年は大蔵省『日本貿易月表』による。

第 12 表 主要国の分類別輸出入額

1995 年，単位 億米ドル

計
食料品
飲料
たばこ

非食品
原材料

鉱物性
燃料

化学
製品

工業
製品

機械類
運搬機器

その他の
工業製品

イギリス

輸出 2400 175 42 146 323 357 1025 297

輸入 2626 248 98 93 272 441 1079 361

差額 △ 226 △ 73 △ 56 53 51 △ 84 △ 54 △ 64

ドイツ

輸出 5085 239 93 52 664 853 2519 519

輸入 4432 409 197 284 403 770 1522 661

差額 653 △ 170 △ 104 △ 232 261 83 997 △ 142

アメリカ

輸出 5830 503 348 107 602 544 2812 621

輸入 7708 350 223 631 413 948 3576 1291

差額 △ 1878 153 125 △ 524 189 △ 404 △ 764 △ 670

日本

輸出 4429 16 31 27 293 498 3107 357

輸入 3361 508 343 540 239 398 757 494

差額 1068 △ 492 △ 312 △ 513 54 100 2350 △ 137

注）農林水産省『ポケット農林水産統計』2000 年版による。

１）イギリスはマン島及びチャンネル諸島を含む。アメリカはバージン諸島及びプエルトリコを含む。他の合衆

国領との貿易を除く。日本は食料品，飲料，たばこの輸出は飲料及びたばこを除く。
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である。輸出入ともにいわゆる農業国というよ

りはヨーロッパ人が切り開いた新興のアメリ

カ，オーストラリア，カナダといった大陸諸国

なのである。それはちょうど十九世紀中葉にイ

ギリスが自らを綿工業国とし，新興国アメリカ

を綿花生産の農業国として資本主義を発展させ

た関係に比定しうるであろう。あるいは他を一

次産品国とし，自らを二次産品国とする関係の

成立ともいえるのであり，したがってそれは帝

国主義段階における工業国と農鉱業国との関係

とみなすことができるのである。こうしていず

れにせよ日本農業の経営規模を拡大できる外的

条件は整いつつあるといっていいであろう。

「発展の法則」の作用そのものは資本主義全

期を通じて存在しているのであって，いわばす

きさえあれば顔をだす。宇野は戦後，高度成長

がはじまる直前の時期に，こういっている。「資

本主義の発展が，農村過剰人口を吸収するだけ

でなく，小農経営自身をも不可能ならしめるほ

どに農民を動員するということになれば，地租

改正の確立した土地所有制は，資本家的土地所

有を実現することを阻害するものではない。わ

が国の土地所有が，いわゆる地主的土地所有と

して確立され，永く残存したということは，決

して資本家的土地所有の展開を制度的に拒否す

るというものではない」
(241)
といっていること

はいまから思えば，注目すべきことであった。

そして事実，高度成長期がはじまった 1960 年

代以後，とくに 20 世紀末期以後ともなると，農

地法による制約があるにもかかわらず，第 14

表「経営耕地規模別農家数（都府県）」にしめす

ように３ヘクタール，５ヘクタール以上の大経

営が増加するという従来の中農標準化傾向とは

その性格がかならずしも同じとはいえない事態

が出現しているのである。

宇野は日本の農業問題の本質はどこにあるか
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(241) 宇野，前掲書，「日本資本主義の特殊構造と農業問題」（1959 年発表），『宇野弘蔵著作集』，⑧，158 ページ。

第 13 表 日本の主要輸出先別・輸入元別輸出入品と額

（100 万ドル）

品目
1985 1994

総額 上位国とその額 総額 上位国とその額

輸出

食料品
1)

1316 アメリカ 401 2038 アメリカ 312

合成繊維・
織物

2045 アメリカ 202，香港 230 2009 アメリカ 122，香港 204

化学肥料
2)

127 中国 12 106 中国 1

鉄鋼 13566 アメリカ 2804，中国 3193 14842 アメリカ 1970，中国 2250

船舶 5929 リベリア 614 11517 リベリア 2014

合板 42 アメリカ 34 15 アメリカ 0.3

輸入

小麦 974 アメリカ 552，カナダ 249 1348 アメリカ 778，カナダ 326

肉類 1927 オーストラリア 343 7774 オーストラリア 1354

大豆 1206 アメリカ 1062，中国 76 1395 アメリカ 1040，中国 76

羊毛 670 オーストラリア 429 676 オーストラリア 436

綿花 1949 アメリカ 427，メキシコ 26 658 アメリカ 343，メキシコ 4

原油 34599 イラン 2481，サウジアラビア 8103 27634 イラン 2590，サウジアラビア 5975

鉄鉱石 3045 オーストラリア 1228，インド 429，チリ 148 2898 オーストラリア 1229，インド 356，チリ 100

木材 3700 アメリカ 1129，インドネシア 136，ソ連 350 9743 アメリカ 3131，インドネシア 408，ロシア 619

注）『ポケット農林水産統計』1990 年版，1996 年版による。

１）は飲料及びたばこを含む。

２）は 31 類のほかに塩化アンモニウムを含む。



を問い，それは一般的には資本主義の金融資本

段階に多かれ少なかれあらゆる国々に共通に現

れる農業問題の特殊形態であるという。それは

何かといえば，「資本主義社会にあってその商

品経済に支配せられながら，農業自身は資本主

義的経営をなしえないという点にある」
(242)
と

いい，それは結局「経営困難な農家にとって農

業問題を決定的に解決不能の問題たらしめるの

は，資本主義経済の中にありながら，小農的経

営の確立を求めざるをえないという点である。

土地価格は，多数の小作，自小作農にとっては，

高率小作料によって決定される以上に騰貴する

傾向にあるのであるが，しかも土地購入が不断

の目標となってくる」点にあるという
(243)
。「小

農的経営の確立」のためには経営規模のあるて

いどの拡大と自作農化が営農の目的となり，結

果的に自小作中農を目指さざるをえない点にあ

るというのであって，その運動の主目的も「単

なる小作料の軽減にあったものとはいえない。

それはまたさらに根本的には資本家的経営とし

て解決されえないという点に問題を有していた

のである」
(244)
と結論する。そして「戦後の農地

改革が土地問題を一応は解決したとしても，問

題解決の途を拓くものといいえないのも，この

点にあるものと考えられる」
(245)
といい，最後に

「それは単に農業の問題として，農業自身にお

いて解決されるものではない。日本資本主義自

体の問題である。いい換えれば日本資本主義自

身が，かかる解決困難な問題をもつ農村をみず

から形成しながら，これによって確立されてい

るという点に問題があるのである」
(246)
といっ

て筆を擱くのである。

ここでは日本の農業問題の基軸が資本主義的

農業経営が形成されえなかったところに求めら

れているが，その原因は結局日本資本主義自体

の性格にあるとされている。具体的には日本の

農民層の分解が「一町内外の経営をなす自小作

農を中心とした過小農経営」
(247)
を生みだすと

いう形でしかおこなわれないところに求められ

ている。その基礎には日本の農民層が構造的な

過剰人口層という形で存在していることが重視

されなければならないと思われるが，この最後

のところでは宇野は一言も語らない。しかしわ

れわれがさきに宇野の文章を引用した注（239）
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(242) 前掲書，162 ページ。

(243) 同，163 ページ。

(244) 同，同ページ。

(245) 同，同ページ。

(246) 同，同ページ。

(247) 同，162 ページ。

第 14 表 経営耕地規模別農家数（都府県）

（1000 戸）

合計
販売農家

自給農家
計 ∼0.5 ha 0.5-1 1-2 2-3 3-5 5∼

1985 4119 3215 804 1182 883 234 93 19 905

1995 3363 2578 633 925 682 201 101 36 785

増減数 △ 756 △ 637 △ 171 △ 257 △ 201 △ 33 8 17 △ 120

95/85 −18.4 −19.8 −21.3 −21.7 −22.8 −14.1 ＋8.6 ＋89.5 −13.3

注）『ポケット農林水産統計』，2000 年版による。



の文章のあとで「わが国では，近代的土地所有

制は，農村過剰人口をして常に産業予備軍の特

殊形態たらしめる過小農経営を普及せしめるこ

とになった」
(248)
と語っているし，さらにそのす

ぐあとで「いわゆる地主的土地所有が，高率の

現物小作料を基礎にして成立し，それに付随し

て旧来の封建的な慣行等々を永く残存せしめた

ということは，わが国の資本主義自身が要請し

た，特殊な産業予備軍としての農村過剰人口に

よるものにほかならない」
(249)
といっているの

である。したがって日本資本主義自身が形成し

た農村過剰人口の構造的存在こそ，日本の農業

問題の中枢を形成するといっていいのである。

だが日本資本主義は第二次大戦後高度成長を

展開し，20 世紀末ともなればさきの第 12 表「主

要国の分類別輸出入額」でみたように，「食料品，

飲料，たばこ」，「非食品原材料」「鉱物性燃料」

の純輸入がドイツをぬいて世界トップクラスに

なったこと，純輸出では「化学製品」ではドイ

ツに一籌を輸しているが，「工業製品」，とくに

自動車を主体とする「機械類・運搬機器」の純

輸出がドイツの二倍以上に達しているのであ

る。まさに自己を工業国化し，他を農業国化す

る関係がこの時期に著しく発展したのである。

まさに晩年の大内がいうようにこの 20 世紀末

に「日本が世界を相手としたグローバルな貿易

国家に変わってきたこと，その意味で一九世紀

のイギリス，二〇世紀のアメリカ，の後を追っ

て，日本が世界の貿易国家になりつつあっ

た」
(250)
といいうるのである。

こうしたことの結果，第 15 表「主要産業別賃

銀と農業臨時雇賃銀の比較」にあるように工業，

流通部門の賃銀が 1985∼95 年の間に 3∼6割の

増加を示し，農業臨時雇賃銀も３割以上上昇し

ていることも注目すべき点である。こうしてま

さにこの時期に日本は自らを工業国化し，他を

農業国とする関係の世界的拡大によって安定的

成長を実現したしたのである。そのことによっ
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(248) 同，158 ページ。

(249) 同，同ページ。

(250) 大内，『大内力経済学大系』，第８巻〔日本経済論〕，下，2009，東京大学出版会，101∼102 ページ。

第 15 表 主要産業別賃銀と農業臨時雇賃銀の比較

（１日当たり円）

年 次

産業別労働賃銀（男女総合） 農業臨時雇賃銀

常用労働者

男 女調査産業
計

建設業 製造業
卸売・小売
業・飲食店

1985 14,545 13,432 14,129 12,120 5,981 4,586

1995 20,443 21,564 19,727 16,725 7,926 6,004

95/85 140.6 160.5 139.6 138.0 132.5 130.9

注）『ポケット農林水産統計』1985 年版，1995 年版による。

産業別労働賃銀は，日本標準産業分類でいう，農業・林・漁業以外の産業について調

査したものであり，常用労働者 30 人以上の事業所における１人平均月間現金給与総

額を月間出勤日数で除したものである。農業臨時雇賃銀は，実際に被雇用者に支払

われた賃銀の現金部分と現物支給の評価額を加えた賃銀であって賄い費はふくまれ

ていない。



て工業をはじめとする非農業分野での賃労働者

化が著しく進展し，それが農民をもまきこんで，

農民個人ばかりではなく，農家も減少し，上層

農家のみ増加するというこれまでにみられな

かった構造的変化がもたらされたのである。も

ともと農地総面積は原則として一定であり
(251)
，

農家数が減少しないことには一経営当たりの農

業経営面積は増大しえないのである。そして資

本家的農業経営の成立はその経営面積が小生産

者の家族労働力で経営しうる面積以上であるこ

とを原則として前提にしていることはいうまで

もないことである。今後，日本農業がどういう

形に着地するかは予想の限りではないが，これ

までにみられなかった新しい動きがみられるよ

うになったことは事実である。もともと資本主

義は「発展の法則」によって成立したのであり，

発展もまた同様なのである。そのことは一国資

本主義は成りたたないことを意味している。そ

してかりに一国社会主義が成りたつとすればそ

れは農工両全でなければならないことを意味し

ている。

⑸ 「発展の法則」と価値法則展開の動力

宇野の『価値論』
(252)
は序論の「Ⅱ 価値論の

対象と方法とにかんする二，三の注意」の「三」

で「価値法則展開の動力」を論じている。その

動力とは現実においてはいかなるかたちで現れ

るかをここで明らかにしたい。資本主義社会に

なると小生産者による商品の生産から資本家に

よる商品の生産に転化してくるが，それととも

に自己労働にもとづくものとして認められてき

た所有の原則は，所有にもとづく所有として認

められるという新たな展開をしめすことにな

る。この間に労働力そのものが商品化するとい

う歴史的転換が生じているのであって，それを

基軸にして自己労働による所有の原則が労働力

商品による商品の生産ということを基礎として

所有が所有を生むという原則にかわるのであ

る。「しかしかかる変化はけっして商品生産の

基礎条件たる私有財産制を否定するものではな

い。むしろその必然的帰結である」
(253)
。賃銀労

働者はみずからに労働力という商品を所有して

いるのであり，資本家はその労働力を商品とし

て購入し，それを所有している生産手段と結合

させてえられた生産物を商品として販売し利潤

を獲得する。「個々の個人の間の所有関係とし

ては，なんら形態的には（小生産者による商品

生産のばあいと――犬塚）変換なくして行われ

る社会的関係の実質的変化なのである。それは

商品所有者として何らの不正も違反もなく行わ

れうるものであり，たんなる掠奪や詐欺によっ

て行なわれることを必要としないのであ

る」
(254)
。

このばあいもっとも重要なことは資本家が利

潤を手に入れる過程は労働者の労働による生産

過程を，資本家が買った商品=労働力の消費過

程とみなし，その消費の結果得られたものを商

品として売って，利潤を手にいれるという

G―W・W’―G’形式とみなしうることにあ

る。Gとは投下資本としての貨幣であり，Wと

は労働力商品と生産手段商品であり「・」とは

その「消費過程」=じつは生産過程であり，W’
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(251) 田畑計の耕地面積は 1965 年の 600 万４千ヘクタールから毎５年間ごとに 2∼3％程度減少している。それも

75 年までが比較的高い減少率で，以後は，といっても 1999 年までの数字であるが，減少率は低くなっている。99

年で 486 万６千ヘクタールになっている。農水省『ポケット農林水産統計』，2000 年版による。

(252) 宇野，『価値論』，初版，1947，河出書房，再刊，1965，青木書店，のちに『宇野弘蔵著作集』，③〔価値論〕，

1973，岩波書店，に所収。

(253) 同，162 ページ。

(254) 同，同上ページ。



とは生産物商品であり，G’とはその売上金で

ある。それは実体とは異なっているが，商品流

通形態としては論理的なのである。「労働者に

よる生産過程」を「購入した商品の消費過程」

とみなしているところが，いいかえれば人間の

労働力をモノとみなして商品化しているところ

が，歴史貫通的実体と異なっているのであって，

それが誤りの核心をなしているのである。商品

の生産が商品の消費とみなされているのであっ

て，商品交換とその消費のみで生産物が生産さ

れるというのである。内容的には小生産者のば

あいの「労働」が「労動力商品の消費」になっ

ているところが異なるだけであるが，これが実

質的変化である。この点について宇野はこう

いっている。少し長くなるが，大事なところな

のであえて引用する。「元来，物の生産は，人間

の自然にたいする関係を基礎にして行なわれる

ものであって，人間が自然に働きかけて，物を

自然から自己の使用に役立つものとして獲得す

る過程にほかならない。自然にたいして働きか

けるこの作業は，しかしけっしてたんなる等価

物の交換の過程ではない。一日の労働が，一日

働く力を確保する程度にすぎないものとすれ

ば。人類の歴史的発達はすべて否定せられるこ

とになる。それは事実に反する。人間の生産力

は，つねに自己の生活を維持する以上のもので

あることは，何人にも疑いえないことである。

しかるに商品経済は，この生産過程そのものに

も等価交換の商品関係を想定する。経済学者が

自然と人間との間のこの過程にまで商品交換の

原則を適用しようとするのは，商品関係そのも

のを絶対的なものとして，この根本的事実をも

見失うものにほかならない。商品経済は，しか

しこの根本的事実を基礎にしてこれにその関係

を適用するためには，所有の原則に上述のごと

き変容をあたえざるをえなかった。形態的には

なんらの変化なくしてしかも実質的にはまった

く異なった原則を展開せざるをえなかったのも

そのためである」
(255)
。もともと G―W―G’は

一つの市場圏内では成りたたない。「かかる商

人資本は，安く売る者と高く買う者との間に

入って，いわば社会と社会との間に割込むこと

によって利潤をあげる」
(256)
のであって，もっと

も原始的な資本形態である。しかし資本主義が

世界的規模で発展していても，工業が農業より

相対的に発展している国と農業が工業より相対

的に発展している国があるかぎりは，自己を工

業国とし，他を農業国とする関係は存続する。

その関係自体は，その進展とともに工業国にお

いては農業部門において技術革新が発展する傾

向が生まれ，農業国においては工業部門に技術

革新が発展する傾向が生まれるといっていいで

あろう。事実ドイツは当初イギリスに小麦を輸

出していた農業国であったが，のちに工業に資

本家的経営が成立して工業国に転化した。日本

はそのドイツより後れた後進国であったが，

繭・生糸と米を輸出しつつ機械を輸入してかろ

うじて資本主義を確立した。帝国主義段階にな

ると新たに資本主義国に転化するのは困難にな

るのであって，日本はかろうじて資本主義国に

滑りこんだわけである。

もともと小生産者による商品生産が行われて

いるばあいには価値法則も十分にその展開をみ

るということにはならない。じつは小生産者の

みによる社会は経済過程のみでは自立しえない

社会なのである。その社会に商品経済が自由に

入ってきて各自自由に商品生産をすることが許

されるならば，そこに生産力格差が生じ，小生

産者は上下に分解してその小生産者社会は崩壊

する。共同体的土地利用制度が維持できなくな
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(255) 宇野，前掲『宇野弘蔵著作集』，③，226∼227 ページ。

(256) 宇野弘蔵『経済原論』，1964，岩波全書，『宇野弘蔵著作集』，②〔経済原論Ⅱ〕，32 ページ。



るからである。そのため資本主義に先立つ諸社

会においては共同体規制という政治的組織によ

る規制が存在し，商品経済の無制限な侵入は抑

えられていたのである。したがってじつは小生

産者社会は経済過程のみでは社会として存在し

えない社会であって，共同体規制という上部構

造と結合して初めて存立しうる社会なのであ

る。「資本家的商品関係はこれに反して一社会

を支配し，その基本的社会関係，いいかえれば

人間が自然からその生活資料を獲得する際にそ

の相互の間に形成する社会関係をも商品関係と

して確立するのであって，これを全面的に普及

することになる」
(257)
。こうして商品の販売者な

いし購買者として市場に現れるものは，小生産

者のように自己労働によって商品を生産するも

のではなく，「他人の労働によって生産された

ものを商品として販売する者と，自らは直接に

商品の生産にあたりながらその生産物自身をも

商品として資本家から購入しなければならない

労働者ということになる」
(258)
。かくて価値法則

の展開の動力とは抽象的にはまさに労働力商品

化にあるのである。したがってまた資本主義の

発生，発展，爛熟の歴史過程はこの労働力商品

の発生，確立，爛熟の過程にほかならないとい

うことになる。

この労働力商品化の歴史段階的変容において

いまや問題になるのは資本主義の爛熟期の労働

力商品化である。それは一方的に阻害されるわ

けではない。労働者の階層分化もすすむが，そ

れだけに労働力商品化そのものは一方的に停滞

するわけではない。爛熟期とは発生期の一面と

発展期とが合体したものと考えることができる

であろう。一方に労働力商品化が沈滞すること

もあれば，他方では自己を工業国とし，他を農

業国とする関係そのものが世界的規模にまで拡

大するのに応じて進展することもありうる。帝

国主義諸国は農業国を自己の勢力圏に入れよう

として対立を生み，二度にわたる世界大戦を引

き起こしたのであった。まさに「発展の法則」

こそ価値法則展開の現実の動力であった。畸形

化した労働力商品化をいよいよ自己を工業国化

し，他を農業国化することによって発展させよ

うとしているのである。

こうして類型的にいえばつぎのようにいうこ

とができる。資本主義の発生期は封建的権力が

倒されるとともに領主層や小生産者層，前期的

商人層が解体されつつ資本家，賃銀労働者およ

び近代的土地所有者の三大階級が形成される過

程であって，端的にいえば没落しつつある小生

産者的商品経済によって阻害されながらも資本

家的商品経済が発展する過程である。資本主義

の発展期は前者の運動が消滅しつつ後者の純粋

資本主義化の運動が発展する過程である。そし

て資本主義の爛熟期はいわば発生期の運動の逆

向きの運動と発展期の運動とが合成された運動

が展開される時代である。いわば発展期の運動

が世界的な発生期の運動を特殊にとりこむ過程

の時代である。
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(257) 同，228 ページ。

(258) 同，同ページ。
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